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労務理論学会 『研究年報』第 8号の 刊行に あ た っ て

　労務理論学会第 8 回全国大会は、 1998 年 5 月 29 − 31 日 の 3 日間にわ た っ て 同志

社大学で開催 されま した。

　今大会の 統
一
論題は 頃 本の 雇 用形態の 変化」 で した 。 今大会で も、前大会 に続い てサ

プテ W が般 けられま した 。 サ ブテ WI は 「雇用形態の 多様化」、 サブテ
ー

マ R は 「国際

比較の 視点か ら」 であ り、 それ ぞれ 3 本の 報告が なされ、活発な討論が 行われ ま した 。

　　サブテ
ー

マ 1で は 、 雇用 と賃金制度 の 多様化 、 非営利企業の 雇用形態、女性 労働 の 雇

用形態が とりあげ られ 、 サ ブテ
ー

マ llで は、ドイ ツ との 比較、グ va・
一バ ル経済 との 関連、，

90 年代不況 との 開連で の 報告が なされま した．

　本年度の 大会は 、 労働基準法 の 改訂、変形労働糊 と一
日単位 の 労働時聞制 限の 弾力化や

裁量労働制の 拡大 を目前に した時点で 開催 された もの で あ り、まさに時宜に あ っ たテ
ー

マ

で した 。 そ の 成果の一端は本研 究年報で知 る ことがで きるで しょ う。

　また 、自由論題 は 2 日間にわた っ て 6 本 の報告が な されま した。多様 な色彩の 意欲的な報

告が続 きま した。

　水準の 高い 報告や議論 に比べ て大会準備が万 全で あ っ た¢）か どうか、反省す べ き こ とも

多い 大会運営で したが 、そ れに もかか わ らず第 8 圃全 国大会を成功裏 に終 える こ とが で き

たの は 、 大会参加者 と役員の 皆様 の 熱意 とご協力の おかげで した。こ の 場を借 りて 、改 め て

感謝 申 し上げる次第で す 。

1998 年 10 月

労務理論学会第 8 回全国大会

実行委員長
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　　　　　　21 世紀 人 事戦略 と正 規 労働者

　　　　　　　　
一

賃金 制度 の 変 容 を と う して
一

P ・・s・ nn ・1　M ・nag ・m ・nt 洫 21　centu ・y ・nd 　R ・gul・・ 跏 p1・yees　in・」・p皿

作新 学院大学

SakUshingakuin 　Unversity

青 山 秀雄

Hideo　Aoyama

1 ． 問題 の 所 在

　現 在 、国 際化に よ る メ ガ ・コ ン ペ テ ィ シ ョ ン 、情報 化に よる 産業構 造の 変 化、高齢化 に

よ る年功的処遇 の 限界 を理 由 と して 企 業 の 雇用 の 流動 化 ・多様 化政策な ど 、 さまざまな人

事制 度改 革 が これ ま で に な い ス ピー
ドで 進 め られ て きて い る 。 雇 用 は 、こ れ か らは、 い っ

そ う流動 化 ・多様化 して い くこ とが 予 想 され る。それ は、中 高年 労働 者 に 大 き な 影 響 を及

ぼ して い る し、若年層に お い て も将 来 の 生浩設 計 に 不安 を もた ら し て い る
。 また 、こ れ ま

で 相 対 的 に 安定 した 労働者 と言 われ て きた 大 企 業正 規労働 者の 地位 に も 大 き な変化 が 生 じ

て きて い る 、

　と こ ろで 、正規 労働 者 は 、能力主義 管理 に もとで 、厳 し い 選 別 に よ る過 酷 な昇進 ・昇格

競争 、長 時 間 労働 の もと に置 か れ て きた が 、甎規学 卒で
一

括採用 され 、 長 期雇 用 を前提 に

教育訓練 が な され 、勤続 と と もに 昇進 ・昇格 し、個別的に は 差 は ある もの の 定期 昇給 が あ

り 、生活 保証 的賃金 カ ーブ が 一・応 は 保証 され た 労働 者 で あ っ た と考 え られ て きた 。 しか し、

こ の よ うな 正規労働者 の 慣行 も変化 し つ つ あ る e 本稿 は 、雇 用 の 多様 化 が 進 行す る な か 、

正 規 従 業員 の 地位お よび 処 遇が ど の よ うに 変容 し て き て い る か を賃金制度 を中心 に 明 らか

に しよ うとす る もの で あ る e 以 下、財 界 の 人 事戦略 、最近 の 賃金 動向 ， 新た な 賃金 制 度の

特徴 と問題 点 を見て い く 。

2
、 近 年 の H 経連の 人事戦略

　日経 連 は 、 1995 年 5 月 に 「新時代の 『日本的経営』」 を発 表 した 。 こ れ に対 して は 、多

くの 労 務管理研究者 が 多くの 問題 点 を指 摘 して い る の で 、こ こ で は、正 規労働者 と の 関わ

り で 簡単に ふ れ る こ とにす る 。 提起され て い る内容 は 、大 き く 2 つ あ る と考 え られ る 。

ひ とつ は 、 雇 用 の 多様化 と労働 力 の 流動 化の 提唱 で あ る。それ は 、 従 業 員を ス ト ッ ク 型 の

暖 期 蓄積 能 力活 用型 」， 71・ 一型の 有期雇 用 の 稿 度専門能力活 用 型 L 厖 用柔軟 活用

型」 の 3 グル ープに 区分 し、企 業 の 必 要 に応 じて それ ぞれ の グ ル ープ を効率よ く組 み 合わ

せ て 雇 用 し、総額 人件費の抑制 をはか ろ うとす る 「雇 用の ポ オ ー トフ ォ リオ j の 導入 を提
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唱 した 。 また 、こ の 導入 を ス ム
ー

ズ に す る た め
、 同報告 は 、派遣 労働 者 の ネ ガテ K プ リス

ト化 、有期雇 用 契約機 関 の 延 長 、民間職業紹 介事業 の 推 進 と労働 法の 規 制緩 和 を求 め て い

る 。

　い ま ひ とっ は 、処遇 の 徹底 した 「個別 ・能 力 主義 化」 で あ る 。
「従 来 の 年齢 、勤続 に 主

体 を置 い た 考 え方 か ら職 能 ・業績 の 伸 び に 応 じ た 賃 金 シ ス テ ム 」 へ の 転 換 を あ げ、一定 資

格 ま で は職 能給 と年齢 給 と の 併 存 な い しは 年 功 的 要素 を多少 考慮 し た 職能 給 と し 、それ 以

上 は 定 期 昇給 ・ベ ー
ス ア ッ プ を 見 直 し（停止 〉、個 人 の 業 績 の い か ん に よ っ て 毎年 賃金 額 が

上 下 す る 「洗 い 替 え職 務 給 」 な い しは 「年俸制」、複線型 賃金 管理 、業績反 映 型 賞与 、貢

献 度反 映 型 退職 金 の 導 入 、 さら に 労働 時間 に 代 わ っ て 仕事 の 成 果で 賃 金 を決 定す る裁 量 労

働 制 の 対象 範 囲 の ホ ワ イ トカ ラ
ー全般 へ の 拡 大 が 提 唱 され て い る 。

　日経 連 の 上 記提 唱 は 、第 1 に 正 規 従 業員 を 非正 規 従 業員 に 置 き換 え 正 規従 業員 を ス リ ム

化 す る と と もに 各雇用 グル
ー

フ 間 の 流 動性 を 高 め 労働者 が 相 互 に 競争す る雇 用 構 造 、第 2

に 「終身雇 用 」 を前提 と した 「年 功的 」 な 処遇 を解体 し 、労働時問 で は な く業績に 応 じた

処 遇 に 転 換 を は か り、正 規従業員 と い え ども業績 い か ん で は 転職 を 余儀 な くさせ る処 遇制

度 を 構 築 し総額人件 費の 抑 制 を最大限 に は か ろ う とす る もの で ある 。 そ れ は 、多くの 労働

者 σ）不 安定就 業化 と長 時 間 労働 に 向 か わ せ る構 造 を持 っ て い る 。

3 、最近 の 調 査 に み る 賃金 動向

　次 に 、「新時 代 の 『日本的 経 営 』 に た い す る最 近 の 賃金 動向 を い くつ か の 点 か ら見 て み

よ う。 労働 省 「賃金 構造 基本調 査」 で 「男子標 準労 勵者 の 所 定内給与分布特 性値 別賃金 階

級 別 カ
ー

ブ 」 で 年 齢お よ び 同
一

年 齢格 差 を 1986 年 と 1998 年 を比 較 す る と、年齢間 の 賃

金 格差 は 全体 と して 縮小傾 向 に あ り、相対的に 中高年 の 地位低 下 が見 られ る 。 ま た 、同
一

年齢間 の 賃金 格差 は 、中高年 で ラ ッ パ 型 に 拡 大 し て い る 。 こ れ ら変 化 の 背景 に は 、雇用 調

整 に よ る 転 出 先 で の 賃 金 の 減 少 、定 年延 長 の よ る 賃金 カ
ーブ の 修正 、業績 ・能 力管 理 の 導

入 、徹 底 な どが 考 え られ る 。

　そ こ で 、過去 5 年 間 に改定 され た 月例給 与構成 の 動 きを 「属 入給与部分 j、「職務給 部分 」、

「職 能 ・業績 給 」 の 変化 で 、管理 職、専門 ・技術職、事務的 職 種 、製 造 ・生産職 種別 に 見

る と、f属 人的 給与 部分」 の 縮 小 と 「職務給部分 」、
「職 能 ・

業績給部分」 の 新設 、拡大が み

られ る 。特 に ホ ワ イ トカ ラ
ー的 と考 え られ る職種 で 「職 能 ・業績 部 分」 の 新 設 、 拡 大傾向

が 強 く、管理 職 で は 61 ． 3 ％ の 企業 で 、 専門的 ・技 術的職種 で も 50 ， 6 ％ 、事務的職

種 で も 51 ．4 ％ に達 して い る 。 さ らに 、 今後 5 年 間の 月例 給 与構成 の 変 更予 定 を 見 る も、

「属人 部 分給 与」 の 縮小 、廃止 しよ うとす る企 業 が 62 ． 1 ％ あ り、逆 に 「職務給部 分 j

の 新設 、拡 大 は 45 ． 6 ％ 、「職 能 ・業績 給部 分」 の 新設 、拡大 は 72 ． 9 ％ に な っ て い

る （労働省労働基準局編 　　「新時代 の 賃金 ・退職 金制度 」　 1998 年 3 月　 pp ． 40 〜

41 」）。 ま た、「社会経済生産性 本部」 の 調査に よる と 、 今後の 賃金制度の 方 針に よれ ば、

管理職 に つ い て は 「年功主義最小 限 に成 果 主義 を中 心」、「全面 的に 能力 主 義・成果主義」

とす る企 業 72 ． 9 ％ 、

一般 職 に お い て は 「年功 主 義 を残 しつ っ 能 力 ・成 果 主義 の 重視 」
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が 42 ． 6 ％ ある もの の 「年 功 主義 最 小限 に 能 力成 果主義 を 中心 」 とす る企 業は 、 20 ％

に な っ て い る 。 ま た 、 管理 職 を 中心 に 導入 され て きて い る 年俸制 に つ い て は 、導入 企業 は

ま だ 多 く な い が 、
「具体 的 な 計 画 ・予 定 あ り 」 「将 来的 に 導 入 を 考 えて い る 」 企 業 を 含 め る

と 79 ． 4 ％ に 達 して い る。 （祉会経 済生 産性 本部 「日本 的人 事 管理 の 現 状 と課 題 亅　 1

998 年 2 月 P20 ， 22 ， 54 ）。

　以 上 、最 近 の 調査 に よ っ て 賃金 動 向 を見 て き た 、近 年 の 賃金 改 革の は 、お お む ね 「新 時

代 の 『日本 的経 営 』の 方 向 で 進み つ っ あ る よ うだ が 、改革 の 主 な タ
ー

ゲ ッ トは、製 造 ・生

産 職 種 よ り もホ ワ イ トカ ラ
ーさら に 中高年層 、 管理 職 層 の 賃金制 度 とな っ て い お り、年齢 、

勤続 と賃金 を分離 し 、 年功 カ ーブ修正 し よ うとす る方向 に あ ると言 っ て よ い 。次 に 、 どの

よ うな 賃金制度 が提 起 され て い るか 見 て み よ う。

4 ．賃 金 制 度 の 新 た な動 向

　わ が 国 の 正 規 労働者の 賃金制 度は 、年 齢 、勤続 、 性 、 潜在能力、職務 、職 種 等 、複雑で

さま ざまな基準か ら組 み 立て られ て い る 。 その 基準を 「属 人」 に す る の か 「仕事 」 に す る

の か 、言 い 換えれ ば 「人
一

賃金 」 にす るの か 「仕事 一賃 金」 に す るの か 、ま た 「人 一賃 金
一仕 事」 す る の か 「仕 事 一賃金 一人 1 す る の か は 、賃 金制度 を分 析す る さい だ い じなて ん

で ある 。 それ は 、労働 者 の 賃金 に対 する 「平等観」 や i公平 観」 を含め 、賃金 制 度 の 役割、

性 格 を規 定 して い るか ら で あ る 。 これ ま で 、わ が 国 の 戦 後 の 賃金 制度は 「属 人 」 な基準 で

組 み 立 て られ て きた 。
「属人 」 基 準 とは 、±．Ee　3 で 示 した 年齢 、勤続 性等ば か りで で な く、

職能給 も 「人 （職務遂行能力） 一賃金 亅 と い う関連 で は f属 入」 を基準 と した 賃金制度 で

あ る 。 また 、 横断 的 労働市場が 形成 され ず、賃金の 決 定は企 業内部で お こ な われ る ため 、

わ が 国賃金 制度は 、 複雑で 各企 業、各産業に よ っ て個別 の 体系持 っ て い る 。 そ の こ とを考

慮 し、一ヒ記 の よ うな観 点か ら見 る と、現在 進行 して い る 賃金制度改 定 の 動 きは 、大 き く 3

っ の 流 れ が あ る と考 え られ る 。 職 能 給 の 導 入 ・整 備 、職 能給 型年俸制 、厂日 本 型職 能給 」

で ある 。 前者 2 っ に っ い て はす で に 多 くの 紹 介 、 批 判が な され て い るの で 、そ の 意味に つ

い て 簡 単にふれ 、 考察 の 中心 を 「日本型 職 務給」 とする v

　 （A ） 職能 資格 制度の 整 備 とそ の 運用の 厳格化

　 現在、 霹本の 正 規労働者の 質金は 、 おお よそ 生活 給
・
勤続給足 十職能給で 組み 立 て られ

い る 。 生活 給 ・勤続 給 部分 は 、自動昇 給 し、職 能 給部 分 は 職 能 資格 の 段 階に 応 じて 査定 配

分 され 賃金額 が 決 定 され る 。 第 1 の 方向は 、生活給 ・勤続 部分 の 廃止 ま た は 職能給 部分 へ

の 配 分比 率 を 増加 させ る と同時 に 、職 能 資格 別 に 職 能給の 上限 を設 定や 同
一

資格滞 留者 へ

の 昇給抑制、「洗 い 替 え職 務給」 よ る 降給な ど で 職 能 資格 制度 の 運 用 を厳格 化 し 、 年功 カ

ープ の 修正 をはか ろ うとす る試 み で あ り 、 これ まで も査 定の 強化 し、賃金の 弾力 化 をはか

るた めに 行わ れ て きた もの で あ る 。
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（B ） 「日本型 年俸 制」

　 日本型 年 俸制 は 、月 例給与 ＋ 賞与 か ら組 み 立 て られ て い る 。

一
般 的 に 、月 例給 与 の 基 本

給 部分 は 、既存 の 職 能給 や 洗 い が え職能給 、役割 給 を も っ て し、賞与部 分 に つ い っ は 、 短

期 業績 を反 映 させ た 業績給 と し 、 さ ら に 、生 活 給的 な要 素 を 払 拭 す る た め に 手 当 を給 与 に

組 み 込み 年俸 とす る制度 で あ る、 こ こ で は 、役割 と個 人 業績 と の 関 係 が 目標 管理 の も とで

強 化 され る 。 こ の 賃金 制度 は 、現在 管理 職 な い しは 専 門職 を 中心 に 導入 され て きて い る が 、

こ の 賃 金制度 の ね ら い は 、第 1 に 、年 功 ・生 活 保 障 的意 識 を 払 拭 し 、賃金 と短 期 業 績 （顕

在能 力 ） と の 関係 を 明確 に し 、第 2 に 、定期昇 給制 の 実質的 に廃 止 し、個人 の 賃 金 格 差 を

ラ ッ パ 型に 広 げ 、全体 と し て 中高年 の 賃金 カ
ーブを フ ラ ッ ト化す る効 果 をね らっ た もの と

言 え よ う。 それ は 、中高年以降の ライ フ サ イ ク ル に 重大 な影響 を与 え る だろ う。 さらに 、

こ の 制度が 裁量 労働 制 と労働 時 間 と賃金 の 関係 は 希 薄な も の と な り 、無制 限 な 労働 時 間 の

延 長 も 生 じか ね な い 。

（C） 「日本 型職 務給 」

　本 年 に入 っ て 「日本型職 務 給」 が 強調 され る よ うに な っ た 。 た と え ば 、 日経連 「春 季労

使交渉 の 手 引 き 1998 年版」、今 野 淳 一郎 「勝ち抜 く賃金改革」 （日 本 経済 新 聞 社 、 ユ 9

98 年 2 月 ）、楠 田丘 、滝 沢 算織 「21 世 紀 に お け る 人 事 ・賃金 」 『賃金 実務 』（1998

年 1 月 1 ・15 日号）、滝沢 算織 「日本 的職務給 の 提 案」 （生産 性 労働 情報セ ン タ ー、 ユ 9

98 年 3 月 ）な どが あ る
。 論者 に よ っ て 認 識 さま ざで あ る が

、 メ ガ ＝ ン テ ィ シ ョ ン
、 高齢

化 、情報 化 の なか で 「能 力 主義管理 j、特 に 職 能 資格 制 度 の 限 界 を指摘 す る 点 で は 共 通 し

て い る よ うに思 え る 。 差 異を 考慮 して 要約 す る と、第 1 に 、職 能資 格制 度 の 能 力評価 は潜

在能カ ベ ース で お こ なわ れ る 。 し か も資格 区分 は 、 さま ざま な仕事 を して い る全従 業員 カ

バ ーす る た め共 通 項を括 る た め 抽象的 区分 に な っ て い る。 さ らに 、能 力評価 は理 論 的 に は

「絶 対 考課 」 あ り 、
「能 力 」 は 実 際 に 使 わ れ よ うが 、使 わ れ ま い が 蓄積 され る 。 そ れ が 「年

功的 平 等 主義 」 や 「画
一

主 義 」 と結 び つ くこ とに よ っ て 職能 資格 制度 は年 功的 運 用 に な る 。

高齢化 仕会 で は そ れ は 人件費総額 を お しあ げる 。 企 業は こ れ に 絶 え られ ない
。 第 2 に 、職

能資格制度は 、「仕 事 と資格 」 の 分 離 を前 提 に して い る 。 賃金 は 資格 を 基 準 に し て 決 め ら

れ るで 、賃金 は 必ず し仕事 の 内容 と一致 す る とは か ぎらな い 。 そ こ に 、「仕 事 と賃金 」 の

分 離 ま た わ 「能力 （潜在 能力 ） と実力 （顕 在能 力）」 の 乖離が 生 じる 。 こ の 分 離や 乖離 は
、

中高年で 顕在化 して い る。第 3 に 、「能力主義管理 」 は 、長 期雇用 と長期に わ た る能力開

発 を前提 に して い る 。 それ は 、能力開 発 一能力 向上 一生 産性 ・業績 向上 一
賃金 上昇 と い う

連 鎖 もとで 機 能 し て きた 。 80 年 代ま で は こ の 連鎖が機 能 し 、 企 業は 業績 を伸ば して きた

が 、現 在進行 して い る メ ガ コ ン ペ テ ィ シ ョ ン 下 の 市 場 リ ス ク へ の 対応 が 困難 あ り、市 場原

理 を反 映 した 賃 金 で はな い 。 第 5 は、職 能 給 は グ ロ
ーバ ル ・ス タ ン ダ ー

ドで な い
。 もは や 、

職 能給 の 歴 史的役割は 終わ っ た と し、新た に 「仕事給」 に もず く賃金制 度が 提起 され る。

　 と こ ろ で 、「仕事給」 とい っ た場 合、直ちに ア メ リカ 型職務給 を考え る。 しか し、ア メ

リカ 型 職 務給 は、 トッ プ ・ダ ウ ン で 組 織構造が 作 られ 、そ こ に 人 が 配 置 され る 、それ は市

場 の 変 化や 技術 革新 に 対 して組 織 や 配 置 が 柔軟 に対 応 で きな い し、ま た 評価に 時 間 と費 用
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が か か る と言 う欠点 を も っ て い る と され る。わ が 国 の 働 き方 は 、 グ ル ープ で 仕 事 を して い

る お り、職務 と言 う概 念 も希 薄で あ る。 しか し、そ れ は 、同時 にア メ リカ 型職務給 とは 逆

に 、 市場 の 変化や 技術 革新 に 対 して 組織 や 配 置 の 柔軟な 対応 を 可能 に し て い る 。 こ の 柔 軟
性 は 、わ が 国 の 生 産 性 を 高め た

一
つ 要 因 と して 80 年代 に 国際的 評価 を うけ て き た もの で

あ る 。
「日本 型職 務給」 は 、こ の 柔軟 性 を 保持 し つ つ か つ 費用 と 時 間 を最 小 限 に し 「仕 事

給」 を導 入 し よ と した もの で あ る。ま さに 、「日本 型 」 また わモ デル な き賃金制 度 と言 わ

れ る所 以 で あ る 。

　 「日本 型 職務 給 」 は 、一般 化す れ ば 「仕 事 （役 割 ）給 」 と 「業績 紬 で 組 み 立 て られ て

い る 。
「仕事給 」 は、仕事 の 大 き さ、困難 性 、職 責、裁 量度等で 決 ま る賃金 で あ り 、

厂業績

給」 は 、仕事の 達成 度 で 決 ま る賃 金で あ る 。 職 能給 は 、人 の 持 つ 仕事に 対す る潜在能力 を

基準 に し て 支払 われ る 賃金 で あ る の に 対 して 、「日本 型職 務 給」 は
、 決 め られ た 仕 事 ま た

は行 っ た 仕事 とそ の 達成 度 、すな わ ち顕在能 力 に支 払われ る 賃金 で ある 。 そ こ に は 、年 功

給 か ら職 能給 へ の 転換 と は ま っ た く異 な っ た 賃金 決 定基 準 の 質的 変更 を伴 っ て い る 。 い わ

ゆ る 「属 人 」 基 準 か ら 「仕 事 」 な い しは 「役割亅 基準 へ の 転 換で あ る。 （構 想図 に っ い て

は 、 今野 、 前掲書、P233 、 目経連、前掲載 、　 PP．　43 参 照、）

　次 に 、
「日本 型職 務 給」 とは どん な特 徴 を持 っ て い る か 見 て み よ う。 第 1 は 、 職務範 囲

の 設 定に ある、「職 務 の 大 括 り化」 な い し は 「事後 決 定 職 務 （仕 事 の 大 きさ を仕事 を
一

定

期 間 した の ち に事後的に 評価 す る制度）」 と言 わ れ て い る もで あ る。
「職 務の 大括 り化 」 と

は 、従業員を仕事 の 大 き さ、難易 度、職 責等 で 大 き く区分 し （た とえ ば 5 グ レ ド）、最 も

簡 単 な場 合 は職 務分 析 ・評価 をせ ず に 「組 織役割 （役 職 ）」 で 区 分 し、そ れ を 「仕 事給 」

の 単位 と し、そ れ ぞれ の 単位 に幅 広 い レ ン ジ を設 定 し
、 定 員 を きめ賃金表 を 設 定す る とい

うもの で ある。昇 給 は、 レ ン ジ内の 号 奉 とグ レ イ ド ・ア ユ プ で行 われ る 、 した っ て 上の グ

レ イ ドに 空 きが ない 場合は
、 賃金 は頭打ち となる。

「大 括 り化」 は 、 わが 国で は 職務概念

が 存在 し な い 点 もあ るが 、 そ の 目的 は、配 置の 柔軟性の 確保 と職 務分析 ・評価 の 時 間 と費

用 の 節約 に あ る 。 第 2 は 、運 用 にお い て は 、 中堅 以上 の 従業 員を タ ゲ ッ トと して い る こ と

で あ る 。 す なわ ち、単 身者賃金 と して の 初 任給 を温 存 して い るた め 、若 年層で は 、生活 を

考 慮せ ざる を えず職能給なた は 自動 昇 給 、昇格に な っ て い る。第 3 は 、先で 紹 介 した よ う

に 、たん な る職務 給や役 割給 で は な く、「業綾給」 と
一

体 とな っ て い る 点 で あ る。賃金 は 、

仕事の 内容 （賃 率＞ x 労働時閥で はな く、仕 事 の 内容 ＋ 成果 とな っ て い る 。 ま さに 、裁 量

労働 を同時 に 実現する制度 とな っ て い る。 これ と係 わ っ て 第 4 に 、業績評価に さい して 「目

標 管理 」 がな され 、顕在能力の 発揮度 （成 果）だけ で な く 「チ ャ レ ン ジ精神 」 や 「取 り組

み 姿勢1 等も問わ れ る もの に な っ て い る 。 第 5 に 、支払 は 、年俸 制 とな っ て い る点 で あ る 。

そ こ に は 、もはや 定期 昇給 と い う考え 方は存在 しな い
。 仕事 と成果 に よ っ て 毎年賃金 は 上

下す る こ とに な る 。

6 、 おわ りに

これま で 、正 規労働者 の 賃金 制度の 最近 の 動向 を み て きた e 現 （A ）、 （B ）、（C ） どの
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方向 が 主 流 とな る か は 判 断 で きな い
。 だ だ （A ） よ り （B）、（B） よ り （C）が 賃 金 カ ーブ

を ラ ッ パ 型 に し 、全 体 と し て 寝 か せ る効 果は 高い a 労働者 の 選 別 と い う点 で も厳 しい もの

に な っ て い る。 そ の よ うな 意 味で は 、（C） に 向か う可 能 性 が 高 い と思 え る が 、 日本 の 賃

金 が 年齢 や 勤続 の 基 準 か ら全 く離れ う る も の な の か 疑問 が の 二 る。 い つ れ に し て も、中高

年 層 の 処 遇 制度 が 改 変 され る こ と は 間 違な く進 行す る で あ ろ う。 も し、（C ）の 方 向 が 明

確 に なれ ば、賃金 と い う側 面 で は 、正 規 労働 者 と い え ど も、特 に 専門職 、専任職 にお い て

は 、契 約 仕員的 賃 金 や 請 負 報 酬 に 近 づ き、「高度 専門 能 力 活 用 型 」 労働 者 や 「柔軟 活用型 」

労 働 者 と の 競 争 が激 化 しよ う。す なわ ち、正 規労 働 者 と非正 規労 働 者 と 入 れ 替 え が 進 み 、

さ ら に 早 期 退 職 制度 、貢 献型 退 職金 纈渡 、雇 用調整 等 に よ り中高年 層に お い て 労働 力 の 流

動 化が 促 進 させ られ る こ とは 十 分予 測 され よ う。 ま た 、若 年層 に お い て も、生 活 の 将 来設

計 が は か れ ぬ ま ま 、こ れ ま で の 雇 用 慣行 か ら ス ピ ン ・ア ウ トす る 者が 多数 発 生す る こ とが

予 想 され る ． さ ら に 、そ れ は 、労働 市場 の 流 動 化 を 加 速 させ よ う．労働 法 制 の 規制緩和 と

あ い ま っ て 、横 断 的 労働 市場 を 持 た な い わ が 国 の 労働者 に とっ て 、過 酷 な労働 条件 の 悪 化

が 心配 され る。

　（注 ）　原 稿 枚数 に よ り 、図表 、概 念 図 は省 略 し た 。 o づ けで 文 中 に 表 記 し ま した の で 参

照 し て くだ さ い 。
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公 的 病 院 の マ ネ ー
ジ メ ン ト と 雇 用 形 態

　　　　　　　　
一一

病 院経営環境の 悪 化 と業 務委託
一一

　　　　　　Managetuent　an 〔董Snploy1sent　in　Public　Hospitals

　　　　　　國民 医療 研究所 ・関東学院大 学

The　Research 　InstitUte　for　National　Health　of 　Japan
　 岡部 　義秀

YOS瓱ihide　Okabe

［一］　 病髓 で 進む ア ウ トソ
ーシ ン グ （業務外部委託）

　1997 年 9 月 に 患者負担 を大幅に 引 き上 げ る医療保険 改悪が 行われ たが 、 全国の 病院

で 平 均十 五パ ーセ ン トほ どの 憲者数 の 減 とな っ て 病 院経営の 瓔境悪 化に 拍車 を擾 けて い る 。

　
一方、病院関連 ビ ジネ ス へ の 異業種企業の参入 が 相次 い で い るが 、 こ うした 病院経 営環

境 の 厳 しい 見通 しを背景に 、
コ ス ト削識、 『合理 化』 ・ 効率化 を狸 っ た病 院 の ア ウ トソ ー

シ ン グ （業務外部 委託 ）の 拡大 に 拍車が 掛か る と新規 参入 企業は 見 て い るか ら で あ る。

　た とえ ば 、 俘東忠商箏 は 、 病院の 医薬用 晶 ・
資材 の 在庫管理代行サ ービ ス を 98 年 の 1

月か ら全 国展 開 し 、 住友金 属工 業 も医薬品小 売 りの 朝 H メデ イ ッ ク ス の 医療 サー ビス 部門

を こ の ほ ど買収 し 、 手術 に 使用 したメ ス をは じめ 医療器 具をガ ス な ど で 無 菌状 態 にす る 滅

菌業務 （現在 、 各病 院が中央材料 室 を設 けて行 っ て い る）の 代 行サ ービ ス を 全国 100 箇

所 の 病院 で実施 中、ま た病院給食 や 医療事務な どで も企業買収を検討 して お り 、 住 金 グル

ープ で 臨床検査 受託 や 医療機器開 発 に も着手 す る方 針で い る。

　情報セ キ ュ リテ ィ サ ービス 会社の セ コ ム は 、 医嗣画像の遠隔診断サ ービス を拡大 し、 医

咫 画像を読 み取 る専 門医を抱え て い て 契約病 院か らデ ジタ ル 回線で 送 られ た エ ッ ク ス 線 C

T な どの 画像 を診 断す るサ 〜ビス を実施 して い る （97 年 7 月現 在 、 全 国で 84 の 病院 と

契約） し 、 病 院買収に も乗 り出 して い る 。

［二 ］　 国 の 低 医療費政策下の 病 院経営

（1）健康保険の 制度改 悪

　80 年代前半 は医療制度改悪が進 め られ 、 その 柱 は 82 年の 「老人保健法 」 の 創 設で あ

っ た
。

こ れに よ っ て 70 歳以上の 老人 の 診療内容を制限する別枠の 診療報酬体系の 設定 と、

こ れ まで 医療法で 病院に お ける看護婦 配置の 最 低条件 と して 定め て きた 4対 1 （患者 4人

に対 して 看護婦 1 人）の 看護 基準 を引 き下 げ 、 6 対 1の 特例を設 け 「老人 病院 」 とした 。

　 84 年 10 月に は健康保険法 の 「改正」 が行 われ 、 「特定療養髓度」 を創 設 し、 高度 な

医療を保険の 適用枠か らはずす方 向で 診療報酬外の 自由料金 に し、 保険給付 を 入院な どの

諸費用 に 限定す る動 きを 強化 した 。 健康保険の 本人 10 割給付 を崩 し、 8割給 付 （当面 9

靆給付） と定 め 、 こ れを 足掛か りと して さ らに 国民健康 保険 、 老 人保健法 の 改悪な ど 、 給

付 の 糊減 と国民 負担 の 増大 が進 め られ た 。
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（2 ）医療提供体制の 縮小 ・削減

　80 年代後半 に 入 り、 健康保 険制度の 改悪の 強 化と合 わせ て 医療提供体制 の 縮小 ・劇減

が 強行 的に 推 し進め られ る こ とに な る
。

　85 年 3 月 に 国立病院 ・ 療養所の 統廃合 の 基本 方針が策 定 され 、 過疎地 ・ 僻地 な どに設

置 され て い る国 立病院 は廃止 または 国以外の 経営 主 体に委譲 す る こ と 、 300 床以 下の 病

院は統廃 合 す る とい うもの で あ っ た。 こ れ は 、 国 立 に 限 らず 、 85 年 12 月 に は 医療法の

「改定」 に よ り 「地域 医療計 画」 の 策 定を都道 府 県 に 義務 づ け 、 地域 の 蟲要 病床数 を策 定

させ 、 病 床増 加 を抑 え込む こ とを ね ら い と して い る 。

　っ ま り 、 国 立病院 ・療養所の 再編成 や 自冶 体病 院の リス トラ、医療法上の 公 的医療機 関

の 日赤 、 済生 会 に おける 合理 化計画の 策定な ど、国 ・ 公立、公的病院 の リス トラ を始め と

して 、 さらに は社会保 険診 療報酬体 系 に よ る誘導 に よ っ て 中小 病院 を淘汰 （倒産、老人病

院化）す る方向で わが 国の 医療機関 はす べ て が リ ス トラ再編 の 荒波 に もまれて い る 。

［ヨ 　　低 診療報酬 と人件費

　国庫負担抑 制 の た め診療 報酬が 低 く鉚え られ て い る こ と 、 そ の 場合 、 病院 の 人 件費率 は

50 パ ーセ ン トが 指標 と され 、そ の 抑 制を行 わざ るをえな い
。 そ こで 、次 の 5 っ の 『合理

化』 が柱 に な っ て きて い る 。

　 1 ）外 注 ・委 託 の 拡大 に よ る低賃金 労働者 へ の 置 き換え 、 　 2 ） パ ー
ト化 、 　 3 ）電 算

シ ス テ ム 化 に よ る省力化 、 　 4 ）巻護業務 『合理 化』 、 　 5 ＞人事 考課 。能力給の 導 入 に

よ る総賃金 コ ス トの 削減 。 と りわ け 、 診療報 酬 （国が定 め る も の で 2 年 に 1 回が 普通） の

改定 に よ る政 策 的誘導が 病院経 営の あ りか た に 強 い 影響 を与え る 。

［四］　 病 院 に お け る派遣 ・委 託 労働者導 入の 系譜

　 1949 年 の 國立病 院へ の 「特別会計制」 導入 に よ る 独立 採算制の 強要を契機 と して 1
968 年 の 国 立療養所 へ の そ の 拡大に 至 る 頃 に は 、ほ ぼ同 じ くして 寝具下請けの 強行が 始

ま り、 こ れが 清掃部門 の 一部 に まで 拡大 。 現在 、 こ れ らの ほ か に 洗濯 、 電気 ・設 備管理 、

給食など の 委託 が行わ れて い る 。

　ま た 、 国立 大学 病院で は 戦前 か ら外 郭団体 へ の 一部委託が あ り 、 戦後に 急速 に 拡大 し 、

財 団形式 で 給 食、寝具、洗 濯、売店、薬局 な ど の 委託 を行い
、 併設 して い る と こ ろが ほ と

ん どで あ る 。

　自治体病院 に お い て も、　「地 方公営 企業法」 が 1952 年 に 遭用 され る 頃か ら各 病院ご

との 採算 が 重 視 され、 60 年代 、 70 年代を通 じて 徹底 した 人員削減 と業務委 託 が結合 し

た 『合理 化』 が推進 された 。 そ れ に拍車を 掛けた の は 73 年 の オ イル シ ョ ッ クに よ る r減
量経 営』下 で 庁舎管理 の 外部委託が積極的に 進 め られた こ とで あ る。 そ して 、 臨調 『行革 亅

で 80 年代半 ばか ら業務委託 が な だ れ を うっ よ うに 拡大 した 。

一8 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

（1 ） ビル メ ンテ ナ ン ス 業 と派 遮労働

　東 京オ リン ピ ッ ク前後の ビル 建設 ラ ッ シ ュ の 頃か ら 「建物サ ービ ス 業」 が 起 こ り、 73

年の オ イ ル シ ョ ッ ク以 後の 厂滅 量経営」下で 急速に 拡大 した。
ビル 清掃 、 守 衛 。駐車 場管

理 、 ボ イ ラ
ー

運転 、 電 気設備管理 、受 け付 け 。案内 、 汚物処理 （雑 役婦か ら病棟看護補助

へ 発展） 、 洗濯 、 食器 洗浄 な どの 請 け負 い で あ る 。

（2）電 算化 と OA 化に倅 い 情報処理業 か ら派遣

　電 算化 シ ス テ ム 化 ・OA 化の 進展 とと もに人員削滅 。省力化が ね らわれ る 。
コ ン ピ ュ

ー

タ
ー

処理 が進 ん で い る の は 次の ような業務 で あ る 。

　 a ）物 晶 ・ 資 材管理 、 薬 品管理 、 栄養課 メ ニ ．ユ
ー表 。 献立作成 、 会 計処理 、 　 b ） 医 事

課 レ セ プ ト業務 （保険 点数計算） 、　 c ）蠱 者管理
一一

窓 ロ カ ル テ霤理 、　 d ） 診断 ・ 看

護記 録管理 （病棟） 、 　 e ）検体容器 の パ ー コ ー ドラ ベ ル 化 （大型 検査機器 に項 冒を い れ

れ ば 自勁処理 ）。

　こ う した 際 に 、 とりわけ 自治体病院 で次 の よ うな形 で 派遣 労鯔 者が 導入 され て い っ た 。

保険 誨求時期 と の 麗係で 月 末 と月初 め に集中 し て 行 う医事課 レ セ プ ト業務 （保険点数 講求）

に ニ チ イ学館 、 全 医研 などか ら の 派遣労働 者の 導入 が起 こ り、そ の 派生 と して OA 機 器の

蟷末処 理 の ル ーチ ン ワ ーク として 「カ ル テ 管理」、 「受付窓 口業務」 に 拡大 したケ
ー

ス 、

さ ら に 「病棟 メ v セ ン ジ ャ
ー」 「病 棟 ク ラ ーク」 など と い う名称 で 伝票処理 や 病棟事務 を

中心 に病榛へ 進 出 したケ ー
ス 。 さらに 、そ れ は病棟で の 患者搬送 や清拭 ・入 浴 、 食事介 助 、

排尿 。 排便介助 、 検体容 器収集 な どの 看護補助業務そ の もの に まで 拡 大 され て い っ た 。

［五 ］　 病 院 に お け る業務委託 の 最 近の 特徴

（1）検査の プ ラ ン チ化 と FMS シ ス テ ム に っ い て

　血液な どの検体検査の 外注 は広 く利 用 されて きたが 、 民間検査所が 院内 に 支 所 ・ 窓 口 を

置 き技 師 （数人 で あるが） も派遣 す る 「院 内ブ ラ ンチ検査室 （院内委託検査室 ）」が普及

す る よ うに な っ た の は 昭和 80 年代半 ばか らで あ る 。 70 年代半ばに北里大学医学部 に端

を発 し 、 新規オ
ープ ン の 民間病院 を申心 に 動 きが 始 まる 。 80 年代半ば に活発 化 し、 私 立

大 学病院 の分院等に も拡大 （地域的に 首都圃 や北 海道 に 傭 りがあ る） 。

　鬣子 工 学の技術的進歩 と 、 製薬大企 業の 積極 的参入が 一
挙に大量処理 を可能 に し、 検査

機 器 はま すます 大型化 し 、 高額に な っ た 。 した が っ て 病 競経営者 に は厄介な部門とな っ た

こ とを背景に検査の 外注 下請けを 目的 と した製 薬企業系 列の 登録衛生 検査所が また た くま

に増 え 、 全国 840 箇所 に も及 ん で 熾 烈 な受 注合戦 （シ ェ ア獲得鏡争 ）を展 開 した 。 この

過当競争 は 、 保険点数を遥か に 下 回 るダ ン ピ ン グ競争 とな っ て 展開さ れ 、 こ れ に よ っ て 生

じた バ ル クラ イ ン （実勢価格）の 低下 は診 療報酬の 保険 点数 引 き下げを生 じ る と い うた 結

一9 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

果 を もた ら した 。 そ こ で 、 病院に と っ て はあ ま り採算 の よ い 分野 とな らず 、 現場か らの 検

査技 師 の 増員 の 声 や 検査 機器 の 更新 の 要 求に 対 して 、 高額襪器 や 増 員の 負担が な い と い う

こ とで 、病院検 査室 の 代替 化を促 す ブ ラ ン チ検査 室な る制 度が 生み 出されて い っ た の で あ

る。特 に 中小病 院 で 密 か に 行わ れて い た プ ラ ン チ 化は や が て 大病 院に ま で 波及 して い っ た 。

　厚生 省 は、 1988 無 に 「医療 関連 ビ ジ ネ ス 検討 委員会 」 の 答申を得て 、 臨床検 査の 中

の 検体 検 査 1乱 　「全 面委 託や 代行委 託が 可 能で あ る」 と して バ ッ ク ア ッ プす る と同時に
、

「医療 関 連サ
ービ ス 振興 会」が 検体 検査 を薄 象業務 に し て 外注業者 に マ ル 適 マ

ー
ク （認 定）

を付与す る と い う形で 「お墨 付 き」 を与 え る シ ス テ ム が で きた （医療器具 消毒 ・滅 菌、患

者給食 、 洗濯 、 撮送 ・ガ ス の 保守 点検 、 医療施 設清 掃 、 等 8 業種） 。

　 また 、 厚生省 は 93 年 に 至 り、 医療法飽行 規則 を改定 して ブラ ン チ検査室 を 公然 と認め

る に 至 り 、 経営 改善 な ど経 済上 の 理 由で 院 内受託検 査室 （ブ ラ ン チ 検査室） を設 置 した い

壜 合 は 、 直営 の 検査 室の 代 わ りに民 間受託検 査室 で も差 し支え な い と した 。

　 ブ ラ ン チ検査 室 は 派遣法 に 抵触す る可能性 が あ る こ と か ら 、 さ ら に 新 し い シ ス テ ム が 考

え 出され た 。 そ れ が FMS シ ス テ ム （Facility　tlanagement　 System） で あ る 。 こ の 特徴

は h 職員 は病 院職員を そ の まま使 うと い う点 に セ ール ス ポイ ン トが あ る 。

　 FaciIity 　 Management と は、　「企 業 な ど の 組 織が 、 自 ら使用 す る フ

ァ シ リ テ ィ （土 地 、 建物 、設備 か らな る 施設 と地 域環境や 執務空 聞 な ど の 環境） を経営戦

略的視 点か ら総合 的 に 企 画 し、簪理 す る経営活動」 の こ と で あ り 、 施設 管理 の 最適 化 と し

て 1980 年 代 に 欧米 で 普及、経営活動 の 一部 と して 定着 して い る 。

　 H 本テ ク ニ コ ン （現 、バ イ エ ル 三 共） が 、病 院検査部 の 経営支 援活動 の 一
環 と して 釣 1

0年前 か ら検 査機 器 お よ び検査 試薬、保守管理、精度管理 な ど検査関連 シ ス テ ム を 「一括

パ ッ ケ ージ」 で ユ ーザ ー
に 提供 した こ とが 発端 と な っ て い る 。 民間検査 会社が 病 院 に対 し

て 検査機器 、 試薬な どの ほ か、ホ ス トコ ン ピ ュ
ー

タ
ーか らオ ン ラ イ ン シ ス テ ム 化な ど ま で

先行投 資 と して 提供 し、病醗側 は 複数社 に分割 して い た外 注 を一社 に
一括 委託す る 。

　 そ の 柱 は 、高額検 査機器 は リース で 病 院 に貸 し出 し、検 査試薬 は大量 一括購入 に よ り破

格で 入手 す る こ とか ら機 器 の 更新 費用 に 悩む病院 側 に は魅 力 とな る 。 お ま けに 検査 技師 は

病院 の 技 師を その ま ま充当する の で 雇用 問蹈が 起 こ ら な い と され て い る （た だ L 、 「人件

費△ 人分 を削減 で き る 。 余剽人員は生理 化学系統の 検査部門 の 拡充に再配置で きる」 な ど

と の キ ャ ッ チ フ レ
ーズで 入 っ て くる の で 、検体 部門 の 人 員削減 。切 り捨 て が起 きて い る）。

　診 療報酬 の 分配割 合は 契約で 決め （病院 と業者 とは 6 対 4 とか 7 対 3 の 剳合） 、 契約期

間 は 5 年契 約が普通 で あ る 。

　 こ れ まで 、企業 の 経営 資源 は 「ヒ ト、 モ ノ 、 カネ」 、 っ ま り 、 人材 、 資樗 、 資金 とされ

て きた が 、 現在 で は 『情報 』が プ ラ ス され た。 さ らに今 日注 目されて い るの は 「第五の 資

源 と して の フ ァ シ リテ ィ 」 だ とされる 。

　 Facility 　 Management の 目的 とは 、 次 の 3 っ の 点 に ある と され る 。

（1 ）経 営資源 と して の フ ァ シ リテ ィ の 有効活 用 。

（2 ）戦 略 ・計画 ウ プ ロ ジ ェ ク ト管理 e 運営維持 ⇒ そ の 評価 に よ る戦略 。 計画 へ の ブ イー

　　 ドバ ッ ク と い う フ ァ シ リテ ィ ・ マ ネージメ ン ト業務 そ の もの の効率的運用 。
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（3） フ ァ シ リテ ィ利用者の満足度の ア ッ プと知的生産性の 向上。

　民間の 検査会社は、外 注 の 全 国展開を通 して 数多 くの 病院の 事例 か ら （イ ）検査機器の

施設空 間上 の 効率的配 置 およ び検査技師の 効率的動線 、　（ロ ） 検査技術に関 す る情報の 蓄

積、 （ハ ）経営指 標 （ど うい う種類 の 検査 を ど うい う項 目で 起 こ せ ぱ利潤に っ なが る か）

な ど）を プ ロ ジ ェ ク トで きる こ とか ら、 検査室 の 電算 シ ス テ ム 化 と検査 機器 の 選定 を リ
ー

ドで きれ ば 、 そ の 技 術体系 と連 関 した職 員配置 もデ ザ イ ン で きる 。

　何よ りも検査会社 は 機械 メーカーか ら まとめ 買い に よ っ て高額検査機器 の 値引 きが で き

る こ と （6 割程度で仕入れ る） 、 その 機械 と セ ッ トに な っ た試 薬を一
括購入 す る こ と に よ

っ て 破格 の 値段で 買 え る （1割程 度 の 仕入 れ億） とい う強みが あ る 。

　 厂雇用 問題 は起 こ らな い 」 と され るが 、 本質 的 に は ブラ ン チ検査室 と同 じ （その 変種）

で 、 最終 的 に 病院 の 検査室 は緊急用 の 検査 に狭 め られ、検査の 三分の 二 くら い は民 間検査

会社が 自分の 検査所 に持 っ て い こ うと して い る （外 注費用 を取 られ る 。 つ ま り旨味が あ る

か ら受託 す る の で あ る） と考え て よい 。 行 き着 く先は ブラ ン チ 化で あ り、病院の 検査室 の

縮小 、 人 員削減 、 全面外注 化へ の 危険な道 へ の 一里 塚 とな る 。 実際 、 FMS が 導入 され 、

自前の 機 器を持 たな くな っ て 、 運 営 を検査 会社 に握 られ た病院検査窒 は足腰が 立 た な くな

り、 「再更新 の 際に は契 約料 の ア ッ プを求め られ た 」 な どの 動 きが 出て きて い る 。 将来 、

ダ ン ピ ン グ合戦 と シ ェ ア ー獲得競 走が一
段落 して い くっ か の 大 手検査会社が 市 場 を独 占す

る こ とに な り 、 病院検査室 が そ こ に 依存 しなけ れ ばな らな い 状態が広がれ ば 、 契約料 は思

い の ままに 引き上げられ る こ とに な ろ う。

（2 ）給食 の 委託 の進 展

　従来 、 医療 法で は 「直営」 と 「非 営利」 を建 て 前 と して きたが 、 臨調 『行革 」 の もとで

86 年 に 厚生 省が r給食の 質が 確 保 さ れ る場合 に は盞 し支え ない 」 との 一
方 的 r逼知』 を

出 し、 業務委託を放任 。 95 年の 10 月に は病院給食 を 保険給 付の 対象か らは ずす方向で

「有料化亅 （一日 800 円 の 自己負担）を行 っ た 。 こ の 保険はず しとと もに 、 96 年 4 月 、

厚生省が院外調理 を認め た こ とに よ り給食の セ ン タ ー方式 （ア メ リカで 行 われ て い る ク ッ

クチ ル 方式に 基づ く）へ と拍車が 掛 か っ て い る 。

　こ の 「報告書亅 に 先立ち 、 医療関連サ ービ ス 振興会 に 委託 した 「モ デ ル 事業 」が老健施

設 1 箇所 と有床診療所 2 箇所 の み で 実施さ れて い た が 、 B 本 の 病院の 多 くを 占め る
一

般 病

院 で実験 され たもの で ない こ と 、 ク ッ ク チ ル 方式が個別対応の 必 要な 「治療食 」に と っ て

ど うなの か とい う十分な検討もな い ままに全国の 医療機 関 に セ ン ター化 を認 め る の は 無謀

で あ る 。 ク ッ クチ ル方式 と は 「調理 加工 後 、 マ イ ナ ス 3 度以下 に 冷蔵 して 保 管 ・運搬 し、

提供 時に 70 度以上に 再加熱」す る もの
、 ク ッ ク フ リーズ 方式 とは 「調理 加工 後 、 マ イ ナ

ス 18 度以下 に冷凍 し 、 提供 時 に 70 度以上 に 再加 熱」 「真空調 理 （真空 パ ッ ク後 に 調理

加工 ） し、 そ の 後 3度以下 に冷却 し、 提供時に 70 度 以上 に再 加熱」 とい う もの だ が 、 こ

の二 っ が 実質的な 普及 の 中心 に な る と考え られ る 。 日本 メデ ィ カル 給食協会の ア ン ケ ート
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（96 年 2 月） に対 して 回答を寄せ た 101 社の うち 29 社が 「積極的に導入 を考え た い 」

と し事業 所給食を 手掛け る 企業や外 食関連企 業が 虎視 眈 々 と事業化 をね らっ て い る 。

（3 ） 調剤薬局 （院外処方箋発行）化へ の 流れ

　厚生省 に よ っ て 80 年代半 ばか ら 「医薬分業」 が推 進 され た が 、 モ デ ル 地 区 で の 試行 を

経 て 、全 国 レ ベ ル へ の 拡大 が され て きて い る 。 「医薬分 業」 とは 、 患者の 長い 待 ち時間 を

解消 す る た め に 地域 の 身近 な 「掛か りっ け薬局」 を選 ん で 薬を処 方を して も らえ るよ うに

な る こ と （面 分業） 、 ま た病 院で 処方 され た薬 と常備薬が ど う服用 され て い るか 、 総合作

用や 薬歴 も含めて 掛 か り付 け薬局な ど で 一元 的に 管理 され る こ と が ベ タ
ー

で あ る と の 考 え

で あ る 。 しか し、実 際 に は 「面 分業」 に な っ て お らず 、 病 院の す ぐ横に 立 っ 「門蔚 薬局」

が広 が っ て きて い る 。 地域 薬剤 師会が設 立 した調剤蘂局 も見 られ る が 、 調鋼蘂 局の 全 国展

露 を進 め る大 手チ ェ
ー ン店 の 参 入が 目立 っ

。

　従来は 、 「薬価差益 」　（公 定価格と病 院とメ ーカ ーとの 交渉で 決 め る実質購 入価格 と の

差） が病 院の 収入 とし て 大 きな 割合を 持 っ て きた が 、こ の 薬価差益 を少な くす る薬価改定

が 年 々 進 み、近 い 将来 はな くす 方向 に な っ て い る 。 薬価差益の 縮小 して い く一方、診療報

酬の 上 で は 「院外処方 箋料」 が 病院 に 入 る （例え ば一時期は 76 点） の で 、 院外処 方箋発

行 （調剤 薬局 ） へ の経済的誘導 とな る 。

　外来調 剤以 外 の 分野 、薬剤 管 理指 導 、 服 役指導 、 無菌製 剤処理 、 注射 液の 混 合、退 院後

の 服 薬指 導料 な ど 、 病 棟業務や 在宅医療ヘ シ フ トし て い くよ うに診療報酬 の 上 で 誘 導 して

い る （「900 点業務」 な ど と呼ばれ る）の で 、 if内 lcお け る薬剤 師の 業務 は な くな らな

い が 、 調剤薬局 に な っ た場合 、 現実 的 に は半数ほ ど しか薬剤師が 残れ な い の が 実態 で あ る

（病 院の 資本 で 行 うこ とは制 隈 され て い る の で 、出 向、移 籍 、 首切 りが起 こ る） 。

まと め

　 こ の よ うな ア ウ トソ
ーシ ン グに よ っ て 病院の 薬剤師 、 臨床 検査技師 な ど の 技 術者 の 職能

が 足元か ら脅 か され て お り、 こ の先 、 労基 法の 改定と合 わ さ っ た 労働者派遣法 の 改 定が行

わ れ て 業種 が 「原則 自由」 とな るな らば 、 な だれ を打 っ て 業務委託 が 進 む に ちが い な い 。

　医療に おけ るア ウ トソ
ー シ ン グの 利用 は 、 主た る 目的 と して 人件費抑制 にあ る 。 低賃金 、

労働 条件 の 劣悪 さ、 不安定就 業 とい う三 点 の 特徴を持 っ 委託 ・派遣 労働者導 入 の 問題 点 は 、

とりわけ定着率の低 さ （筆者調査 で は 2 〜 3 年） とな っ て 現れて い る こ と に警鐘 を鳴 ら し

て お き た い
。 医療サ

ービ ス の 質そ の も の に も影響 して くる大 きな 問題 をは らん で い るか ら

で あ る 。

　　　　　 ＜ 参考文献 ＞

　　　　　　　 r住民と 自治』 續集部編 r民 間委 託批判』　（自治体研究社 、 1986 年）

　　　　　　　重 森暁編 r共同 と人間 発達 の 地域 づ くり』　（自治体研究社 、 1985 年）

　　　　　　　岡部義秀 『労働 現場 か らの 人 間宣言 』　（自治体研 究社 、 1986 年）
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1　 は じめ に

　男女雇用機 会均等法が 施行 されて か ら、すでに 10 数年が 経過 した 。 こ の 間、女性 は ま

す ます職 場に進 出す る よ うにな り、男性職種 に も就くよ うに なっ た 。 管理 職や総合職の 女

性 も増えた 。 また 、 事務職 、
パ ー トの 戦力化も一

部で 進ん で きた 。 こ うして 、職場 の 男女

平等が 進展す る の で はな い か と思われ た。

　しか し企業社会の 現実は 、 働 く人 々 の 男女平等の ため の粘 り強い 努力 と企業の 意識改革

な くして 、職揚 の 男女平等は実現で きない こ とをは っ き り と示 して い る。職 場 の 男女平等

の 最大の 指標 で ある男女 賃金格 差は 1975 年以降拡大 し、均等法実施後 も依然 として 縮

小 して い な い か らで あ る 。 しか も、問題は 日本の 男女賃金格差が世界で 最悪 だ と い うこ と

で ある。国連 の 報 告書 『世界の 女性 1970−1990』は 1983 − 87 年 の デー
タ に も とつ い

て 、「キ プ n ス 、 日本及 び韓国に お い て は、デ ー
タ が利用 で きる圏 々 の 中で は、女性の 賃

金 は男性 の そ れ と比 較 し て 最 も低 い と」
m

指摘 し て い た が 、そ の 後 92 年ま で に韓国 と

キ プ ロ ス は賃金格差が急速に縮小 し
、 日本 は今や 世界 で 最大の 男女賃金格差国に な っ て し

ま っ た 。

　均等法施行後 の 10 数 年あま りに 、女性 労働は そ の 雇用 形態の 変化 に伴 っ て どの よ うに

変わ っ て きた の だ ろ うか。こ の 点を明確に する こ とが本稿の 課題 で ある 。

2　 女性労働者の 増大 と雇用形態の 変化

　企業は 90 年代半ば以降 の 大 幅な 労働力不足を見越 して 、 均等法施行以後、女性 を大量

に採用 し、 その 戦力化を図ろ うと して きた。雇用職業総合研究所の 調査 （86 年調査〉に

よれ ば 、
「男女に こだ わ らず 、 個人 の 能力 ・適性 に応 じて 戦力化 ・活用 を図る 」 とする企

業 が 85 年度以前 （3 年程度） の 39 ． 6 ％ か ら 86 年度以後 （3 年程度）の 54 ． 8 ％

に 増え 、
「女子は補助的業務 を中心 に戦力化 ・活用を図 る亅 とす る企業 が同 じ く 33 ． 9

％ か ら 15 ． 3 ％ に減少 した
［2 ，

。 また 、 東京商工会議所の 調査 （89 年調査）で も、「意

欲 ・能力の あ るもの なら男女の 分け隔て なく上級職 へ 登用する 」 と した企業が 32 ．7 ％ 、

「能力に応 じ 、 あ る程度の 上級職ま で 登用す る」 とした企 業が 43 ．7 ％ に まで上 っ だ
3】

。

　こ の よ うな企業側の 姿勢とバ ブル 期 の経済成長とが あい ま っ て 、 女性労働者は急増 し、

86 隼の 1 ， 584 万 人か ら 90 年に は 1 ， 834 万人 とな っ た 。 そ の 後の 不況 下で も増

加 率は減 っ た もの の 増え続け、 96 年には 2 ， 084 万人 となっ た。 こ の 10 年 間で の 女
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性労働者 の 増加数 500 万 人 は 男性労働者の 増加 数 443 万 人を上 回 る もの で あ り 、 雇用

労働者 に 占め る女性 の 割合 も 86 年の 36 ． 2 ％ か ら 96 年 には 39 ． 2 ％ と 、 ほ ぼ 4 割

を 占め る ま で に な っ た。女性雇用者 の うち週 35 時問未満就業の 短時間雇 用 者 は
一

般労働

者以上 に 増 え続 け、 86 年の 352 万人か ら 96 年 に は 692 万 人 とな り
（‘ ）

、増加 した

女性雇用者の 7 割弱 を占め た 。 企 業が 注 目 したの は
一般労働者 よ りもむ しろ短 時 間雇用者

の ほ うで あ っ た 。
こ の 短 時間雇 用者 の 急増の 結果 、 女性労働者の 雇 用形態 も大 き く変化 し 、

パ ー
ト、 ア ル バ イ ト、嘱託等の 非正 規 従業 員が 86 年 の 34 ． 3 ％ か ら 96 年 に は 39 ．

7 ％ （98 年 には 42 ． 8 ％） にまで 増加 した
【5 〕

。

3　 女性 労働者の 職 域 の 拡 大

　女性労働者の 増加 とともに そ の 職域 も拡 大 した 。 企 業は 女性労働者 の 職域拡 大 をど の よ

うに押 し進 め て きた の か 、 女性 従業員 を積極的 に活 用 して い る企業か らの 筆者 の 聴取 （9

6年 7 月 か ら 97 年 1 月 まで 、女性従 業員 を活用 して い る 29 祉）か ら、そ の 主な事例を

上 げてお こ う。

　 1　 女性 の 少ない ある い は い ない職種 へ の 配 置

　外 勤、企 画部門 （D 製造業）　 自主企画 商品 の 製作 、仕入部門 （K 小売業）

　外 勤、研 究 開発 （L 製造業）　 融資 、渉外部門 （T 金 融業）

　組 立
、 情報 処 理 〔X 製造業）　 設計、研 究部門 （Y 製造業）

　商品企 画室 、特販 事業部 、 営業部 （B 小 売業）

　 2　 男性 職 へ の 職域拡大

　外商セ ー
ル ス （A 小 売 業）　 ブラ ウ ン 管試験装置 の メ ン テ も含む営 業 （F 製造業）

　バ ス 運 転手 （E 運輸業）　　 金 型製 造 （Y 製造業）

　女性整備士 （R サービス 業）

　以上 の 女性労働者の 積極 的活用 を図 りそ の 職域拡大を行 っ て い る企業の 中に は 、充実 し

たサ ポ
ー

トシ ス テ ム を備 えて い る とこ ろ も多く、また性差 を意識 しな い 人 事管理 を行 っ て

い る企業 も数 は少な い が 見 られ た。 しか しなが ら、こ れ らは 女性 社員活用の 先進 的な事例

で あ り、全体的には 男女平等な職務配 置 が 進展 して い る とは言 い 難い
。 労働省 「女子雇用

管理 調査 」 に よれ ば、「能力や 適性 に応 じて 男性 と同様 の 職務に配 置す る 」 とい う企業が

92 年 の 55 ， 0 ％か ら 95 年の 47 ． 1 ％ に減 り、
「女性 の 特性や感性をい か せ る職務

に配 置」 とす る企業が同 じく 5 ． 3 ％ か ら 6 ， 5 ％ に増え て い る 。 ま た 、総務庁 『女性 の

能力発 揮を 目指 して 』（1997 年）に よれ ば、男性 の み を配置 して い る職 種が ある と回

答 し た企 業が そ の 理 由 とし て上 げて い る もの は、体力 を要す る業 務で 女性 に 不 向 き 、 出張

や対外折衝が あるの で 女性には 適 さない 、基幹的業務には女性を配置で きない 等 となっ て

お り、企業は依然 と して女性差別 の 意識 を払 拭で きて い ない とい える。
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4　女性管理職 の 増加 と問題点

　最近 10 年間に増加 した女性 労働者の うち短時間雇用者が 7割近 くを占めて い た が 、同

じ時期に 女性 管理職 も着実に増加 して きた。労働省 「賃金構造基本統計調査 J か ら規模 ユ

OG 人 以上 の 企 業に おける管理職に 占める女性 比率 をみ る と、 85 年 の部長 1 ． 0 ％ 、課

長 L 　6 ％ 、係長 3 ， 9 ％ か ら 96 年 には そ れ ぞれ 1 ． 4 ％ 、 3 ． 1 ％ 、 7 ． 3 ％ へ 、管

理 職計で 1 ， 8 ％ か ら 4 ． 5 ％ まで上昇 して きて い る。 こ の よ うに 管理職 に 占める女性 の

割合は 全 体 と し て は 上 昇 し て きた が
、 そ の 割合は企 業によ るバ ラツ キ が大 きく、依然 とし

て 女性 を管理職に 登 用 しな い 企業 も多い
。 先の筆者の 聴取 に よれ ば、管理職 （部下 を持 っ

係長以上職）中の 女性比 率は 29 社平均で 9 ．9 ％ で あ るが 、20 ％ を越え る企業 が 7 社 、

7 〜 17 ％ の 企 業が 13 社 、0 〜 2 ％ の 企 業 が 9社 とな っ てお り、企業 の 女性 管理職登 用

の 姿勢が様 々 である こ とを 示 し て い る 。

　女性管理職の 問題 点は 、彼女達 が男性並 戦力化 を求め られ るため に畏 時間労働 を強い ら

れ て い る こ とで ある。例 えば、労働 省 f女子 管理職 調査 j （90 年）か ら女性 管理職 の 1

日の平均労働時 間をみ る と、 10 時聞以上が 25 ． 2 ％ に も上 っ て い る 。 仕事が 忙 しい た

めに年休 を取得する人 も少な く、 16 ． 7 ％ が過去 1 年間に全 く取得 し て い な い
。 年休 の

平均消化率 も 27 ． 5 ％ で 、男女の 全 平均消化 率の 約 5 割 よ りか な り低 くな っ て い る 。 こ

うした男性 並の 長時間労働の た め に 、女性管理職 の か な りが結婚 しな い か 、結 婚 して も産

ま な い と い う選択を強 い られ て きた 。 こ の 調 査で は 約 8 割が 40 歳 以上 で ある に もか かわ

らず、未婚が 59 ． 3 ％ に も上 り、 既婚と離 ・死 別 の うちで子供 が い ない 人 が 36 ％ に も

な っ て い る。

　均等法以後 、大企業 を中心 に誕生 した女性総合職の 多くはま だ未婚 で ある が
、 彼女 た ち

も管理職 に なる の に し た が い 、ます ます男性 並の 戦力を期待 され る こ とに なる だろ う。 し

か し、育児が女性に対す る大きな負担 とな っ て い る現状で は 、 男性並 戦力 を発 揮 しつ っ 家

庭 も 、 と い う選択はなお困難で あ る。男性並 の 仕事 を続 けるた め に は、こ れ ま で の 多 くの

女性管理 職 と同様にやは り結婚 と子 供 を断念せ ざる を得 ない だろ う。 日経新聞社 の 「均等

法 10 年調 査 」
tS ｝

（95 年 5 月調査、対象者は 86 年入社の 女性 ）で も、仕事を続 けるた

め に 出産 をtgめ ら っ た り 、 子供の 数 を押 さえた り した経験が ある と解答 した総合職 は 67

％ に 上 り 、

一
般職の 10 ％ と対照的な結果 とな っ て い る。

5　縮小 しない 男女賃金 格差

　女性管理職が増加 し、管理職 中の 女性割合 も上昇 した が、同 時に短時間雇用 労働者 も急

増 し、女性雇用労働者に 占めるその 割合は 86 年の 22 ． 7 ％ か ら 96 年に は 34 ． 0 ％

に まで な っ た。その 結果 、 均等法以綬も男女賃金格差 は依然と して縮小 しな い まま で あ る。

先ず一般労働者 の 所定内給与の 男女格差をみ る と、86 年 の 59 ．6 ％ か ら 96 年の 62 ．

8 とな り、格差は 3 ポイ ン ト以上縮小 して い る 。 とこ ろが、女性 の
一

般労働者 とパ ー トの
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時聞当た り所定 内給与の 格差が 86 年の 72 ， 9 か ら 96 年 の 57 、 7 へ と大幅に 拡大 し

た
σ ）

。 そ して 、こ の パ ー トの 割 合が 大き く増 えたた め に 、全労働者の 男女賃金格差は 現

金給与総額 で 86 年 の 52 ． 1か ら 96 年の 51 ， 2 へ と拡 大 し、時間当た りで 同 じく 5

8 ． 3 か ら 6LO へ と僅 か に縮小 した だ けで あ る
tS ）

。 こ うし て 男女賃金格 差は均等法

以降も改善 され る こ とな く、 75 年 の 賃金格差水準 （現金給 与総額で 55 ． 8 ， 時 間当た

りで 60 ． 2） よ りも総額で 低 く、時 間当た りで 同 水準 と い う結果 とな っ て い る。

　とこ ろで 、イ ギ リス で は男女賃金格差の是正 を 目指 して 1970 年に 同一
賃金法 が、 7

5 年 に 性差別禁止 法が成立 し、その 下 で賃金格差 は急速に 改善 した。 フ ル タイ ム の 時間 当

た り賃金格差 は 1970 年 の 63 ． 1 か ら 77 年に は 75 ． 5 とな り
E9 ｝

、 10 ポイ ン ト

も縮小 した の で ある。 こ の イ ギ リス で の 激変 と比較す るな ら、日本 の 均等法は 賃金格差是

正 に と っ て 誠 に 無力 とい わ ざる を得な い 。

6　 女性 労働者の 雇 用 管理

　女性 労働者 に対す る雇 用 管理 は どの ように変化 して きた の で あ ろうか
。

　第
一

に、
一

部女性労働者の 男性 並 戦力化が 進み 、男性労働 者と均等 な管理が行われ よ う

と して 来た 。女性管理職が 増加 し、ま た女性総合職 も大企業を中心 と した ＝
一

ス 別雇用 管

理 制度 の 導入 とと もに増加 して きた 。 95 年度に こ の 制度 を導入 して い る企 業 は 規模 30

人以．上で僅か に 4 ． 7 ％ で ある が 、規模 1000 入以上 4999 人 では 34 ． 3 ％ 、 50

00 入以上 で は 52 ． 0 ％ に も上 っ て い る
｛1 ° ）

。 しか し、女性総合職 の 数 は男性 と比 して

い ま だ ご く
一

部にす ぎない の が 実態 で あ る 。 た とえ ば、新規 大卒総 合職 の 女性 割合 は 2 ％

に し か す ぎず
〔川

、在職者 で は女性 は 1 ％ に も満 た な い
tl　！ 〕

。 し か も、不 況 の 長 期化の 中

で 企 業 は 女性 総合職の 採 用 を減 ら し て きて い る。 コ
ー

ス 別 雇用管理 を導入 し て い る企 業の

うち女性を募集 し な い 企 業が 2 割以上 に上 り、また 女性 を募集す る もの の 採用 し た の は 男

性だ けと回 答 した企 業が 92 年度 の 53 ． 6 ％ か ら 95 年度 に は 72 ． 3 ％ に増 えて い る

の で ある
U
鵬 女性 管理 職や 女性 総合職 の 雇用管理上の 問題点は 女性の 家庭責任が ほ とん

ど考慮 されず、男性並長時間労働 を強 い られ て い るこ とで ある 。 週 労働時間が 60 時間以

上の 労働者 は男性 で 95 年に 15 ． 3 ％ 、 女性 で 3 ． 8 ％ に上 り 、 週 49 〜 59 時問は男

性 で 20 ． 9 ％ 、女性 で 9 ． 3 ％ に な っ て い る 。 女性 の うち 8 人に 1 人 は 週 49 時間以 上

働 い て い る の で ある。こ の よ うに
一

部女性労働者 の 男性労働者 と の 均等管理 は 、同時 に 男

性並 長時間労働化 で あ り、女性は 男性 と の 均等 管理 を望むな らば結婚 、 家庭 を犠牲 にせ ざ

るを得 ない の が現状で あ る
。

　第 二 に、総合職や 管理職に な らな い 正 規女性労働者 に対 す る雇用管理は どうで あろうか 。

均等法実施後 5 年経過 した段 階で 、職揚に おい て女性 が退 職す る慣行 が ある と回 答 した 女

性労働 者は約 半数に上 り、その 慣行 の ほ とん どは結婚 ・出産退職 であ っ た
〔14 ）

。 こ の よ う

に 女性が 継続就業す る場合に 結婚 ・出 産が依然と し て 大きな壁 にな っ て い る 。 もちろん こ

れ に 育児、家事、子 供の 教育そ して 老人の 介護 が加 わる 。 こ うして 、正規女性労働者 に対
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して は 従来か らの 低賃金 、 単純補助労働、短期 勤続 の 雇 用管理が貫徹 し続 けて い る。 しか

も、女性総合職 の 誕生に よ っ て 正規女性労働者 は ますます下位職務に縛 り付 け られ るよ う

にな っ て来た 。 か くして 、これ らの 女性労働者 に とっ て は男性労働者と の 差別 が 固定化 さ

れ る の で ある 。

　第三 に 、均等法以後最も増加 した パ ー
トに対 して は性 と雇用 形態 に よ る差別 が依然 と し

て 続 い て い る。 正規労働者並の 労働時間 をこなすパ ー
トが 2割近 くに も上る

一
方 、

一時的

雇用 の パ ー トも 4 割以上 とな っ て い る
（1　E ）

。 また 、
一

般労働者 との 賃金格差 も急速に拡大

し て い る。 無業者 中の 就業希望者の増加 と改正 され た税制や社会保険法の 後押 しに よ りパ

ー
トは増加 して きたが 、性 と雇 用形態 に よる差別は 変わ らない ままで ある 。 とは い え、こ

の
一

般 的な 傾向の 中で、パ ー トを戦力化 しよ うとする動き も出て きた 。
パ ー トを管理職 に

登 用 した り 、 人事考課 を取 り入れ て時給ア ッ プ し戦 力化 した りす る例な ど で あ る。

　第四に 、 労働基準法の 時間外 労働 ・深夜業に関す る女子保護規定の 99 年か らの 撤廃、

労働時間等 に関す る基準法の 改正や労働者派遣 の 原則 自由化 とい う動 きの 中で 、 職場にお

ける 女性 の 権利が 大 きく後退 しよ うと して い る こ とで あ る。 労働 者派遣 に 闢 して 、 すで に

法改正 を見 越 して の 新卒派遣や違 法派遣の 動 き が 見 られ てお り 、 法律改正 後に は女性労働

者 を巡 る状況は い っ そ う厳 しくな る こ とが 予想 され る。

7　 職場の 男女平等の ため に

　均等法以 後 の 10 数年間で 女性労働者 の 雇 用 は ど の よ うに変わ っ た の で あろ うか 。 先ず

い える の は管理 職 の 増加、総合職女性 の 誕髭 、女性 の 職域拡大、パ ー トの 増加 で あ る 。 し

か し、男女賃金格差は縮小せず世界で最悪 の ままで あ り 、 職 場の 男女平等は進 展 しなか っ

た とい え る。

　で は 、 職 場の 男女平等の た め に は何が必要 で あろ うか。第
一

に 、女性 が働 くた め の サ ポ

ー トシ ス テ ム の 整備 ・充実で あ る。出産休暇制度の 拡充 、育児期短 時間就労制度、
一
歳を

越 えて とれ る育児休業制度、保育所 ・学童保 育の 拡 充、企業内保育所 の 拡充 、ベ ビ ー
シ ッ

ター業界の整備 、 再雇用制度の 普及 、介護休業制度の 拡充等が 実現すれ ば、確 かに職場の

男女平等は進展 して い くだ ろ う。

　第二 に 、もっ と重要なこ とは職場の 男女平等 とは何 なの か、その 視点 を明確 にす る こ と

で ある 。 サポー
トシ ス テ ム が整備拡充 され て も、女性 が 男性並長時間労働 を強 い られ るな

らば 、 それ は男女平等とは い え ない 。 大切なの は 、女性 の 男性並長時間労働 化は 男女平等

で は ない こ とを明確 にするこ とで ある。職場 にお ける男女平等化 の 世界的な動きが 目指 し

た もの は、人権尊重 の 立場か らの 職場 にお ける男女平等で あ り 、 何 よ りも人間的な労働 と

人間的な生活で あっ た。 日本が 目指 したもの は 、 こ の 世界的な動 き とは異質な経済効率至

上主義の 男女平等で あ っ た 。 世界とは 異質なこ の 視点の 転換が なけれ ば、真の 男女平等は

達成されない とい えよ う。
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　（注）

（1 ） U ・it・d　N ・ti・n… The　M ・・’必 伽 副 970−i990，・U ・it・d　N ・ti・n・ P・bli・ati・n
，
・1991

，
　P．88．

（2 ＞雇用職業総合研 究所 「企業 にお ける女子 の戦力化 ・ 活用に 関す る調 査結果報告 書」

　　 1987 年 3月 。

（3 ）東京商工会議所 「女性の 能力活用に 関する調査結果」 1989 年 12 月。

（4 ）総務庁 「労働力調査」 各年版 。

（5 ） 同上 「労働力調査特別調査」 各年版 。

（6 ） fE 経薪聞」 1995 年 7 月 10 日、 11 日付 夕刊。

（7 ）労働省 「賃金構造基本 統計調査」 各年版。

（8 ＞同上 「毎月 勤労統計調査 亅 各年版 。

（9 ） ILO
，
　Year　Book 　ofLabour 　Statistics，各年版 。

（10）労働省 「95 年度 女子 雇用 管理 基本調査 」。

（1D 人事行政研 究所 「ある べ き人 事管理 に 関す る基礎調査 」 87 年版 。

（12）女性職業財 団 「コ ース 別雇用管理 に 関す る研究会報告書」 1990 年。

（13）注 QO）に 同 じ。

（14） 労働省 「90 年度女子 雇 用 管理 基 本調査」。

（15）同上 「パ ー
トタイ マ ー労働者 実態調査 」 1991 年。
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ドイツの労働市場 と非正規雇用

　　　　　　　　　　 90年代 の 動 向一 一 一

Atypical　Elnployment　in　the　u 籠ified　Ge   an 　Labor　Market

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央大学　松丸和夫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Chuo　University　 Kazuo 　Matsumaru

1　 規制緩和 と規制改re− − Deregulierungと Re−regulierung

　 「構 造 改革」 「規 制 緩 和 」 こ そ が 、 大 量 失業 を回 避 し 、 雇 用 を創出 す る とい うシ ナ

リオが 1980 年代 か ら今 臼 に い た る まで 先進資本主 義 国の 雇用政策 の メ イ ン ス トリー

ム に な りつ っ あ る 。 企業 の 技術革新 、 組織変更、職務 内容 の 変化 、職 能 評価の 基準 の

転換 な ど 、 従 来の 職 場秩序が ドラ ス テ ィ ッ ク に 切 り替え られ る 中で 、企 業が も とめ る

労働者の 種類 と量 が 現存の 労働者集 団の 構成 と頗薦を来す よ うに な っ て い る 。　「構 造

変 革」 の 瞳害 と して 柔軟性 を 欠 い た職 場規制や労働 条件 規制、 さ らに は 労働市場の 需

給調整 に 対す る さま ざまな 「規制 亅 が 、 労働市場 の ミ ス マ ッ チ を引き起 こ し 、 そ れ が

特定分野 で の 求人難 と他方 で の 失業の 多発 を招 い て い る、 とい う筋書 きで あ る 。

　 ドイ ツ で は 、 労働組 合が 主体 とな っ て 歴 史的 に 法律 や 労働 協約で 確 立 して きた 「共

同 決 定」 、 労働保護 、 解雇規 制 、 労働 市場 政策が 、大量 失 業 と ドイ ツ 産 業 の 空 洞化 傾

向の も とで 、 切 り崩 され 始 め て い る 。 400 万 人 を 前後す る登 録失業者 が あふ れ る 中で 、

「規制 緩 杣 こ そ あ らた な雇 用創 出 と国内産業生 き残 りの 切 り札 とす る 政府 ・財 界サ

イ ドの 主張 は 、　「真 実味」 を強 め て い る。

1
労働 関係 を含あた 多 くの 社会関係 ・社

会 制 度 を法律 に よ っ て ル
ー

ル 化す る事 に カ を 注 い で きた ドイ ツ で は 、 規 制緩和 に対抗

す る規制改革 （Reregulierung）に よ っ て 現 状の 変化 に 労 働慣 行 を適応 させ よ うとす

る積極 的な対案提起 もみ られ る。 た とえ ば 、 労働 時 間の 弾力化 とい う動 きに対 して 、

「弾力 化 1 の 範囲 を限 定 させ た り 、 弾 力化 と引 き 替 えに 労働 時 間の 短 縮 を実現す る 、

な どが こ れ にあた る 。 また、非正 規雇 用 に対 して も、それ が雇用 労働者 の 身分差 別 に

つ なが らない よ うに す る処置 へ の 配 慮 も忘れ られ て い ない 。 市場経済 と
一

口 に い っ て

も、 ドイ ツ で は 「社会的市場経済亅 へ の
一

定 の コ ン セ ン サ ス を前 提 に 、　「も っ と市場

を ！」　（mehr 　Markt ） とい う議論 が 出 され て い る もの の 、 日本 の 一部に あ る 「経 済

的規制 をすべ て な くせ 」 式の 乱暴 な議論 に は 至 っ て い ない
。

　小 論で は 、 統
一

後の ドイ ツ に お け る労働 市 場の 規制緩和論 とそ の 政策 へ の 具 体化 が 、

どの よ うな問題 を生 み出 して い る か 、　「雰正 規雇 用 亅　（atypische 　Beschaftigung） に つ

い て の 簡 単 な紹介を行 い な が ら 、 明 らか にす る 。

2

2　東西 統
一

以後 の ドイ ツ にお け る大量 失業と規制緩 称論 の 広 が り

　1960 年代末 まで の 西 ドイ ツ にお い て は 、 失業 率 は低 く 、 トル コ 人 を は じめ とす る

外 国人労働者 をゲ ス ト労働 者 （Gastarbeiter＞ と して 招 き 、 労働力 不足 を解消 しよ うと
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した 。 しか し こ の ドイ ツ で 、1970 年代末か ら 80 年代初頭 の 不況 の 中で 、 規制緩和 が

労 働 政策 の 分 野 で 検 討 され 始 め た 。 石 炭 、 鉄鋼 、造船 とい っ た それ ま で ドイ ツ の 有力

産業 で深 刻 な企業の 経営危機 ・雇用危機 が現 われ 、 共 同決定、経営委員会 （Betriebsrat）、

産 業別 労 働協約 、労働 時間短 縮等 が
、 ドイ ツ の 労働条件 水準 を 保 障 され た ドイ ツ 人 労

働 者 の 雇 用 浩 用 を 困難 に し て い る と い う不 満 が 経 営者 の 中か ら頻繁 に 闘 かれ る よ うに

な っ た
。

　 ドイ ツ で規 制 緩和論や 労働時間 ・雇 用 の 弾力化論 が 経営者 団 体 よ り出 され る よ うに

な っ た の は 、 こ の よ うな 文脈 に お い て で あ り、そ の 実質 は経 営に と っ て 都 合 の よ い 労

働 「改革」 に他 な らない 。
a

　さて ドイ ツ に お け る労 働 問題 の 目下 の 最大課 題 は 、大 量 失業 問題 で あ る 。 1998 年 9

月 の 総 選 挙 で キ リス ト教民 主 岡 盟 （CDU ）が 敗北 し、 16 年 間の 長 期 にわ た っ て 政

権 を維 持 して きた コ ール 首 相 が 社会 民主党 （SPD ） と緑 の 人 々 （Die　Gr翫nen ） の 連

立 政権 に そ の 地 位 を譲 っ た
。

一連の 福祉カ ッ トや い っ こ うに減 少 しな い 雇 用 不 安に対

す る 国民の 不 満が大 きな役割 を果 た した こ とは 否 定で きない 。 こ れ まで ドイ ツ の 経 営

者 団体の 代表 は 、 こ とある ご と に 「ドイ ツ 企業は 世界一 高い 労働 コ ス トに 喘 い で お り 、

こ の ま ま で は 国際競 争勝 ち残 れ な い
。 製 造企 業 の 国外流 出 と雇 用 の 空 洞 化は 避 け られ

な い 」 と主 張 して きた 。 金 属 産 業 を は じめ とす る労働 時 間短 縮 は 週 35 時間労働 を実

現 し 、 さ らに 労働 組 合 か らは 週 30 時 間労 働 制 の 要 求 す ら出 され て い る 。 男女平 等 社

会、家事育児 を男 女が均等 に分 担 す るた め に は 1 日 6 時聞労働 制が 必 要 で あ る との 要

求 は 、時短 の トッ プ ラ ン ナ
ー

と し て の ドイ ツ の 経 営者 に 対す る脅威 とな っ て い る 。 確

か に そ の 結果 、 ドイ ツ の 製造業企 業 に お い て も、最 近基幹的 労働者 の 採 用数 を減 ら し 、

パ ー トタ イ ム 労働 （Teilzeitarbeit） や 有 期 限 雇 用 （befristete　Beschtiftigung） の 労働者

数 を増やす 傾 向 に あ る 。 こ うし た 「非 正 規 雇 用 」　（atypische 　Beschaftigung） は 、経営

者 側 の 規 制 緩 和論 か らす れ ば、　「非 正 規 」 で あ る が ゆ え に増 大 した 。 つ ま り、正 規 の

雇 用 とは違 っ て 、 経営上 の 都合 や 受 注 の 変 動 に よ っ て 「調 整］ しや す い 雇用契約 が活

用 され て い る の で あ る 。
パ ー トで あれ 有期限雇 用 で あ れ経営者 に と っ て は それ らが 「雇

用 創 出 」 の 担 い 手 と し て 高 く評 価 され る 。 1985 年 の 就 業促 進 法 （Beschaftigungs−

fbrderungsgesetz） をは じめ とす る雇用 に 関す る 規制緩 和 が 1雇 用 創 出 」 に っ な が っ た

とす る の で あ る 。

4

　東西 統一
以後 の ドイ ツ で 、 失業 の 大 量 発生 が 予 想 され た東 ドイ ツ 地域 は も と よ り 、

旧 西 ドイ ツ 地域 で もますます 失業率 が 上 昇 して い る 。
1992 年 の 秋 か ら 93 年 の 春に か

けて ドイ ツ 経 済 は 、 統
一

直後 の 経済ブ ー ム が終 わ り、製造業 を 中心 に 深刻 な不 況 に 陥

るが 、 そ の 後 の 景気 回 復 に もか か わ らず 失業 率 は 上 昇 し て い る 。 ま た 目 本 円 で 70 兆

円 相 当額 の 資金 が 旧東 ドイ ツ 地域 の 復 興 の た め に統 一
後今 日まで 投入 され 、建 設 業 を

中心 に 公 共 事業 を澑発 化 させ た が 、 そ れ も政府 の 財 政 資金難 か ら減少 し始 め た 。 景気

循環 の 起伏 で は説 明 （解決） で きない 構 造 的 失業 が先進 資本 主義各 国 を襲 っ て い る 。

果 た して 市場 経 済は 、労働 市場 の 需 要 と供 給の 調節 が で きな くな る ばか りか 、有効 な

労働需要 を確 保する こ とが で きな くな るほ ど構 造変化を遂げて い るの だ ろ うか
。
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3　労働市場政策 の 規制緩 和

　 ドイ ツ で は 、労働 市場 の 規 制緩和 論 は 、 比 較的早 くか ら展開 され 、 そ の 制 度的 具体

化 として 1969 年 の 雇用促進 法（Arbeits敝 d。rungsgesetz 以
一
F　AFG ）を補 完 す べ きもの と

され た 1985 年の 就業促進法 （Beschaftigungsf6rderungsgesetz）で 非正 規 雇用 の 法律 的

根拠 付け が され た 。 以下で は 、 ドイ ツ の 労働 市場 で最近そ の 比 重 を高め て きた パ ー ト

タイ ム 労 働 、 貸 工 （Leiharbeiter派遣労 働者 ） 、 有期雇 用 契約 に つ い て 若 干 の 考察 を

す る。

（1）パ ー トタイ ム 労働

　 労働 時 間短 縮 先進 国 ドイ ツ で の パ ー トタイ ム 労 働 へ の ア プ ロ ー チ は 、 日本 とは 違

っ て 、

一
般 労働者の 労働 時間短縮 と密接 な関連を持 っ て い る 。

つ ま り、 短 時 間濯用者

と して の パ ー トタイ ム 労働者 は 、
ワ ー

ク シ ェ ア リン グ と共 通 の 目的で 、 仕事 の 機会 を

失 業者 に も分配 し、労働市場 へ の 負担 を 軽滅 す る とい う もの で あ っ た 。

5　と こ ろ が

実際に増 大 した パ ー トタ イ ム 労働 者 は 、 よ り下位 の 職務 、 女性 に特 化 し 、 そ して 低賃

金労働者 で あ っ た 。

　1996 年央 の 祉会保険加入 義務 あ り雇用者約 2
，
200 万 人 の 内、 フ ル タ イム 労働者 数

はお よそ 1
，900 万 入 で パ ー

トタイ ム 労働 者 の 比率 は 全体 の 13 パ ーセ ン ト強で ある 。

産業別 にみ る と商業、サー ビ ス
、 金融 ・保険 、地方団体 、 公 益機関等 が 高 い 割 合 を示

し て い る 。
こ の 他 に 社 会保険加 入 が 任 意 と され て い る雇用者 の 内 でパ ー トタイ ム 労働

者が 相 当数い るの で 、1994 年 4 月 の ミク ロ セ ン サ ス で は 、 社会保 険任 意加 入 を含め

た従属雇 用関係 で 働 く労働者 の 16．5 パ ーセ ン トをパ ー
トタ イ ム 労働 者が 占め て い る 。

6
こ の パ ー トタ イ ム 比 率 は 、 女 子雇 用者 の 場合 は る か に 高 く 、 社会保 険加 入 義務 あ

りの 女子 雇用者 の 25 パ ーセ ン ト以 上 がパ ー トタ イム 労働 者で あ る 。

7

　 ドイ ツ で は 、 社会保険加入 義務を免除 され る雇用 者 の 範 囲は 、 年金保 険 、 医療保険 、

そ の 他の 社会 保険に よ っ て 少 しず つ 異な る 。 し か し、 こ こ で は雇 用 促 進 法 （AFG ） に

基づ く保 険料 納付義務 を有 しない 労働者 に つ い て み ると、免 除 され る労働者は 以 下の

グル ープ に 限定 され る 。

　  短 期 間雇用従事者 （週 当た り労働時間が 18 時 間未 満） 、   社会法 典第 四 部 に 定

め る非適用限度内雇用従事者 、  継続性 の ない 雇 用 、   溝 65 歳 に 達 した者 、   職 業

不 能又 は 稼得不 能な者 、 その 他 とな っ て い る。

8
　こ れ らの うち  は 文字 通 りパ ー ト

タイム 労働者 の 社会保険加入 義務の 下限 を表 して い る 。 っ ま り、週 当た り 18 時間以

上働 い て い れ ば、パ ー トタイ ム で も社会保 険加 入義 務が 発 生する 。 社会保 険加入 義務

を免 れ るた め の パ ー トの 活用 が 困難な国が ドイ ツ で ある 。 さ らに 就業促進 法で は 、 次

の よ うに パ ー トタ イ ム 労働者 へ の 差別 的処遇 を禁止 して い る 。　「第 2 条 差 別 的処 遇

の 禁止　 （1 ）麗 い 主 は 、パ ー トタイ ム 雇 用 の 被用 者 を客観 的な理 由か ら差別 待遇 が

正 当化 され る場 合を除い て 、
パ ー トタ イ ム 労働 で ある が ゆ えに フ ル タイ ム 雇用 の 被用

者 と差別 して 処遇す る こ とは許 され ない
。 　（2 ） パ ー トタ イム 雇 用 者 とは 、 その 通常

の 週労働 時間が 事業 所の 比較可 能な フ ル タイ ム 雇 用 の 被 用者の 通 常の 週 労働 時間 よ り

短い 者をい う。 通常の 週労働時間が協定され て い ない 場合に は 、 年 間平均 で 1 遍 に 割
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り振 られ た 労 働 時 間 を基準 とす る。 」
9

こ こ で い わ れ る 、差 別 の 「客観 的 な理 由」

の 範 囲は 、 多義的で あ り、
パ ー

ト差別をめ ぐる係 争で は 、 解 釈が分 か れ て い る 。 また 、

パ ー
トタ イ ム の 定義 に 関 して は 、労働 者の 労働 時間の 絶 対 数で は な く 、 他 の 通 常 の 労

働者 の 週 当 た り労働 時間 との 相対 関係 で の 定義 とな っ て い る 。

　ドイ ツ にお け るパ ー トタイ ム 労働 は 、一面 で 就 業希鏨者 の ニ ー ズ に答 え て い る 。 な

ぜ な ら 、 労働協約 に 定 め る週 標準 時 間で は 生活 上 の 必要 か らフ ル タ イ ム で の 就業が 困

難 な労働 者 が 一
定数い る。そ の 背景 に は 、 児童保 育施設 の 不 足 に よ る育児 や別居 を基

本 とす る要 介護 老親 の 世話 の 時間が 必 要 とな るか ら、パ ー トタイ ム 就 業 を 望む の で あ

る。他 方 で 、 企 業 の 側 は 、　唯 界
一

高 い 労働 コ ス ト」 の 負 担 を減 らすた め に 、 正 規雇

用 の 労働 者 を減 ら し 、
パ ー

トに よ る繁 閑 へ の 対応 と同時 に コ ス ト削減 を め ざす 動 きが

強 ま っ て い る 。

　
パ ー

トタイ ム に 対す る 規制改革の 議 論 で は 、で き るだ け フ ル タ イ ム や 正 規雇 用 に 近

い 労働条 件 と社会保 障 をパ ー ト労働 者 に 対 し て も保 障す べ きだ と い う議論 が あ る 。 し

か し、労 働 時 間 の 長 さ を除い て 他 の 条件 が正 規雇 用 とほ とん ど同 じ で は 、 経営者 はパ

ー トを採 用す る動 機 を弱 め て しま うだ ろ う。 規制 改革の 議 論が
一

定 の 積極 性 を保 持 し

つ つ も、総 体 と し て の 雇 用 の 最低条件規制 が 欠落 した場 合 に は、経営者 は 次 々 と規制

の 少な い 分野 か ら労働 力を調 達す る方 向 に シ フ トす る こ とは 間違い ない
。

（2＞有期雇用契約 の 実態

　パ ー トタイ ム 規 制 と同時に 、 しか も よ り積極 的に 法 的に 承認 され たの が 就業促 進法

第 1 条 に 定 め られ た 「有期 雇 用 契約 」 で あ る。 同法 の こ の 部 分は 、 1985 年 5 月 1 日

か ら 1990 年 1 月 まで 有 効 な時限立 法 とし て制 定 され た 。 しか し、その 後 再度延長 さ

れ 、1996 年 9 月 25 日 の 法 「改正 」 に よ っ て 、2000 年 12 月 末ま で 有 効 と され た 。
の

み な らず 、 こ の 「改 正 」 に よ っ て 、従 来 「有期 雇 用契約 t は 一 回 限 りで 18 ヶ 周 ま で

しか 締 結 で きない と され てい た もの が 、 二 年 まで 延長 され 、 しか もその 途 中で 三 回 ま

で 「有期 契約 」 を延 長 で きる こ と とな っ た 。 した が っ て 、 二 年す な わ ち 24 ヶ 月 を四

つ に 分 けて 、 6 ヶ 月 ご とに 雇 用 契約 を延長 す るや り方が 可 能 に な っ た
。 後 にみ る よ う

に 「規制緩和 」 法 が 通 過 した 解雇規 制 と な らん で 、企業の 業務の 繁 閑に 応 じて 雇用量

を 弾力 的 に 調 節す る道 が 拡 大 した の で あ る 。

　有期雇 用 契約 の 実態 に つ い て は 、 1985 年 以降連邦 労働 社会省 の 委託 に よる 調査 研

究結果 が 、 1989 年 と 1994 年 に発 表 され た 。 後者の 調査結果 で は 、 1993 年 に仕 事 を

主 とす る労働者 とホ ワ イ トカ ラ
ー

の うちで 有期 雇 用 契約 で 働 く者 が 150 〜 160 万 人 で

労働力 全体の 6 パ ーセ ン トに相 当す ると報告 されて い る。 しか し、有期 契約労働者 の

4 分 の 1 しか 自 ら希望 して 有期契約 を結ん だ者 は い ない 、と同 じ調査 は報 告 した 。

1o
し

た が っ て 、企 業 に と っ て の 有期雇 用 契約 の メ リ ッ トは 、職 業訓 練 を修 了 して い な い 技

能 の 低 い 労 働 者 を 「試 用 工 J ある い は 「見 習 い 」 と して 短 期間雇用 し 、当座 の 労働 需

要 を ま か な うこ とに あ る 。 も ち ろん 、 有期雇用契約 で 採用 した 労働者の 中か ら 、 そ の

間 に企 業 が必 要 とす る よ り高 い 職務能 力を もつ 労勵 者が 発 見で きれ ば正 規雇用に 抜擢

す る こ と もで きる が 、 そ うで な けれ ば 、 契約期限終了 とい う名 目で解雇 が で き る の で
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ある 。

　有期雇 用 契約 は ドイ ツ で は二 つ の 可能性 を持 っ て い る 。 ひ とつ は 、 失 業に 対す る選

択 し て の 有期 契約 雇 用で 、 追加的 な雇 用 機会 を生み 出 す こ とで ある 。 も うひ と っ は 、

期限 の 定め の な い 雇 用 （unbefristete 　Beschaftigung） を有期麗 用 契約 が駆 逐 して い く傾

向で 、そ の 結果雇 用関係 全 般 が 不 安定な もの に 転化 して い く可 能性 で あ る 。

ll
第二 の

可能性 を回避 す るた め に は 、有期 契約 雇用 の 労 働者 が 、 女性 ・職 能 資格 の 低 い 者 ・外

国 人 労働 者等 の 特 定集団 に 固 定化 され るの で は な く、あ くまで標 準 的 労働 関係 へ の 橋

渡 しを展 豊す る こ とが 必 要 で ある 。 しか し 、 こ の 課 題 は 、企 業 に とっ て の 基 幹的 「入

材」 育成 ・調 達 の シ ス テ ム の 変革 を と もな うで あろ う。

（3） 労働者派 遣事業 の 展 開

　ドイ ツ の 労働者 派遣法 （正 式 に は （｝esetz 　zur 　Regelung　der　gewerbsma6igen　Arbeit−

nehmeraberlassungsgesetz 　vom 　7．　Augnst 　 1972　以 下 略 して AUG ）は 、一定 の 要 件 を備

えた 事業者 にの み 労働者派 遣事業 を認 可 して い る 。

12
．雇 用 促進 法 AFG12 条 a は 、

一一・
　meに建設 業事業所 へ の 労働者 派遣 を 禁止 して い る 。 し か し 、同 一労 働協約 や一般 的

拘 束力 が 有効 で あ る建 設業事 業所 間で 労働者 派遣が 行 われ る場合 は 許可 す る と して い

る 。

　AVG 　1 条 3 項 と一条 a は 、 次 の 場合に は 労働者派 遣 を行 っ て も 、 こ の 法律 の 適 用

を受 けない し、従 っ て 許可 を得 る必 要 もない として い る 。

1　同
一

の 労働 協 約 が 適 用 され る 岡 一 産 業 内 の 派 遣元 と派 遣 先 の 間 で 、 操 業 短 縮

（Kurzarbeit）や 解雇 を回避 す る た め の 派遣 。

2　
コ ン ツ ェ ル ン 企業 内で 、 被用 者 が 一 時的に 本来 の 職 場 で 仕事 を して い な い 場合 の

派遣 。

3 雇用者 を 20 人未満 し か もたず 、 操業短縮 や解雇 を避 けるた めに被用者 を他 の 雇 い

主の もと へ 3 ヶ 月 以 内派遣 す る場合 。

　い ずれ の 場合 も 、 派遣 され る労働 者の 解雇や操業 短 縮 （
一

時帰休） を回 避 す る こ と

を優先 し てお り 、 しか も労働 協約 に よ る労働 条件の 最低保 障が前提 と され て い る 。

IS

さ らに 種 々 の 条件 を満た さな い 派遣 事業者 が許 可 を申請 して も却 下す る こ とに な っ て

い る （A ｛｝G3 条） し 、 法 に反 す る事業者 に対 して は 許可 の 取 り消 し （4 条〉を 定め て

い る 。 しか し 、 現実に は構 内 下舘 （Werkvertrag＞ を派遣 として契約 した り、二 璽 派遣

など非合法の 労 働 者派遣は 合法的 な件 数 の の 1G 倍 くらい 存在す る とい われ て い る。

14

　労 働 者 派遣 を事業 と して 許 可 された 者 は 、半年 ご とに 派遣労働者に 関す る統計 報告

義務 が あ るの で 、 それ を集計 した連 邦扈 用 公 社 （BA ）の デー タ に よる と 、 西 ドイ ツ

の 派遣労働者 数 は 、 1996 年 6 月 30 日現在 で 、 159 ， 889 人 で 、 1987 年 が約 73
，
000

入 だ っ た か ら 、
10 年足 らず で 2 倍 以上 に増 大 した 。 東西別 にみ る と西 の 方が 圧倒 的

に多い
。 また男女別 に み ると男子 の 派 遣労働考数 が 80 パ ーセ ン ト以 上を しめて い る 。

職種別 に み る と 、 機 械 工 （Schlesser） ・機械 技師が 43
， 000 人 と も っ とも多 く 、 し

か も ほ とん ど男手労働者 ｝とよ っ て し め られ て い る 。 以 下 補助作業や電気 工 と続 き い ず
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れ も男 子 が優位で あるの に 対 して 、 組織 ・管理 ・ 事務職 で は 女子 派 遣 労働 者 が 八 割近

くを 占め て い る 。

（4）非 正 規雇 用 と不安定雇 用

　現 在 ドイ ツ で 非正 規雇用 の 代 表 と され るパ ー
トタ イ ム 労働 、有期 雇 用 契約 労働 、派

遣労働 に つ い て 簡 単 にみ て き た が 、 こ れ ら以 外 に も新 し い 形 態の 非 E 規雇 用が 増加 し

つ つ あ る 。 労 働者 の 基 本的権利 、雇用の 安定 、 賃金 水準 、職 業訓 練の 機会 な どこ れ ら

の 非正 規 雇 用 の 場 合 、 傾 向 と して 標 準雇用契約 を結 ぶ労働者 との 差 別 の 問題が 深 刻で

あ る 。 様 々 な規 制に よ っ て す べ て の 非 正 規 雇 用 が 不安定雇 用 とオ ーバ ー ラ ッ プす るわ

け で は ない が
、 非正 規雇 用 が 不 安定雇用 の 根拠 とな っ て い る。

4　雇 用創 出 をめ ぐ る争 点 と今 後 の 行 方

　ドイ ツ で は 、 1999 年初 頭 を 目標 とす る EU （欧州 連合 ）通貨 統合 に 向 け て 懐 疑 的

な 意 見 が 広 ま りつ つ あ る。そ の 背 景 に は 、 深刻 な失業 問題 と ドイ ツ 産業 の 競 争条 件の

劣悪化 が あ る こ とは誰 も否定で きない
。 労 働市揚 を EU レ ベ ル で 考 え る とすれ ば、 ド

イ ツ の 立 地 問 題 は ドイ ツ 国 内だ け で 解 決 しな い こ と も明 らか で あ る 。 し か も EU 加 盟

国間に 存在す る労働規 制立 法 の 違 い や 労 働 条 件 の 格 差 を残 した した ま ま の 市場統合は 、

旧 い 国境 を越 えた 資本 の 移動 を誘 発す る 。 多 国籍企 業 と して の ドイ ツ の 大企 業 は 、 E

U の 範 囲 を超 え て 東 ヨ
ー

ロ ッ パ へ の 投資に 積極 的 に な っ て い る。 こ うい う状況 の 中で 、

果 た し て 1970 年 代 以来 の 構造 的大量失業 の 傾 向 を ドイ ツ 経 済は 克 服 で き る の だ ろ う

か 。

　1996 年秋 の
一

連 の 労 働 法 規 「改正 」 以 降現 在 も続 い て い る社 会保 障給付 の 切 り下

げ、労働 市 場 政策 関連予 算の 削 減、失 業保険金給付 と失業扶助 の 一
本化 と給 付期 間 の

短 縮 、 雇 用促 進 も名 目 の もとで 進 め られ る失 業者の 「職 業選択 の 自由」
へ の 制限 、 政

策 当局 は な りふ り構 わ ず に 産業 ・企業の 生 き残 りと政府財政 の 赤字削 減 に向 けて 突進

して い る 。 しか し 、 第 二 次 大戦 後 「社会国家」 の 大義名 分 の もとに 社会保 障制度や労

働規制 、 共 同決 定制 度を確 立 し て きた ドイ ツ で 、そ の 土 台 とな っ て きた 良好 な 労 働条

件 と労 働者 の 高 い 生産 性 の 好循 環 を 断 ち 切 る こ と、す な わ ち労 働 市場 に お け る 非正

規 ・不 安 定雇 用 の 拡大 と労働 条件 の 切 り下げ に よ っ て 他圏 との 競争条件を確保 しよ う

とす る試 み は 、草 の 根 か らの 反 撃 を呼 び 起 こ す こ とに な ろ う。 それ は さ しあた り冒頭

に も触 れ た よ うに
、 社会民主 党 と緑 の 人 々 に よ る連 立政権 の 発足 とい う結果 を もた ら

した
。 　「雇用創 出」 を正 面 に掲げた 政権 の 雇 用政策が 注 目 され よ う。 しか し 、雇 用創

出 とは
一

定の 質 を と もな っ た 雇 用 の 創 出 で な けれ ば な らず 、そ の 最 低限 に対 す る ル ー

ル づ くりを忘れ た 政策 は 、 　「労働市場」 の 危機 を招 きか ね ない
。
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1

　 しか し 、 規 制緩 和論の 盲点 は 、労働市場で と り引か され る商“n　＝＝ 労働 力 の 他 の 商品 とは 異

な る特殊性 をも っ て い る こ とを無視 して い るこ とに ある 。 労働力商品 の 生 産 は 、 労働 者生 活

の 継続的 安定が なければ保 障 され な い
。 こ の 点を 無裡 し て 、 労働力 の 全 面的 流動化 に よ っ て

労働 市場 の ミ ス マ ッ チ を解消 しよ うとす る議論は 、 あま りに 酖暴で あ る 。

2
本稿の 執筆 に 際 して 参考に した 邦語文献は 、以 下 の 通 りで あ る 。 伍賀

一
道 「ドイ ツ に お ける

職業紹介 事業 の 規 制緩 和」 （r金 沢 大学経 済論集 』第 33 号 ・ 1996 年 3 月 〉、柳屋孝 安 F労

働 市場の 変化 と ドイ ツ 労働法一一
民 営職 業 紹介規制 の 変遷一一

」　（日本 労 働法 学会誌 87 『雇

用 の 流動 化 と労働法 の 課 題』総合労働研 究所） 、西谷 　敏 「ドイ ツ 労働 法の 弾 力化 論」　（
一

〉

〜 （三）　（『大 阪 市立 大学法学雑誌』39 巻 2 号 、 42 巻 4 号、43 巻 1 号） 、 井 口　泰 「職業

紹 介事業の 規制緩 和 と労働市揚一 ドイ ツ の 動向か ら一 j　（『β本 労 働研 究雑 誌』 437 号 ・

1996 年 9 月） 、宮臨尚史 「ドイ ツ にお け る規制緩和 労働立法攻勢」　（『労働 法律旬報 』 1404

号 ・1997 年 3 月〉 、 ヴォ ル フ ガ ン グ ・ドイ ブ ラ
ー

（西谷 　敏訳）　i ドイ ツ 労働法に お ける規

赫緩和 と弾力化 j　（上 ・下）　（『法律時報』 68 巻 8 号、9 号 ・1996 年 ）

　さ らに 、 ドイ ツ の 雇用失業問題 に つ い て は 、以下 の 拙 穡 を参 照 され た い 。　「ドイ ツ にお け

る労働市場政策の 最 近 の 動 向
一一

試練 に 立 つ 積極的労働 市場 政策」　『経 済学 論纂』第 33 巻

4 号 、 1992 年 9 月 、 rドイ ツ の 労働 市場政策 と 『雇用 会社』」 『大原社会 問題研 究雑誌』No423 、

1994 年 2 月号 、　「ドイ ツ の 失業対 策事業」　『賃金 と社会保 障』 1994 年 3 月 上 ・下 旬号 、 　「東

ドイ ツ農業の 変貌 と労働 市場 j　『中央大学経済研究所年報』 第 24 号 H 、 1994 、　厂ドイ ツ の 雇

用創 出施策一A8M 」 『経 済学論纂』第 35 巻 5 ・6 合併号 1994 年 、　f ドイ ツ の 『消極 的』 労

働市場政策 と社 会保障 」　（中央 大学経済研 究所編 『社会保障 と生 活 最 低 限一一 国際動 向を踏

ま え て』中央大学出版部 1997 年 ？月 刊　所収 ）
3

た とえば ドイ プラ ーに よれ ば 、　「 『規制緩和』が 目標 と して い る の は 、保護規 定 の 縮 減で あ

る 。
つ ま り 、 解雇 捌 限を緩和 し、共同 決 定を減 ら し 、 日曜労働や深夜 労働 を増 や す こ と で あ

る 。 」　（ヴォ ル フ ガ ン グ ・ドイ ブラ ー前掲論文 46 ペ ージ）

4atypische
　Beschaftigungとは 、 英語 の atypical 　employment に相当 し 、

「非定型的雇用」

「非標準的雇 用 J と訳 せ るが 、本稿で は 「非正 規雇 用 」 と訳 した 。 　「非 正 規雇 用 1 の 反 対概

念で あ る 「標 準的 労働 関係」　（Normalarbeitsverhaltnis＞の 特 徴は 、 ドイブ ラ
ー

に よれ ば 、

以 下 の 七 点 で あ る 。 した が っ て こ れ らの 条件 を満 た さな い 労働者が 、＃ 正 規 労働 者 とい うこ

とに なる 。   フ ル タイ ム 労働関 係   週末二 日休 の 標 準労働 日  賃金 の 月 額支払 い   最低人数の

い る事業所 で 働 くこ と  労働関係 の 一定の 存続保障   賃金 ・ 社 会給付 が資格 と勤続年数に よ

っ て 決 ま る   賃金や 労働 条件 が 、集 団的 な利 益代表 の 方法で 決 定 され る 制度的保 障 （従業員

代表制）。　 （ドイ ブ ラー前掲論文 、 47 ペ ージ よ り）

5
こ う し た 議 論 の 経 緯 に つ い て は 、 Berndt　 KeHer

，Hartmut　Seifert（Hrsg．），Atypische

Beschttftigung
，
Verbieten　oder 　gestalten ？，

　Kδ1n　1995，　S．25ff．に詳 し い
。

6ebenda ，　S．26．
7

こ の 点 に つ い て は 、Ursula　Engelen−Keferl　JUrgen　Ktih1／　Peter　 Peschell 　Hans
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Ullmann ，
Beschtiftigrxngspolitik，Dritte，v6Uig 　neu 　bearbeitete　Auflage ，　KO 五n 　1995 ，　S．248ff．

が参考 に なる。

S
ドイ ツ 連邦労働 仕会省編 （ドイ ツ 研 究会翻訳 ）　『ドイ ツ 社会保 障総覧』ぎ ょ うせ い 　1993

年刊 、351 〜352 ペ ージ 。

9Michael
　Kittneご，Albeits− und 　Sozialordnung，22．A “ 且age ，

　Kdln　1997，SS．1066 ・1067 ．

io
　Berndt　Keller，Hartmut 　Seifeyt，op ．eit ．S．145ff．

11ebenda
，S．154．

12
労働 者 派遣 法成 立 の 経緯 に つ い て は 、Michael 　Kittner，op ．cit ．

，
S．Slff．の 説 明 が 詳 し い

。 邦

語 文 献 と し て は 、鎌 濁 耕
一 F ドイ ツ に お け る 労働者 派遣 と講 負 の 区 分 」 『季刊 労 働 法』 159

号 151 ペ ージ 以 下 参 照 の こ と 。

i3
ドイ ツ の 最近 ま で の 労働 者派遣 事業 と民営職 業紹介の 関係 を紹介 した 論 文 として 、 伍賀

一

道 、前掲 論文 が 参 考 に な る。

1”
　Miehael 　Kittner

，
op ．cit

，S、85f£

一26 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

　　雇 用形 態 の 多様化 と労務 管理 の 変質

Diversification　of　Employment　Forms　and

Transformation 　of　Personnel　Management

龍 谷大学 　　　　　　　西 　罵 　清　之

Ryukoku 　University　　　Kiyoyuki　Nishikaea

　 は じめ に 一問驤 の 所在 と分析 の 視 角

　
バ ブ ル 景気 とそ の 崩壊 を 経 て 、 今 日 に 歪 る まで の 長期に わ た る平成不 況 の 中で 、 日 本経

済 、 そ して 日本企業 は構造 的 な改革を迫 られて い る 。 そ し て 、 そ の 過程 の 中 で 、 規制緩和 、

労罍市場 の 流動化 、 雇 用の 弾力化 、 同 じこ とだ が 雇用 の テ ン ポ ラ リー化 、雇 用 の ジ ャ ス 5
・ イ ン ・タ イ ム

、
パ ー ト ・ タイ マ

ー化 、 等 々 の 用 語が 、 今 日 の 閉塞状況 を打 破 するキ ー
ワ

ー ドと して 次 々 に 脚光 を浴 びて きた こ とは周知 の 通 りで あ る D

　本稿 は 、 経済 の 中 ・長期 的 な トレ ン ドを考慮 に 入 れ なが ら、企 業に と っ て 雇用 形態の 多

様化が 意味す る もの を労務管理 の 視点か ら考察す る もの で あ る 。

　 1　 経 済 の グ O 一バ ル 化 と人 口 の 高 齢化

　 1 ．経 済の グ ロ
ーバ ル 化 と披 術革新の 進展

　経済の グ ロ
ーバ ル 化 とは どの よ うな 状況 を搭 して 言 うの で あ ろ うか ？例え ば 、 奥村茂次

“ k £ 修悟氏 は ・ グu 一バ リゼ シ ・ ン を、で き る だ け経済学 的 な思考線上で 、 広義 に は 、

「国境を越え た政治経済的か っ また社 会文化的な関係 の 強 化」 と して 、 ま た 、 狭義に は 、

「市場経済化の 世界 的展 開過程」 と して 規定す る。 また 、 両氏 は同様の 思考繚 上 で 、 グrm
一バ ル 経済を 、 「今 目 の グ cr・一バ ル 経済 は 、 ま さに 地球 的 規模 に 拡 大 ・深化 した世界 蠶経
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （1 ｝

済 と して 捉 え られ るで あろ う」 と理 解 す る 。

　本 稿 の 性質上 、グ ロ
ーバ リゼ ー シ ョ ン 、 あ る い は経済の グ ロ

ーバ ル 化そ の もの に っ い て

の 立 ち入 っ た考察をす るつ もりはな い が 、 経営現象、雇 用形 態 の 多様 化 もそ の 一
っ で あ る 、

を考察す る に 当た っ て は 、 こ の グ ロ ーバ リゼ ー シ ョ ン
、 あ る い は経済の グ ロ ーバ ル 化 は重

要な概念で あ る と筆 者 は考え る 。
そ こ で 、本稿で も、 こ の 経済 の グ ロ

ーバ ル 化を所 与あ る

い は一
っ の 前提 と して 論 を進 め る こ と に した い

。 とは い え 、 経 済の グ ロ ーバ ル 化 に 含まれ

る 領域 、 と くに 「貿易」 と 「労
　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 表1 賂 によ碓雛 済艦舍スピード

働」の 2点に考察の 対象を限定
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛年率，es］

し 、 そ れ らが 企業に と っ て 意 味

する もの を垣間見 て お くこ とに

しよ う。

　佐久間潮氏 は 、 表 1 を示 し、

世界 経済が貿易に よ っ て 結び っ

くス ピー ドは 加速 して い る 、 と
　 t2 ）

言 う。 この 表 は 、 1971〜85年の

工971− B5年 三986−go年 199監一93年 1994− 96年

  世 界 貿易蝕量の 増加耶

  世 界経済 の 臾質成 便耶

  結含 ス ピード ゆ 一  ）

3．73
．20
．5

5，13
．32
，8

3，9
ユ，三
2．9

7．73
．04
，7

（出所）佐久潤、 薩掲「アメ1力隆済設jg3頁。

（原熱）　騨orld 　Bank ，　alobヲノ ∠9cono”ic　Prosplects　and

　　　 tthe　 Pereloping 　Covntries．1995．
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期間 に お い て は 、 貿 易 に よ る結 合の ス ピー ドは 、0．5 ％ とあ ま り大 きくは な い が 、 1986〜

90年 に な る とそ の 結合ス ピー
ドは2．8 ％ へ と上 昇 し 、 また

、 1991〜 93年は世界 的 に景気の

よ くなか っ た 期間 に もか か わ らず、同ス ピー ドは 2．9 ％ とわ ずかな が らも上 昇 した 、 そ し

て 予 澀で は、1994〜 96年 に は そ の 結合 ス ピ ー ドは 4．7 ％ へ 上 昇 す る で あ ろ う 、 とい うこ と
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛ 3 ト

を示 す 。 こ れは 、まさ に 、 　「世界経済 の 柑 互 依 存化 、 あ る い は グ ロ ーバ ル 化」 を示す 格好

の 指 標 の 一一
っ と言え る で あ ろ う 。 た だ 、 今 日 、 経済 の グ ロ ー バ ル 化現 象 を考え る に 際 して 、

財 ・サー ビ ス の 貿易を見 る だ けで は不 十分で あ る こ とが 指 摘 され て い る 。 そ の 代 表 的論者

の
一

人 が ドラ ッ カ ー（P．　F．　Drucker ）で あ る 。 彼 は 、 グ ロ
ーバ ル 経済 を動 かす もの は 、 財 ・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （・rl　i
サ

ー
ビ ス の 貿 易 で は な く、主 と して 資本の 移 動 で あ る 、 と言 う 。 さ らに ドラ ッ カ ーは後 年 、

こ の 投 資の 性格が変わ っ て きた こ と を指擁 して 、 直接投 資 の 重 心 は 、 単 な る投 資 か ら企 業
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 tう を

問提 携 へ と急速 に変質 し、 企業間提 携で は 、 投資 は 二 義 的 で しかな い
、 と述 べ て い る 。

　経 済は 、 独 自の 論理 で 進化 ・展 開する もの で あ る こ とを痛感 する 。 な お 、 経 済 の グ ロ ー

バ ル 化現 象 を考え る に 際 し て は 、 そ の 駆 動力 と して 技 術 、 と くに情報 技術の 進展 が あ っ た

こ とを看過 して は な らな い だ ろ う 。

　次 に 、 経済 の グ U 一バ ル 化 と労働問題 との 関係 を検 討 して み よ う。

　桑原靖夫 氏 は 、図 1 を示 し 、 「きわ め て 単 純化 して い え ば 、 世界 の 人 □ 移 動を妨 げ る 要

因を す べ て 撤去す る な らば 、 世
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 図1　ヴロ

ーバルな勇働プ
ー・tS（1989年）

界の 均衡賃金率 は時 間賃率 （19　 14

85年価格）で 2 ドル 近辺 に収斂
　　　　　　　　　　　　　　 定 r2

す るこ とを暗示 して い る 。 」 と　i

言 う。 勿 論 、氏 は 、 「水が 高 い　鑿　io

所 か ら低 い 所 へ い っ きに 流れ 下 　ys

る よ うに は 、 賃金や所 得 の 平 準

化 は進 ま な い 」 と して 、 　「労 働

は同質的で な い 」 、 以 下 、 7 つ

の 理 由を 示す 。 しか し 、 氏 は 、

「長期的に み れ ば 、 さ ま ざ まな

障壁 の 存在 に もか か わ らず グ or
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 人口規模 　　　　　　　　　　　　 ‘百万人1
一バ リゼ ー シ ョ ン の 進 展 は、市
　　　　　　　　　　　　　　 （蹶 ）桑原箇繧、 前禺「労働の未来をPtる」22頁e

場 の
騨 度を拡 大す る」 と述べ

（tiliN）　 E．、E．、Lea，er ． 伽 盈 鷹 衡 伽 励 朔 、ヵ

て い る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Theorf　find ／
oract

二〜ヒ召　Princeton　Studies　in
　 と もあれ 、グ ロ

ーバ リゼ ーシ

　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 International　Finance　77，　Princetgn，正995．
ヨ ン が 、 世界経済の ア メ ij 力 化

を意 味す る か ど うか は と もか く、 グ ロ
ーバ リゼ ーシ ョ ン を一

つ の 前提 とす れ ば 、 今 日の 日

本経済 、 した が っ て 企 業が 世界 経 済 に 組 み込 まれ て い て 、 そ れ と相互 依存関 係に あ るこ と

は 疑 い の 無 い 事実 で あろ う 。

　 2 ．人 口 の 高齢化

　既 述 の よ うに 、 先進 諸 国共通 の 課題 と して 、 人 口 の 高齢化が あ る。 人 口 の 高齢化 とは、
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出生率の 低下 と寿命の 進展 に よ っ て 生成す る もの で あ る。

　今 H 、 わが 国で は 、 女性の 合計特殊出生率が 1．5 を切 る とい う少子 社会 と な っ て い る 。

近 い 将 来 、若 年労 働力 の 絶対的不足 、 した が っ て 生産年齢人 ロ の 減少 は必 至 で あ る。 この

生 産年齢人 ロ の 絶対的減少は 、 男女そ れぞ れの 年齢層 に お け る労働力率 に 変 化 が ない 限 り 、

労 働供給 を滅 少さ せ る 。 した が っ て 、 企業 と し て は 、 それを 克服す るた め に
、 女子労働力

と い わゆ る団塊の 世代を中心 と した 中 。高年齢者 、 場 合 に よ っ て は 外国人 労 働者の 有 効活

用 を函 る こ とが 急務 とな っ て い る 。 労働力率は労働 条件 （賃金 、 労働時間 な ど）や 就業環

境 次第に よ っ て は上昇す る もの で あ る 。 要 は 、 その 労働 条 件や 就業 環境を ど の よ う に設 定

す るか で あ ろ う。 また 、 人口 の 高齢化 と と もに 、 こ れ まで の よ うな 「年功 賃金 制」　（特 に

定期昇給等の 制度）や 「終身雇用制」 は その ま まで は企業に と っ て 経費が か さみ 、 重荷 と

な る で あ ろ う。 したが っ て 、 そ の 一部 修正 と変 更 とが企 業に と っ て 喫緊 の 諜題 と な る。

　以上 、 本章 に述 べ た 「人 ロ の 高齢 化」 と 「グ ロ
ーバ リゼ ーシ ョ ン 」 は 、 筆者 な りの 表現

を用 い れ ば 、 日本経済 、 企業に と っ て の 「内憂外患」 と言 え る現象 なの か も しれな い
。

　 II　雇用 形態の 多 様化 と労務管理 の 変質

　 1．雇用形態 の 多様化

　マ テ ィ ス （R．L．　Mathis ）らは 、 　「過 去 、

一時雇 い （te叩 orary 　vorkers ）は 、 長期休暇や 産

休や 仕事量 が 多い ときに 利用 されて い たが 、 今 日 、 臨時補充 労働 者 （contingent 　mrkers ）

（
一

時雇い 、 独立営業者 （independent　contractors ） 、 派遣社員 Geased　employee ） 、
パ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛7 し

一 ト 。 タイ マ
ー

）は労働力 の 20％に 相当す る」 と言 う。

　こ の こ と は 、 ア メ リカ で は 、 雇用形態の 多様化が 進ん で い る こ とを示 す 。

　と ころで 、
コ ン テ ィ ン ジ ェ ン ト ・

ワ
ーカ ーとい う用語 に つ い て で あ る が 、 ア メ リカ労働

統計局に よれば 、 　「明示 的な長期雇用契

約あ る い は 暗黙的な それ を持た な い 者 と
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c8 ）

して 自己 を認知する個 人」 と定義 され て

い るが 、 そ こ に は 多様 な就 業形態の 人々

が 含 まれ 、 そ の 範 囲 も規模 も必ず しも確

定 され て い るとはい え な い
。 表 2 は1995

年 2 月の 人 ロ 動 態調 盗 （CPS ）の 補足

分 に よ る調査の 結果で あるが 、 以下の こ

とを示す。 まず、 引き続き仕事を した い

と思 い なが ら も、 1 年あるい は そ れ未満

の 佳事で 働 く賃金 ・給与労働者は約270

万人い る と見積 もられ る （見積 り 1 ） 。

こ こ で は 自営労働者 （self
−e 叩 loyed

vorkers ） と個人契約労働者 （independ一

表2　コンティンジェ ントと非コンティンジェント労費者

αノdrd ‘fぜr世5蜜ゴζ

Tt，ta’el，tP’⊂，｝
・v‘’

勧 ‘川 5醜 ‘i5丿

Contingei、じwo 【kピrs ：

　 EStimare　l

　 Estiniatじ ユ

　 Es霍｛｛nate 　3

Non‘on 由igenr 　syorkers

ln　alじeτ既a じiv¢ 二lrr且 ngcme 矍1【s：

　1ロdビPピnJen 【cont ［acrors

　 On・eall　worker5

了たmp ・ ra【アhdP “騨 亀ql
’
workers

　Wo 【kers　pro▼ided　by‘on 【r“こ亡 firnls

Wi 【1呂　τr“dirio降al　こ塾rmn 蓐emen 【s

2，
7393

，4226

，
e34117

，174

諺，309

　L％ 昂

　 LISI
　 652ULO5

ユ

（出所）Cohany　et 　a∠ ， OP ．α 宏，p．53匿　一郵趨隷o

ent 　contractor ）は除外 される 。 次 に 、 そ の 除外 された 自営労働 者 と個 人契約労働者を見

積 り 1に 加 え る とそ の よ うな労働者 は約 340万人 い る と見積 もられ る （見積 り 2 ） 。 さ ら
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に 、 1 年 と い う期間を取 り去 り 、 単に 仕事の 継続を期待 されて い ない 労働者 と い うよ うに

そ れ を最 も広 く捉 え る と 、 そ の よ うな 労 働 者 は 約 600 万 人 い る と見 積 も られ る （見 積 り 3 ）

。 な お 、 表 中に 、
パ ー トタイ ム 労働 者 （1週 間に 35時間未満働 く労働者）が 示 されて い な

い の は 、 彼 らが 、 実際上 、 長期雇用 で 、
コ ン テ ィ ジ ェ ン ト ・ワ

ーカーの 定義 か ら除外 され

て い る た めで 、 そ の 数 は 95年現 在2000万人 を越え 、 そ の 割合 も非 コ ン テ ィ ン ジ ェ ン ト労 働

者の 18．6％ を 占め て い る 。 そ して 、 そ の うち 、 非 自発的 パ ー トタイ マ
ー

は 20％弱 で 低 下傾
　 　 　 　 　 　 　 ｛9 し

向に あ る 、 とい う。 　 　 　 　 ．

　 さ て 、本 章 の 冒 頭部 分 で ア メ リカ の 雇 用 の 実 情 に 触 れ た の は 、 日本経 済が ア メ リカ の 後

追 い を して い る よ うに 思 わ れ るか らで あ る 。 例 え ば飯盛 信男氏は 、 「日経連 『新 時代 の

「日本 的経営 」』　（95年 3 月）が提起 した 雇用 形態の 三 類型 化 （中略） とい うプ ラ ン は 、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （1o ）

ア メ リカ に お け る 80年代 以 降の 人 員削減 を モ デ ル と した もの で あ る 」 と述 べ て い る 。 そ こ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 くし t）

で 以 下で は 、 上 記 引用 に 含 まれ る 『新時代の r日本的経 営」』　（以下 、 r新 時代』 ）に お

け る 「雇 用形態 の 多様化」 の 握唱を検討 して み よ う 。

　周知の よ うに 、 『新時代』 で は 、 そ の 内 容は労務 管理 の 主 要な領域を カ バ ー
する よ うな

形 で 展 開 され 非 常 に 多 岐 に わ た っ て い る 。 しか し、 『新 時代』 の 意 図す る と こ ろ は とい え

ぱ、筆 者の 理 解 で は 、 経済 の グ ロ
ーバ ル 化を前提に 、 短期的に は 、 人員削減 を正 当化 し て

人 件 費 の 抑 制 を図 る こ と、また 、中 ・ 長期的 に は 、 雇用 の 流動 化 を 促進 して 、 雇用 の ミ ス

マ ッ チ 等を 解消 し 、 も っ て 人件費抑制 を図 る こ と に あ る と思 わ れ る 。 しか し 、 こ こ で は 、

少 し違 っ た 視点 か らそ の 第 2 章に 展 開 され て い る 内 容 を 検討 し て み た い
。

　そ こ で は 、 まず 、 雇用 の 流動化を必然 と捉え 、 そ れ と表裏
一

体の もの と して 「雇用 の 多

様 化」が 提起 さ れ て い る こ とが 注意 さ れ る べ きで あ ろ う。

　 次に 、 雇用形態 が 3 っ の グル ープ 、 す な わ ち 、 （1）長期蓄積能力活用 型 、 （2） 高度 専門

能力活用型 、 （3）雇用 柔軟型 、 とに 分類 され て い る 。
こ の 分類 は決 して 実態 そ の もの を示

す もの で は な い が 、 筆 者の 関心 は 、 こ の よ うな分類が な さ れ る 動機 、 あ る い は そ の 背 後で

認 識 され て い る もの に あ る 。

　浪江巌氏 は 、 企業が そ の 雇用管理 に お い て 、 雇用の 差別化 、 労働力の 差別的編成 を行 う

そ の
一

般的根拠 を 、 （1）賃金 コ ス トの 抑制 、 （2）労働力の 需 給調整の 条件確保 、 （3） 労働
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 “ 2 ｝

者 の 差別 分断 に よ る労 使 関係 の 安定 化 、 の 3 っ に求 め て い るが 、 筆者 もこれ に 異存は な い 。

た だ 、
こ れ を労務戦略あ る い は要 員計 画 （人 的資源 計画） とい う視点か ら見 る と少 し違 っ

た 見方がで きる よ うに 思わ れ る 。 すなわ ち筆者の 結論 を先取 り して 示す と 、 近未来的 に は、

『新時代』 に 言 う 厂長期蓄積能力活用 型 」 は主 に若 年労 働者 （女性を含む） を、 「高 度専

門能力活用型 」 は主 に 団塊 の 世 代 を 中心 とす る 有期契約の 中 ・高年齢者 あ る い は 派遣労働

者 な どを 、 そ して 最後の 厂雇用 柔軟 型 」 は主 に女 性 を中心 とす るパ ー トタ イ マ
ーを 、 そ の

主 た るタ ーゲ ッ トとする財界の 人事労務 戦 略構想 、あ るい は 「雇用 の 差 別化戦略 」で は な

い だ ろ うか とい うこ とで あ る 。 こ の よ うな 理 解 は、 『新 時代』 の 趣 旨 とは若 干異な る か も

しれ な い が 、 筆者 に は そ の よ うに 思 え て な らな い 。

　そ して 、 中で も、 長期蓄積能力活 用型 グル ープ の 対象 と な る若 年労働 者に 限 っ て 見れ ば 、

彼 らが 中 。 長 期 的 に み て 不 足 と な る こ と は 確実で あ る 。 企業 に と っ て 、 そ の よ うな不 足状
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況 に あ る人員を質 ・量 と もに過不足な く確保 し育成す る こ と は 、 きわめ て 戦 略的 思考を要

す る 事項 とな ろ う。 筆者は 、 そ れ を 「少数精鋭主義」 だ と考え た い
。

　企業 を取 り巻 く環境 は 日 々 激変 して い る 。 外 に あ っ て は経済の グ ロ
ーバ ル 化 と情報技術

の 進展 、 また 、 内に あ っ て は 人口 の 高 齢化 が進 ん で い る 。 企業 は一
つ の オ ープ ン ・シ ス テ

ム と して 環 境 と相互 作用 をす る 。 企業 は 、 国 際競 争 力 （メ ガ コ ン ペ テ ィ シ ョ ン）の 維持 ・

強化を目的と して 、 環境変化に 「積 極的 に 適応 」す る 。 すな わ ち 、 こ れ まで の 各種制 度を

廃止 ・ 変革 し 、 新 しい 制度の 創設 ・ 適 用 へ と移行す る 。 雇用 形態の 多様 化 と は 、 企業主導

の 価値 の 様化に 名 を借 りた 、 少 精 主 義を 徹す るた め の 、 人 事労務 戦 の 一
環

と して の 施策の 一つ
、 と して 把 握する こ と もで きよ う。

　 2 ．労務 管理 の 変質

　雇 用形 態 の 多様化を こ の よ うに 、 少数 精鋭主 義を貫徹 す る た め の 人事 労 務戦略 の
一

環 と

して の 施 策 の 一
っ

、 と捉え 、 そ こ に 、 戦 略 的思 考が 必要 に な っ た と い う意 味で 、 日 本の 労

務 管理 の 変 質を指 摘 した とすれ ば 、 そ れ は 的 は ず れ な指 摘 で あ ろ うか 。

　と こ ろで 、 『新 時代』 で は 、 日本的軽営の 基 本理 念 の 一
つ と して 「人 間 中心 （尊重）の

経営」が謳われ て い る に も拘 らず 、 現 状行なわ れ て い る労務管理 に 対 して は 、 「労働者 を
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛l3 ）

競争 と反 目か ら い じめ や 自殺 に 走 らせ て い る労務管理 の あ り方 が 問 われ る べ きで あ る」 と

の 批判が あ る 。 こ の ギ ャ ッ プをわれ われ は どの よ うに 受け止め た らよい で あ ろ うか 。 しか

し 、 実は 、 こ こ に 言 う 「人 問中心 （尊重 ） の 経 営 」 は 、 「飼 別管 理 の 方 向」 を推 し進 め る

た めの 原 理 と して 挙 げ られ て い る の で あ っ て 、 言葉の 一般的 な 意味で の 「人 間 中心 （尊重 ）

」 で はな い こ とに注 意す る必 要があ る 。
つ ま り 、 こ こ で の 人 間 とは 、 従業員 と して の 人間

で あ っ て 、 そ れ は
一

定の 粋内に 閉 じ込 め られた 人間 を指 す 。

　また 、 牧野 富夫氏 は、 「r個人」が 強調 され 前面 にお しだ され 、 r集団』 は後景 に しり
　 　 　 　 ｛t4 ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （15 ）

ぞ い て い る」 の が 「新 時代亅 の 『能力 主義管理 』 に 対す る特徴だ 、 と述 べ て い る が 、 筆 者

は、 こ の 指 嫡は重要だ と考え る 。 『能力主 義管理 』 との 連続性 ・ 断 絶性 は と もか く、 筆 者
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 “ s ）

は この よ うな 「個別管理 の 方向」 、 あ る い は 換言 して 、 「個 人処 遇 化」の 強調 を、 既述 の

「戦略的思考」 の 導 入 と併せ て 、 こ れ まで の 日本の 伝統的な 労務管理の 変質 、
い わ ゆ る人

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 “ 7）

的資源管理 へ の 一歩接近 で は な い か と考え るか ら で あ る 。 その 意味 は、 以下 の よ うで あ る 。

　私 見で は 、 人的資源管理 とは 、 労働能率 を労働能 力 と労働意思 との 関 数 だ と考え る と 、

個 々 の 労働者の 労働能力 と労働意愚 の 双 方 を高 め る こ とを意図 した 管理 法 で あ る 。 した が

っ て 、 人 的資源管理 で は 、 教育訓練 ・ 能力開発が 一 つ の 大きな柱 に な る と思 われ る 。 そ の

場合 、 対象 とな るの は 蓮 し当た っ て は個 人単 位 とな ろ う。 だか らこ そ 筆者 は 、 r新 時代』

に おけ る 「個別 管理 の 方 向」 に 着 目して 「人 的資源管理 へ の
一

歩接近」 と述 べ たの で あ る 。

しか し、 その こ とは 、 日本の 人 事労務管理 が ア メ リカ型 と全 く同 じに な る こ とを意味 しな
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 “ き｝

い 。 岡本豊氏 は 、 「ア ン グ ロ サ ク ソ ン 的個 人主 義」 とい う用語 を用い て 、 ア メ リカ の 人 事

管理 の特徴を述 べ て い る が 、 日本に は そ の よ うな ア ン グ ロ サ ク ソ ン 的個 人主 義の 土壌 も、

また 横断的労働市場 もな い の だか らア メ リカ型 と同 じに は な りよ うが な い 。 おそ ら く、い
　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛19 ）

わば 「日末 型個人主 義」 とで も呼 ぷ べ き よ うな 個人主 義を基礎 と した新 しい 人事労務 管理

（人的資源管理 ） とな らざる を えな い で あ ろ う。
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　結 び に か えて
一残 され た問題

　本稿で は 、 まず 、 経済 の グ ロ
ーバ ル 化を一

っ の 与件 と し て 、 また 、 人 口 の 高齢化の 現実

に立 脚 して 、企 業に と っ て 雇用形 態の 多様 化 が意味す る もの を労務管理 の 視 点か ら検討 し 、

そ の 位 置づ けを試み た 。 そ し て 、 今 日 の 雇 用形 態の 多様 化 を企 業 の 意識 的な 人 事労 務戦略

の 一
っ と して 位 置づ け た。

　次 に 、わ が 国 の 人事 労務 管 理ρ 変容 を指 摘 した。す な わ ち、人事労務 管理 へ の 戦略的思

考 の 導 入 、 あ るい は 、 個 人 処 遇 化の 強 調 を も う て 日本の 伝統 的 労務 管理 の 変質を指摘 した 。

　既述 の よ うに 、 企業 は
一

っ の オ ープ ン ・シ ス テ ム と して 環境 と相互作用 を す る。 そ して 、

同様 の こ とが 、労務管理 に っ い て も言え る 。 だ とすれば 、 人事労 務 戦略や 個人処 遇 化だ け

で 労務 管理 の 変 質を云 々 す る の は不 十分の 謗 むを免れ な い 。 労 務管理 職能を構成す るす べ

て の 下位職能、例えば 、 採用 管理 、 教育訓練 ・開発管 理 、 作業条 件簷理 、 賃 金管理 、 な ど 、

そ れ ら一
っ ひ と っ に 環境 変 化 が 及 ぼ す影 響 の 考 察が 必 要 と な ろ う 。 今後 の 課 題 と し た い

。
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　　　　　正 規従業員の 雇用形態 とそ の 変化
　　　　　　　　　一 一 「終身雇用 慣行」 の 変容を 中心 に

Changes 　in　the　E 皿 ployment 　Form 　of　Regular 　Employees ：

　　 o皿 the　transformation 　of 　
“

lifelong　e 皿 loyment 　practices
”

は じめ に 一一一課題 の 隈定

　　　　　　　　立命館大 学　　浪江　巌

Ritsumeikan　University
，　 Iwao　NAMIE

　70 年代後半以降 、 日本企業で は 、 労務費削減の経営的要請 や ME 機器 導入 等 に と もな

う職務や職務構造 の 変化な どを 背景 に 、 正規従業員の 縮小 と非正 規従業員の 拡大や多様化
の 動 きが広が っ た 。 雇用形態面 で と らえれ ば、そ れ は 、常傭形態や 直傭形 態に か わ っ て 有
期 ・臨時雇用や派遣労働な どの 間接的雇用 の ひろが りを意味する もの で あっ た 。 統一

テ ー

マ の い う雇用 形態 の変化 は まず この レベ ル の 事象 をさす と思 わ れ るが、本報告では 、 そ う
した変化 とともに生 じて い る正規従業員の 雇用形態自体にお ける変化 に焦点をあて 、 90
年代の 政策 と実態の 動 向 も視野 に入れ なが ら、若干 の 考察 を試み る こ とに したい 。 なお 、

変化は未曾有の 不況下で い まだそ の進行過程 にあ るとすれ ば、そ の 内容や 性格 、 歴史的位

置 な どを確定す る こ とは 時期尚早 とい えよ う 。

1 ． 正 規従 業員の 従来 の 雇 用 形 態 の 特質

　正規従業員の雇用 形態にお ける変化 をみわ けるに は 、 当然なが ら、 従来の雇用形態の 内

容や特質を確定 して おかねばな らな い 。 周知の よ うに、これは従来 「終身雇用慣行」 とし

て把握 され て きた が 、 今 日そ う した と らえ 方の妥当性も
一

つ の論点 とな っ て い る （野村

〔1994｝参照） 。 こ の 点につ いて の 筆者の さ しあた りの理解は 以下 の よ うな もの で ある 。

　正 規従業員 の 雇用形 態は 、
「期間の 定めの ない労働契約」 とい う法的形 式を とる常傭形

態で あ り、正 規従業員を他の 部分か ら区別する 中心的指標 で あ る 。 そ こ で の雇用の継続

性 ・ 安定性は 、 そ の 対極の 臨時的 ・間接的雇用 形態 とい うバ ッ フ ァ の 存在 ＝ 企業の労働力
編成にお ける差別化によ っ て 条件づ け られ て い る 。

「終身雇用慣行」 は この 常傭形態の独

自的形態で ある 。 この独 自的形態は民間大企業の 男子お よび公務員に典型的にみ られ る 。

（イ）鴬傭形態 の入 口 ・始点 で ある採用 は主 に新規学卒者か らなされ、転職者をい わゆる

中途採用 する こ とは副次的な も の にな る 。

（ロ）常傭雇用 の 出ロ ・ 終点の 特殊的形態 として 、 定年制がお かれて い る 。 定年制の機能
は両義的で ある 。 定年年齢までの雇用 の継続を予定 して い る面が あるが 、 契約 上の もの で

は もちろんな い し、 ありえな い
。 他方 、 定年制は定年年齢以 上の 正規従業員 を企業外 へ 排

出 し、ある い は 少な くとも正規従業員 として の雇用を終了す る恒常的な制度で あ り 、 従業
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員 の年齢構成の 「若返 り」 、 総額人件費膨張 の抑制 く年功賃金下で は） 、 さ らには 「雇用

調 整」の 手段 と して機能す る 。 こ れ らの機能は 経営側 に と っ て 定年 まで の 継続雇用 を許容
しうる 条件の 一

つ に はな ろ う．そ の意味で 両機能は相互 に補完的 で ある。ただ し、定年年
齢が何歳 に設定され るかが この 両機能に影響 を与える 。

（ハ ）この常傭形 態の 今
一

つ の独 自性は雇用 の 独自な継続性に ある 。 定年制を土台 として 、

労働者 が 望め ば一 ここでは労働者の 自発的退職の 問題は脇に お い て お く＿ 「終身雇用」 （採用か ら

定年まで の雇用 の継 続）をあ らか じめ予 定な い し期待する こ とがで き 、 使用者 にはそれ を 無

視 しえな くさせ る よ うな仕組み と状態が あ る。 焦点になるの は 、 い わゆ る雇用調 整に お け

る希望退職募集や 指名解雇 とい う方法 の 実施の 仕方で ある 。 雇用 調整手 段 として は そ れ ら

は 「最後の 手段 」 と して 留保 し 「よ ほ どの こ との ないか ぎ り」 実施 しない 、と いわれ る状

況が ある （したが っ て、結果 と して も、 「よ ほ どの こ との ないかぎり」で 「終身雇用 」は実現 される こ

とになる） 。　「慣行」 と い うに も大変 あい まい な もので あ るが 、 以下 の い くつ かの要 因が

作用 して 、解雇が 自由 に頻繁に実施 され るよ うな状況 とは有意 に 区別で き る ほ どに は一
定

の規範的効力が 働いて い る 状態 とみ な しうる e

　解雇 の 自由 へ の 制約 を経営側に意識させ る もの と して は 、 戦後の労働組合の解雇 反対 闘

争が築い た解雇 をめ ぐる労資の 力関係 、高度成長 期を通 じて 「終身雇用」 が与件 と して ビ

ル ト ・
イ ン され た 労働者の 生活構造、 「終身雇用亅 が望 ま しい とする社会規範な どが あげ

られ よ う 。 1970 年代以降に な る と、　「解雇 権濫用 法理」や整理解雇 の 4要 件 の 裁判例な

どが 現れ る 。 こ うした諸要因 に媒介され なが ら、他方で 、 過労死 をも生 み出す労働水準の

受容や労使関係の 安定と い っ た労務管理 的効果 、従業員の 技能形成上 の意義な ど、 経営側

も またそ こに
一

定の資本合理性 を見出して い る こ とを見逃 して は な る ま い 。

（二 ）企業内 ・OJT 中心 の 技能養成シ ス テ ム 、弾力的な配置 ・配 置転換 、昇進 ・昇給に

お ける 「年功制」 、 退職金 ・企業内福利厚生 な ど 「終 身雇用 」 と互 いに 支 えあ う関係に あ

り 、 経営上 も合理性 をも っ た労務管理諸制度 が設計 され 運用 され て い る。従業員 に対 し定

年まで の 定 着に イ ンセ ンテ ィ ブを与え る とと も に 、 それ を期待させ る こ と に もな る 。

2 ． 正 規従 業員 の 雇 用 形 態 の 変化

　以上 の よ うな 「終 身雇用慣行」 は少な くと も高度成長期には存在 し 、 1970 年代後半以

降 二 度の石 油危機 、 円高不況 を経て 徐々 に変化 して きたが 、 90 年代初頭か らの
“

2 段

底
”

の長期不況 の もとで 、大きな転機を迎えて い るよ うに思われ る 。 こ うした変化 の 内容

や 性格を どの よ うに と らえるかが今一
つ の 大きな論点で ある 。 こ の 点 をみ きわ める うえで

注 目するべ き動向 とそ こで の 検討 課題 と して は 以下 の ような もの が あろ う。

　 1 ）正規従業員にお ける雇用調整の 度重 な る実施

　1970 年代後半以降の 各不況期 にお い て 、正 規従業員の 希望退職募集 ・解雇 に及ぶ雇用

調 整が行われ （労働省 「労働経済動向調査」 参照）、今次不況で は 、 中高年ホワイ トカ ラ
ー

、

とくに 中間管理職 まで対象 と され る に至 っ た。こ う した雇用調整 は
“

抑制された
” “

緊急

避 難
”

策と しては 直ちに仕組み として の 「終身雇用慣行」の崩壊を意味する とは い えな い
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として も、組合等に よるチ ェ ヅ クを欠い た安易な実施 は 、 ただで さえ曖昧な 「慣行」 とし

て の 効力を実質的に堀 り崩 して い く働 きを しよ う 。

　2 ）定年延 長とそ の 形骸化一 定年前排出の 諸制度の広が り

　定年制に おい て 、60 歳定年の 普及 ・一般化が進み 、 98 年 4 月か らは法的義務とな り、

そ のか ぎりで定隼前の 解雇の制約は強 まっ たと考 え られる 。 さ らに、 65 歳 まで の雇用延
長や 定年の延長が課 題に上 っ て きて い る 。

　他方で 、 実際 にはそ の 形骸化 もまた深ま っ て い る 。 すなわ ち 、 選 択的定年制、出向 ・転
籍制度、早期退職優遇捌度 、転職 ・独立支援制度などの 諸制度の 導入 と運用 が大 企業 を 中
心 に広が っ て い る 。 こ の 動 きは 70 年代後半以降か ら始 ま っ て い るが 、 90 年代 に一

段 と
広が りをみ せ て い る （図表 1 、 2 参照） 。 また、適用 ない し対象年齢 も若 くな る傾向が
み られ 、早い とこ ろで は、 45 歳がそ の 選択を追 られ る時点に なっ て い る 。

　この諸制度の 背後に 、 定年まで の雇用継続を歓迎 しな い経営側の 意 向を看取で きよ う 。

た だ瀦 繊 の xm に おい ては従顯 の r同意」や 「舳 選択1 が鵬 とな っ て お り 、 解
雇 と は 区別すべ きで あろう 。 しか し．今 日の職場の労使関係 の 状況にお い て 、 そ れが形骸

図表 1　退職管理諸制度の 導入企業の比率

（1997 年 1 月） （％）

転籍出向 早 期退職 転職援助 独立開業

制度 優遇制度 斡旋制度 支援綱度

調 査産業計 4，5 7．0 1．1 L3

500   人以上 41．2 55．723 ．716 ，3

1000〜499920 ．9 40、5 6，7 6．0

300〜999 人 9，4 231 1，5 1．8

100〜299 人 6．6 9，4 0．8 1，1

30〜99 人 2．8 3．5 0．9 1．0

（出 所 〉労働省 「雇 用管理調査」 よ り作成．

図表 2　早期退職優遇制度導入企業の比率の 推移

（％）

198019821987199119941997

調 査産業計 3．24 ．14 ． 3．13 ．37 ．0

5000 人以上

1000〜4999 人

300〜999人

100〜299 人

30 〜 99 入

34．119

．86

．7a7L8

45，127212

，84

．42

．2

5G．139

．

17，15

．

1，

41．128

，813

．75

．20

．8

42、522

．412

、33

．4L6

55．740

，523

．19

．43

。5

化 して い る場合 も少な くな い ． 労使関係の

条件次第とはい え、こ うした諸制度 の運用

を通 じて 、中高年労働者 を定年前 に も排出

で き る手段 を経営側は 手 に 入れ た とい っ

て よか ろ う。 また 、 労働者 か らみれ ば 、 結

果 と して 全員 が排出され る わ け で はな い

と して も 、 少なくとも制度 の適用対象 には

全員がな り、 その 可能性が あ るとい うこ と

にな る 。 控えめ に い っ て も定年 まで の 雇 用

継続 を以 前の よう な確 度で 予 定 しえ な く

なっ たとい えよ うa 「終身雇用慣行」 の 少

なくとも
“

変容
”

を意味す る事 態で は あ ろ

う 。

　 この
一

連の 諸制度 の 背後 に 「中高年 層無

用 」の 労働力編成政 策が存在 して い る とす

れ ば （中條ほか ［1988］、総論 （津田）） 、排

出の 年齢が早ま る傾 向が ある こ とを除き、

そ の 点は 基本的に は変わ っ て い ない とみ

る こ ともで きよ う。 変化 は 、 制度上 の定年

年齢の延長が進んだ結果 、 定年制が高齢者

排出の 機能を従来の よ うには果たせず 、 代

替的な制度が導入 されて 、 定年前の 退職の

（注）80
，
S2

，
87 年は定年制を定めて レ、る企業に 占める 比率 e

形 を とらざる をえ な くな っ てい る とい う

（出所）労働省 「雇用管 理 調査」 よ り作成．　　　　 とこ ろ にあ る （中馬 ［1994｝参照〉。 こ うな
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現 在 主 流で

あ る方針

今後 5年間

に 重要 性 の

高 ま る方 針

　（計〉

長期継続 的雇 用．

（100 ．0）

　 53．7

（100 ．0）

　 9，3

どちらかとい えば

長期継続的雇用

41、0 46．9

ど ち らか とい え ぱ

長期継 続 性 を 前提

と しない 雇 用

4，4 383

長期継続性を前提

としな い 雇用

o，9 5．0

ると 、 「終身雇用」の 社会通念 上の意味内容 とも齟齬 を来さざる をえない こ とになる 。 日

経連の 「新 ・日本的経営」論 が 「終身雇用」 に かえて 「長期 （継続）雇用 」 とい う用語 を

あて る とき、ひ とつ には以 上の よ うな背景が ある と思われる 。

　 3 ）採用方式の動向

　 「採用管理 の あ り方 として は、新規学卒春の一括採用 が今後 も中心 となる で あろう」（日

経連 「新 ・日本的経営論」） と述べ られ るごと く、 正規従業員が主に新規学卒者か ら採用

され る従来か らの政策 に は い まの とこ ろ大きな変化は ない よ うで ある 。 た だ、企業が 中高

年の 排 出をす す め る一
方で 、 若年 中心 の採用 を続 ける こ とが 、 社会 全体 として ど こまで 可

能で あ り、 ど こまで 許容 され るかは別 に検討されね ばな らない 。

　 4 ）若年期か らの 選別 と退職 （流動化）へ の 誘導ない し圧 力

　採用 され た若年の 正規従業員は少な く とも 45 歳頃 まで は安泰で あろ うか。変化 の 兆 し

は こ こ に もみ られ る 。 複線型 人事制度 と個 別管理 の も とで 、若年期か ら競争と選別 、 場合

によ っ て は退 職 （流動化）へ の誘導な い し圧 力が強 ま りそ うで ある e 昇進 にお い て 30歳

を前 に選別す る早期選抜制度の 導入 （ティ ジ ンの例）が始ま っ て い る a 退職金 全額前払 い 型

社員制度な どの よ うな 「転職して も不 利にな らない」 制度の 導 入 （松下電器 産業 の 働 は 、

経営側 か ら従業員 に 「転職 を誘導 しやす い」条件 に もな る 。 降格 や賃下 げもあ り、処遇格

差が広が るなかで は、時 には肩た たき 、 陰湿な い じめや嫌 が らせ を伴いな が ら、 「自発的

な退職」 へ と追 いや られ る ケー ス も十分 に想定 され る。こ うなる と、あらたな雇用 形態 と

されるかの 「長 期継続雇用」 自体 も 、 組織 の 中核に は そ の適用 をうけるグル ー プが存在 し

続 ける こ とは確か で ある と して も、個 々 の従業員か らすれ ば 、 こ こ に入 り込め るか どうか

は不確定で あ ろ う。

　なお 、 1節で もふ れた 「終身雇用慣行」 と結 びつ い た 「年功制」などの 諸制度に お い て

　　　　　　　　　　　　　　　　も 、 先行な い し並行 して 変化が生 じて い るが、そ こ
図表 3　 雇用方針の現状と今後の 方向性
　　　　　　　　　　　　　　　　に は立 ち入れ ない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　以上 に み たよ うな 諸変化 は、 い まの と ころ、経営

　　　　　　　　　　　　　　　　に とっ て 「終身雇 用慣行」 の も つ 自由な 雇用調整 へ

　　　　　　　　　　　　　　　　の 制約性を緩和 し 、 常傭形態 とい え ども 、 若年期か

　　　　　　　　　　　　　　　　ら、また中高年に お い て は と りわ け 、 労働者 を状 況

　　　　　　　　　　　　　　　　に応 じて 弾 力的に排 出で きる い わゆる f労働力流動

　　　　　　　　　　　　　　　　化」 の仕組 みを用意する とこ ろに 向か っ て い るよ う

　　　　　　　　　　　　　　　　に みえる 。 しか し、これ らが今後 どの ように展開し、

　　　　　　　　　　　　　　　　正規従業員 の雇 用形 態が どの よ うに再編 され るか を

　　　　　　　　　　　　　　　　最終的に み き わめ る には 、 そ の 歴 史的位置付けとあ

　　　　　　　　　　　　　　　　わせて 、現下の 経済的危機の 行方 と影響 を見 とどけ

　　　　　　　　　　　　　　　　る こ とが必要で あろ う 。 経営者 の 間に も．今後の 雇

　　　　　　　　　　　　　　　　用 方針の公式の表明 にお いて は 、 労使関 係へ の イ ン

咄 所）経済企醐庁 呼 成 lo年企業行釧 こ　 パ ク トを考 慮 して の こともあろ うが、な お慎重な 対

　　　閼する ア ンケ
ー

ト調薊 よ り作成．　 応 もみ られ る （図 表 3 参照） e
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3 ．変化 の 背 景と影響

　正規従業員の 雇用形ma＝ ＝ 「終身雇用慣行」にお ける如上 の諸変化は企業 内外の どの よ う

な諸変化 との 関連 （原因ない し媒介）の うち に生 じて い るで あ ろ うか 。 こ こ で は、検討 さ
れ る べ き主要なもの を列挙する に とどま り、それぞれ の 、あ るい は相互の 関連に つ いて 立
ち入 っ た考察はで きな い 。 なお 、 以下の 諸要 因は多かれ 少なか れ 冒頭にふ れ た雇用形態全
般 の諸変化 にかか わ る もの で あろ う。

　 1 ）不況の 長期化 ・深 刻化 と総額人件 費抑鰹 、 人員 削減

　　
「高 コ ス ト構造の 是正」とい う謳 い 文句の も と 、 コ ス ト管理 の面 で 総額人件費の 抑制 ・

削減 とそ の 「変 動費」化がそ こ こ こ で強調 されて い る 。 賃上 げの抑制か ら 、 賃下 げをも可

能にするよ うな賃金制度の 改訂 な どが進め られ る
一

方 、全般的な雇用 削減 と正規従業員の

縮小 、 構成比 を高めて い る中高年層の 劇減 （「賃金構造基本統計調査」 によれば、1000入以上規

模 ・男子の 45〜59歳層 の比率は、75 年 20％、85年 26％、95年 34 ％ と推移） もまた その方策と し
て 位置づ け られ 、 そ れ を円滑 に進 め るべ く雇用形 態にお ける諸変化 も生 じて い る とみれよ

う 。 こう した動 きは、今 日、
「世 界恐慌」 も懸念され る不況の 長期化 と深刻化 のなか で 、

多国籍企業 を中 心 とす るグロ
ーバ ル な生 き 残 り競争とそ の ための 経営戦 略 を媒介 とし て

貫かれ る資本の 蓄積法則 の 圧 力 の厳 しさ 、 さ らには、そ れを制限する社会的な力の 現状を

反映す るもの で あ ろ う 。
「利益 を確保する には、ある程度の 雇用犠牲は や むえない 」 （「日

経」 98．4．22、 「社長 100人アンケー ト」 で 66 人が回答） とい う声が高まる状況 にある 。

　 2 ）労働力の 需給調整 シ ステ ム の 機能強化

　景気変動 事業構造 の転換 、 技術 と労働の 変化等に ともなう企業レベ ルで の労働力需要
の変動に即 応 した労働力供給の 量的質的調整機能の向上 （「労働力の 流動化 」 ）が経営政
策 と して重 視され 、 労働力供給の いわゆる ジ ャ ス ト ・イ ン ・タイム 化 が志 向されて い る 。

そ こ にはまた 、 1 ）で ふれた人 件費の 「変動 費」 化 の 要請が働いて い よ う。

　需給調整 の方法と しては 、 労働供給 と労働力供給の 両 レベル で の 種 々 の 方法が 開発され

て きた 。 正 規のス リム化 と非正 規の増強 はそ の調整機能を高め、縮小 され た正規従業員 自

体の雇用の 相対的安定化は企業全体 と して の調整機能の 向 上 と両立 しえ な い わ けで は な
いが、今 日ではそ の 均衡点 は 、 少な くと も定年制 と採 用抑制、さ らには女性の 中途退職だ

けでは見出せ ず、 正規従業員の さらなる流動性 を要請 して い るかにみ える 。

　3 ）職務 の 内容 と構造 、 能力要件の変化

　産業構造や 技術 （今 日では特に情報技術）の 変化 、 それ らに規定 された労働組 織、 職務
の内容や構造 、 そ の能力要件の 変化は 、 雇用形態や労働力編成の あ りよ うに影響する重要

な媒介的要因で ある 。
「終身雇用」や 「長期継続雇用 」は 、 職務能力の 企業特殊性とも関

わ っ て 、 企業内で の 教育訓練と職務経験を通 じて の 職務能力の 養成方式 との 整合性にそ の

資本合理性 （の 一
つ ）が み いだされて きた 。 政策文書 にみるか ぎ りでは 、 こ の よ うな能力

育成方式を要す る職務は限定された もの とされ 、 その よ うな職務 にか ぎっ て 「長期継続雇

用」 が適用 されるべ き もの とされて い る （日経連の い う 「長期蓄積能力活用型 グル ープ」） 。

　最後 に 、 雇用形態 の如上の 諸変化が雇用 の 不安定化や失業の増大の 方向に作用する こ と
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は まちがい な い 。 労働 力 の流動化 と雇用の 自己責任が強調され るなか で一 資本主義的賃

労働の本来的性格 ともい えるが＿ 労働者は労働力商品の 販売者と して の 「自助努力」

を避け られな い と ともに、その 限界の ゆえに 、 団結 ・協同を通 じて 雇用保 障の仕組み一

対使用者 レベ ル と全社会的 レベ ル の双 方で一 を つ くりあげる行動 へ と向か わ ざる をえ

な い で あ ろ う 。

　他方、経営者と して も、仕事や労使関係にお ける労働者の意識や 態度 に及 ぼす影響に 目

をつ ぶ るわ け には い か ない 。
「終身雇用慣行」の 変容な い し終焉 と とも に 、 労務管理 の あ

りよ うも また再 編成 を求 め られ る こ とに な ろう。 「雇用」 の 労務 管理 的機能 にか ぎ っ て い

えば 、 当面 は人員削減や倒産 に よる失業の 脅威がよ り威 力を発揮 す る こ とに なろ うか。
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個 人 と 組 織 の 関 係 に 関 す る 学 説 研 究

　　　　An　Inquiry　into　the　Theory　of　the　Relationship

　　　　　　　between　Individuals　and　Organizatiofi

中央大学大学院商学研究科博士後期課程　　　　　　　飛田　幸宏
Graduate　School　of　Co  erce　of　Chuo　University　　　Tobita　Y嘘 ihirG

1．は 移め に

　人々 は企業や組織に参蒲 ・所属し，自分の能力の発揮や 自分の 目的の達成 を望み ，

一
方 ，

企業や組織も ， 組織 目標の達成，組織の 存続 ・発展を望んで い る と考え られ る 。 しか し．
個人の 目的 と組織の 目的 とは必ずしも一

致 しな い もの で あるが ， 個人 と組織 の双方に とっ

て は，それぞれ の 目的が調和され，お 互 い の 目的が達成される こ とが望ま しい と考え られ
る 。 そ こ で ， 本報告にお いて は ， この ような偶人と組織の 関係 に関する観点 か ら， 個人と

組織の 関係に関する研究， さ らには ， 個人と組織の統合に関する研究につ い て の考察を行
い

， 観 人の 目的と組綴の 目的を同時に達成 し ， 双方が共に利益を得 るよ うな個人 と組織の

関 係 として ． E」L シャイ ン （E．　H．　Schein） の個人 と組織の 関係 ， 特 に ，
　E．　H．シャイ ンが 「

創造的個人主義 （Creative　IndMdualis田）」 と呼んで い る個人の 組織へ の適応の仕方に
っ いて ，若干の考察を行いたい と考えて い る 。

H ．組織 にお ける個人

　人々 はそれぞ札 企業や組織に参加 ・ 所属 し
， それ らの 一

員 として 行動して いるが ．彼
らは ， 何を求めるために企業や組織に参加 ・所属して いるのか

， また ， 彼らは ， 何に よ っ

て 動か されて い る の であろうか 。 この ような人間の 行動を説明す る概念 として ， 個人に内
在する欲求があげられる 。

　個人に内在する欲求に関して ． E．　H．シ ャイ ンは ．
　A．　H．マズ ロー （A．　H．　las　low）

’

， C．　P．ア
ルダ

ー
フ ァ

ー
（C．P．　Alderfer），D．　C．マ ク レラン ド （D．　C．　McClelland） ， F．ハ ー

ズバ ーグ
（EHerzberg）が主張する基本的欲求な い し動機を並列 にな らべ

， それ らがお互 い に近似
して い ると して ， 図表 1 − 1のよ うにそれ らの カテゴ リ

ーを比較 して い る 。

　E五 シ ャインは．それ らの基本的欲求ない し動機の カテゴ リーに基づ いた諸理論にっ い

て ，人間個 人の 動機を分析する うえでの カテゴ リー
の有用性を認め，さらには，それ らの

諸理論が 人間個人の欲求が階層的に構成されてい る可能性に注目して い るこ とを評価して

い る 。 しか し ，

一
方で ，それ らの諸理論におい て は ， 個人差の問題が適切に解決されて い

ない こ と，成人の 発達との関連が不十分で ある こ と ， お よび「 般論的に述べ られ て い る に

とどまっ てい る ことを指摘し， そ して ． 人間の発達 とい う考え方 ， すなわち，人間の動機 ，

欲求 ， 能力 ， 態度 ， 価値観は生涯 を通 じて 変化 し発展するとい う考え方の必要性を主張し，
人間の行動と動機は ， 社会学的 ・状況的観点お よび発達的観点なしには理解する ことはで

きない と主張して い る
1｝

。

　図表 ∬− 1の諸理論における個人は ， 独立した人間 として とらえられて い るが ，個人は
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な ん らか の形で 組織 と　臓 E− 1

の 関わ り合い をもち，

組織 の なか の慴 人 とし
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

て 行動 して い る 。 すな

わ ち ， 個人 と組織 は相

互 に影響を及 ぼし合い ，

閾係 し合 っ て お り，憫 　　3

人 と組織は相互 に必要 　 4

とし合い ，それぞれの

目的を充足 して い る と
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5
考え られ る 。

　そ こ で ， 次の 皿 では．．

轟顳鰯獲置あ勲
ゆ ラン ド，” 一ズ パ ーグ に よ る

マ ズ u 一の 頒

（階層的）

　 生 理的欲求

ア
ーの 分類 　　 ドの 欲求

生 存の 欲求

ア ル ダーフ　　マ ク レ ラン 　　　ハーズ バ ー
グの 要 因

〔殪雇 注が 竃示 孝れ て い る｝

労働 粂件

2　 安 全欲求

　 （物 質的》

　 安全 欲求

　 （対 人閼係）

　 　 　 　 衛

支　配
　 　 　 　 生

　 　 　 　 要　 監　 督

　 和　　
因
　仲　間

給 料 と嚮利厚生

競 和，愛，社 会 的 歇 求 　 関 係建 の 欲 求 　 親

自尊欲求 （他の 人か ら

の フ ィ
ー

ドバ
ッ ク）

廟尊 （自己確 認的 活動 ｝

動
臓
づ

け
要
因

成達求欲長成 承 認

昇 進

資任 増加

　 自己実 現

（出所 ） EH ・　Sei 偶　Ofg…m 三zatio【凶 砌 ¢ holO脇 3 【d ¢ d酒叫 P【e 面 じ醒 誠，1980，　P．86、
　 　 シ ヤ ィン ．ta＃ − 夫訳 r組 瀞 G嚶 学．！岩狂書 店．1981年，9Sペ ージ ．

や ワが い の あ る仕 罵

儷 入 と組織 が どの よ うに関係 して い る か とい っ た偲人と組織の 関係につ いて 概観する 。

薀【．鶴入と組織 の 関係

　CL バ ーナー ド （C．　1．　Barnard）は ，燗人 と組 織 の 関係 を飼人の 貢 献 と総織の 誘 因を用

い て説 明 して い る 。 C。　L バー
ナ

ー
ドは ， 組織 が提供しうる誘因として 「特殊的誘因 （spe −

cific 　induce皿ents ）」　（物質的誘因 ， 儷人釣で 非物質的な機会 ， 好ましい物 的条件．理

想の恩 恵な ど） と
．　「−r 般的誘因 （generai　 incefit　ives）」　（袿会詰合上 の魅力 ， 情況

の 習慣的なや り方 と態度へ の適合，広 い参加の 機会．心的交流の 状態な ど）の 2 種類の誘

箘 をあげ ， 組織 は，偶入か らの貢献な しに は成 立 しない ため ，
こ の よ うな誘因を個人に与

え る こ とによ っ て ，個 人の協働意欲 を呼び趨 こ し，個人的努力の貢献を獲得する必要があ
る と主張 して い る

2｝
．

　すなわち． C．　L バ ーナー ドは ， 組織 の本質的要素は ，人々 が快くそれぞれ の努力を協饑

体系へ 貢献 しよ う とす る意欲で あ り ， 協勗の 力は
， 個人の協働 しよ うとする意欲と協働体

系に努力 を貢献しようとする意欲 とに依存 して い る と考 えて い る。そ して
， 組織の エ ネル

ギ
ー

を形づ くる假 人的努力の貢献は，組織か らの 誘因に よ っ て 個入が提供する もの で あり ，

一
般に ， 組織は，利己的動機に よっ て支配される傾向のある個人の欲求や動機を満足 させ

うる とき にの み，それが不可能な らば ，
「説得 の 方法 （the　MethOd　of　Persuasion）」

3｝

に よっ て ，それ らの欲求や動機 を変更 しうる とき にの み ，存続 しうるもの で ある とC．1．バ
ー

ナ
ー

ドは主張して い る
4）

。

　C．1．バ ーナー
ドは ． 個人に焦点をあて ． 個人の 貢献と組織 の誘因を用い て飼 人 と組織の

関係を説明 して い るが，同じように個人に焦点をあて ， 個人 と組織の 関係を説明して い る

の が ， E．H．シャイ ン の個人と組織の関係 の見解で ある。

　E．H．シャ イ ンは ， 個人 と組織の 問で 結ばれ る 「心理的契約 （Psychological　Contract）」

と い う考え方 を用い て ， 儼人 と組織 の関係にっ い て説明 して い る 。 こ の心 理的契約 とい う

考え方におい て は ， 個人は組織 に対して ， 自分を人間 らしく扱うこ と，仕事や成長の機会

を与えて くれ る こ と，それぞれ の欲求を充足 させ て くれ る こ となどを期待 し，

一方，組織
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は個人に対 して ・ 忠誠で ある こ と．秘密を守る こと ， 最善を尽くす こ となどを期待す ると
い っ た ・ 組織の構成員と管理者 ， すなわち ， 個人と組織の双方が ， お互 い にそれぞれの 役
割にっ いて期待し合 っ てい る とい う考え方で ある

5，
。

　そ して ・E・H・シャイ ン｝毳 社会学的 ・状況的観点の延 長で もある発達的観点の重要性を

強調 し・ 欲或 動機・価値観，規範はすべ て ，その社会の進化 ， 組畿および儷人の成長発

展 とともに変化 し ， それ らが変化すれば．個人 と組織の 双方の期待 も変化す るもの で あり，

それ に ともな っ て ， 個人 の欲求も組織 の要請も長期間には変化 し，個人と組識の 間で 結ば

れ る心理 的契約は変化する と主張して い る 。 したが っ て ， E．H．シ ャイン によれば，心理的

契約は ， 流動的な もので あり， 絶えず結びかえ られる必要があ り， それ は，組織にお ける

職業経歴や 時間の 経過の 中で 交渉され なおすもの で ある
6）

。

　さらに，E．瓶 シャイ ンぽ 次の ような 2っ の 条件 をあげ，
「複雑人の 仮説 （〔h聊 lex　A−

SSUNption ）」
7》

に基づ く人々が ， 効果的に働 くか どうか ， 組織 とそ の 目的に対 して信頼感
・忠誠心 ・熱意を もっ か どうか ． 仕事か ら満足感を得 るか どうか ， とい うこ とがその 条件
に園わ っ て い る としてい る

S｝
。

  組 織は何を自分たちに与え ， その 代わ り自分たちは組織に対して どの ような義務を果

　た さね ばな らな い か ， とい う ことへ の人々 の 《期待》と ， 何 を与え ， そ の代わ りに何を

　得る か につ いて の組繻の期待とが舎っ て いる度合 。

  　 〈侮 らか の
一

致が ある と前提 して） 《実際に交換され てい る事柄》の 性質 一
働い た

　時間と交換にお金 ；熱心に働き忠誡で あるこ ととの 交換 として社会的欲求の 満足と職務

　保障 ；高い 生産性 ， 良質の 仕事 ． 組織 目標達成のための創造的努力との 交換として 自己

　実現欲求の 充足とや りがい ある仕事をする機会 ；または これ らと他の もの との さ まざま

　な組合せ 。

　そ して ．E．H．シャ イ ンは ． 結局 ．
　 r個 人 と組織 の関係は

， 相互作用的で あ り，そ れは効

果の ある心理的契約の確立と，再確立の ための 相互の影響 と相互の交渉を通じて展開され

る ． したが っ て ， 倒人のモ チベ ー
シ ョ ンや

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 図衷巫一1　僧 人の 組識 へ の適応
組織の 条件だけをみて いたの では この心理

的な力動性は理郷できない 。 両者は複雑な　　　　　　　　　　　 中枢的規 範

仕方で 相互 に作用 し合っ てお り．それを理

解するに は，相互依存的な現象を取 り扱え

る シ ス テム 的アプロ ー
チが痞要で ある」

S，

と主張 し ， 個 人の 組織へ の適応の 仕方 を図

表皿一1の ように まとめて い る。

　E．H．シ ャイ ン によれ ば，個人の 組織へ の

適応は ， 組織 にとどまるためには固守しな

受 容 拒 否

周 辺的　　受 ＃ 　　　従 順

規籍

危 険分子 的反抗

拒 否　創造的個人主義　　公然た る 革命

（出所）　 EH ．　SeheiB．　OP．　cit ，　P。工00．匡膳 シ ヤ イ ン，
　 　 前掲邦説窃．u ユベ ー

ジ．

ければならない 「中枢的規範 （Pivotal　Norms）」 お よび （または）．固守する こ とが望

ましい が本質的で はない とい う意味の 「周辺的規範 （Peripheral　No皿 s）」 の 受容 または

拒否 とい う形で考える ことがで き ると して いる 。 そ して ， もし組織が ， 複雑で 変化する環

境に直面して成長と革新の能力をもちたい と思 うな らば
， 理想的な個人的反応は 「創造的

一41 一
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偲入主義 （Creative　Individualism＞」 で あ り，それ は中枢的規範は受け入れるが周辺的
規範は拒否す る こ とか ら生 まれ るもの で あると述べ て い る 。 そ して，創造的個人主義者は

，

基本的組織 目標と自己の 主体性の 保持の両面に強い関心を もち ， 組織がそ の墓本的目標を

達成す るの を助けるため にその 創造力を用いる と主張して い る
1 °）

。

W ．個人 と組織の統合

　個 人 と組織は ． それぞれの 欲求や 目的を充足する ために お互 い を必要 とするが ， 個人 と

組織は双方の 目的を調和 させ ，お互 い に利益 を得る よ うにする必 要が ある 。 そ こ で ， それ

を可能にする考え方 として ， 個人 と組織の統合とい う考え方が ある 。 で は次に ， その個人

と組織 の 統合 に関する理論 に つ い て検討して い く 。

　まず，C．アージ リス （C．　Argyris）は，健全なパ
ー

ソナ リティ の成熟傾向と公式組織 の

要請との 間 ， すなわ ち，成熟 を求める健全な個人の欲求 と公式組織 の要求との問には，適

合性が欠如して い る と述べ て い るが ， それ は ． 公式組織には ， 課業の分化，命令の連鎖，

鮨令の 統
一

．管理の 限界とい う4 つ の原則が適用され ， これ らに よ っ て ， 個人はパ
ー

ソナ

リティ の 発達を阻止 され る ために
， 個 人と組織との問に は決定的な不適合が生じる として

い る 。 そ こで ， C．アージ リス は， この ような個人 と公式組織 との 不適合の解消の ために ，

職務拡大や参加 的 ・民主的 ・従業員 中心的な リーダー
シ ッ プの 必要性を主張 してい る

11 ｝
。

　そ して ， さらに，C．アージ リス は ， 個人と組織の 統合の た めに双方の欲求や E的を満足
し あえる よ うに混合する こ と を考え ， 個人と組織の統合を可能 にする モデル として 「混合

モ デル （Mix鹽odeD 」 を考案 し，組織が 「混合モ デル」 上 の連続尺度の 右端に接近する

に っ れ て ， 組 織の特性か ら望ましい と述べ て い るが ，さらに
，

一
つ

一
つ の次元が他の 諸次

元 と相互 に依存 し合 っ て い るとい う次元の相互依存性 を強調 して いる 。 そ して ， C．ア ー
ジ

リス は ，個 人が ，精神的健康 を望み．組織が 混合モ デル の 連 続尺度の右謡に よ り密接に近

づ くと ころに あれば ， 個 人 と組織の概念が 一
致 し， 姻 人 と組 織の統含の可能性が大きい と

考えて い る
12 ）

。

　さ らに ，個人 と組織の統合 の 問題に関 して ． D．マ グレガー
（D．　McGregor）は ， 伝統的な

人間行動に関する考え方で ある 「X 理論 （Theory　X）」 に対して 「Y 理論 （Theory　Y）」

を提唱して い る 。 X 理論 によれ ば ， 人間は生 まれなが ら仕事が嫌 い で ， 強制された り， 統

制された り．命令された り， 脅か されなければ，組 織目標 を達成する ために 十分な力 を出

さない もの で あ り，

一
方 ， Y 理論によれ ば， 人間は 自ら進んで 身を委ねた 目標のた めには

自ら統制して 働き， 目標の 達成によ っ て もた らされる報酬次第によっ て は献身的に 目標達

成に尽くす と して い る
エ 3）

e そ して ，D．マ グレガーは ，
　 X 理論による組織作 りの 中心原則

で ある権限行使によ る命令 ・統制，すなわち ，
「階層原則 （the　Scalar　Principle）」 に

対 して ，Y 理論によ る 「統合の原則 （the　Principle　of　Integration）」 を提唱し，その

原則 は個 人 と組織の 統合を促進する ことを目的とする もの で ある と述べ て い る e すなわち，

それ は ， 個人が 組織の 目標 に向か っ て 努力する こ とによ り，自分自身も最大に自己の 目標

を達成する こ とが可能となる よ うな環境 を作 り出す こ とであ り， 経営能力の 向上 と， 自我

の 欲求や 自己実現の欲求の満足 とを結合させ よ うとする 試みで ある とされて い る 。 そして．
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D．マ グ レガーは
，

こ のような 「統合の 原則」 によっ て ，個人自分自身が組織の 目標を達成
す るこ とに努力 を傾ける こ とによっ て ， 最大に 自己の 目標の達成が可能にな ると考え， 個
人の 目的 と組織の 目的を統合する こ とが組綴に とっ て 望ま しい こ とで ある と主張 して い る
14 ｝

e

　そ して ， R．リッ カー ト （R．　Likert）は ， 個人と組織の統合を可能とする原理 として ，
「

支持関係の 原理 （th・ P・inciple・f・S・pP・rtive・R・1・ti・n ・h董Ps）」 とい う原理 を提唱し
て い る 。 こ の 原理 は ，

「組織体の 中の 人間が 自分の 経歴，価値 ， 欲求，期待との関連 にお
い て 組織の あらゆ る相互作用 ， 人間関係の 中で 自分が支持されて い る とい う実感をもっ こ

と．さ らにい えぱ，人間として の尊厳性を自覚し，かつ 信じ続 ける こ と ， これ を組 織体の

リーダー
シ ッ プや その 他のや り方によ っ て 最大限に もた らせ る よ うにす る」

1S）
原理で あ

り ． 組織体の成員がお互い の相互関係を進めて い く場合に用 い る一
般原理で あると述べ て

い る 。 そ して ， この支持関係の原理が組織 内に十分に適用されればされる ほど，組織体の

成員の非 経済的動機 と経済的欲求か ら生じる動機は相調和 し， 丙立するようにな り， 成員
個々 人の 心の 中に組織目標を達成するための 餡働的行動を生じさせ る動機力が生じるよ う
になる とR．リッ カー

トは述べ て い る
16 ）

。 そ して ， この ような支持関係の 原理が適用され ，

「連結ピ ン （Llnking　Pin）」 と呼ばれ る複数の 集 団 に所属 し
， それ らの 重複した集団の

要とな っ て い るある特定の人によ っ て 結ばれた重複集団型の組織にお いて は ， 組織の成員
個人が直接的にで はないが経営に参加する ことが可能 とな り， 成員 自身の さまざまな欲求
や期待が満 た され る よ うな高水準の業績 目標を成員が 自ら設定する こ とによ っ て ，同時に

組織全体が 高水準の 業績 目標 をもっ こ とにな り，それ によっ て ， 個人と組織の統合の 可能
性が 生じるとR．リッ カ

ー
トは考えて い る

17 ｝

。

　これ まで 検討 して きた個人 と組織の統合に関す る理論には
， 個人 と組織 との 関係に関し

て 共通の考え方があるように思われる 。 それ は，個人が組織の 目的に向かっ て努 力する こ

とによ っ て ．自分 自身の 欲求や 目的を達成す る こ とがで き，同時に組織 も個 人の 貢献 によ

っ て 組織の 目的を達成することがで きる と い う考え方である 。 すなわち，個人が組織の E
的を自分 自身の 目的として受け入れ ， そ の 目的を達成するために個人が努力する ことによ
っ て ， 個 人の 目的 と組織の 目的が 同時に達成され ， 個 人 と組織の 双方が共に利益 を得る こ

とがで きる とい う考え方である 。 したが っ て ， これ らの 個人と組織の統合に関する諸理論
にお いて は

， 個人は組織に一
体化 し ， 組織にお いて 自分 自身の欲求や 目的を満たす もの と

考え られてお り， 個人の 目的が組識の 目的と一
致 し ， 個 人の 目的よ りも組綫の 目的の 方が

優先され る傾向にある と思われ る。

　こ の ような組織における個人の態度は ， 皿 にお いて 検討したE．H．シ ャ イ ンの個人の 組織
へ の適応の 仕方 （図表皿一1） によれ ば，組織に とどまるため には固守 しなければならな
い 中枢的規範 と固守する ことが望ましいが本質的で はない周辺的規範の両規範の受容を示

す 「従順」 で ある と考え られる 。 すなわ ち， 「従順」 な個人は ， 従 来の慣例 に完全に含致

するように努力し
， 慣例墨守の 傾向が あり， 組織に忠誠で はあるが非創造的な 「オ

ー
ガニ

ゼー
シ ョ ン ・マ ン」 で ある と考え られる。

　しか し
， 組織や企業を取り巻く環境が不確実にしか も複雑に変化して い くなかで ， 今後
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の個 人 と組織の在 り方 ， 特に ， 組織における側 人の 態度と して ， E．H．シ ャイ ンが，図表皿
一1の なかで 「創造的個人主義」 と呼ぶよ うな個人の組織 へ の適応の 仕方が考え られるが

，

最後 に，そ の 「創造 的個人主鞠 につ い て検討する 。

V ．むすび

　すで に，皿 におい て 検討 したが，E」廴シ ャ イ ンは ， 図表 皿一1 の 「個人 の組織 へ の 適応」

に おい て ，組 織に とどまる ために は固守 しな けれ ばな らな い 「中枢的規範」 と固守する こ

とが 望ま しい が本質的で はな い 「周辺 的規 範」 の 受容 または拒否 とい う形で ， 個人の 組織
へ の適応を考えて い る。

　な か で も
，　「創造的艨人主義1 とい う個 人の 組織 へ の 適応 の 仕方は ， これ か らの組織に

お ける幗入の態度 として考 え られ る もの で ある 。 E．　H．シャ イ ン は 「齪造的儷人主義」 に闘

して ， 「も し組織 が．複雑で 変化する環境 に直面 して 成長 と革新の 能 力を持ちたい と思 う

な ら。理想的な個 人的反応は私が 「創造的幗 人主義 幽 と呼ぶ もの で あろ う」
1S ）

と主張 し

て い る 。 この 「創造的個入主義」 とは ， 中枢的規範は受け入れ る が周辺的規範は受け入れ

ず ． 基 本的な組織目標と自e の 主体性の 保持の両者 に強い 関心 をもち ． 紐織がそ の基本的

目標 を達成するの を助 けるためにそ の 創造力を用 い る とい う儀 入の 緻織 へ の 適応 の仕方で

ある とE．H．シャイン は述ぺ て い る
19 ）

。

　不確実に しか も複雑 に変化する環境に直面L て い る 現在の 日本企業に は ， 創造性を発揮
す る事業展開や研究開発が求め られて お り，そこで は． 「創造的儷入主 i謝 の創出が必要

条件とな っ て い る とい える 。そ こで ， これ か らは．E．H．シャ イ ンが い う 「創造的儷人主義」

が有効で ある と考え られ ， これか らの僊人の組織 へ の適応の 仕方 としての 「創造 的個人主

義」 の展 開が ，企業や組織にとっ て 重要な経営課題 に なっ てきて い る とい えよう。
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1912 年 当 時 に お け る 管 理 技 法 の 展 開

　　　　
一ア メ リカ 機械技師協会 の 委員会報告 ・討 論を基礎 として

一

（The　Development　of　Industrial　Management　in　1912：Focus　on 　the　Report　and
Discussion。f　the　Auterican　Society　of　 Mechanical　Engineers）　 　

・

　　　　　　　　　　 同志社大学大学院

Graduate　School　of　Doshisha　University

奥田友技子

Yukiko　Okuda

は じめ に

　F．W．Taylorが 『科 学 的 管理 の原 則 S を発 表 した年 （191D年）の 2年 緩 に 当 た る 1912年に 、ア

メ リカ機械 技師協会 （The　AEPerican　Society　of　Mechanieal　Engineers ：以下 、
　 A．S．H．E．と

略す）は、そ の 年 の 年次大 会（the　Annual　Meeting　1912）の テ ー
マ に 、

「産 業 管 理 技法の 現

在 の 状態 （the　present　state 　of 　the　art　of　industrial　rnanagement ）」 を選 び 、 そ の 大会

におい て 、こ の テ
・一

マ に つ い て調 査 を行 っ た委員会が報告 を行 っ て い る
t
。

　そ の 委 員会 （正 式名称 ：管理 に 関 す る 小 委員会 ）は 、9名で 構成 され 、 そ の 肉の 8人が 多数派

の 報告 （Majority　Repert）を作成 し、残 りの 1名が 少数派 の 報 告（Minority　Report＞を作成 し

た 。 多数派 の 報告を作成 した の は、 リ ン ク ・
ベ ル ト会 社 の 会長 で あ り、そ の フ ィ ラ デ ル フ

ィ ア エ 場で テ イ ラ ー ・シ ス テ ム を全面的 に展 開 した」．M．Dodge、マ ネ ジ メ ン トハ ン ドブ ッ ク

の パ イ オ ニ ア 的存在で あるL．P．Alford、　 D．M．Bates、海軍 造 船技 師で ある H．A．Evans、テ ー

パ ー製 造会社の 会 長 に就任 し 、 テ イ ラ
ー ・シ ス テ ム を全面的に そ の 会社 に適用 しよ うと し

た Wilfred　Lewis、 ガ ン トが 最 も成 果を収めた と こ ろ の
一

つ で あ る ブラ イ トン 織物 会社 の W ．

LLyall、　W．B．Tardア、そ し て 1886年に 「経済家 と し て の 技 師 」 を発表 したH．R．Tevneで あ っ

た 。 少数派 の 報告 は、H．H．Vaughanが 担当 した 。

　こ の よう な委員会 の 構成メ ン バ ーは 、当時管 理 と呼ば れて い たも の を実際に 工 場 に適用

するな ど し て 管理 の 普及 に 尽 力 した人 々 で あ る 。 もち ろん 、 それ 以 前 か ら管 理 に つ い て こ

の よ うな人 々 は個 々 に論文 を発表 して い た の で あ る が 、 彼 らは な ぜ こ の 時期 （1912年）に 、

こ の よ うな 委 員会 を．構成 する こ とに よ っ て 、 「産業管理 技 法の 現在の 状態 」 と い うデ ーマ

で 、 彼 らの 意見 をま とめ 、 そ れを管理 に つ い て の 統
一

的見解 と して 発表す る必 要 が あ っ た

の で あ ろうか 。

　そ の 原因 として 、 当時の 社会 情勢の 不 安定 さな ど多 くの 要因が 考 えられ る が 、本 報 告 で

は 、 そ の 直接的原 因 と し て 、 当時 の 労働 組 合 、 特 に現 場 レ ペ ル の 労働者 による管理技法の

導入へ の批判 、 ス トライ キ に歪 るほ どの そ の 導入の 否定 （ス トラ イ キ の 主たる原 因は時間研

究の 導入に 関 す るも の で ある ）、 お よび そ れ を き っ か け とした議 会 に よ る管理 導 入 の 法的規

制の 動 きを挙げ た い 。

　労働者側 は 、 管理 の 導入 に対 し 、 ス トラ イ キ に よ っ て そ れ へ の 拒否 を示 すと共 に、議会

に 働 きか け て こ れ らの 管理技法 の 導入 を 、 法的に禁止す る と い う形 に まで も っ て い こ うと
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して い た el912 年 にお け るこ の様 な 事態 は 、 管理技法 の 考案者 、 提案者達が行 っ て い た 管

理 促 進 の 方 向 へ の 運 動 を 停止 させ る状 況 へ と事態を進展 させ て い く傾 向に あ っ た 。

　 こ の ような事態に対 し、彼 らは よ り積極的に 活動を押 し進めて い くため に、何 らかの 形

で こ の 事態 の こ の 傾向へ 向か う流 れ を押 しと どめ る 必 要が あ っ た と考 え られ る 。 こ の よ う

な流 れ を押 し止 め 、 再び 管理 を促 進 し て い く方 向 へ 惰 勢 を向 け て い くため の 一つ の 方 法 と

して、A．S．M．E．に よ る 「産業 管理 技法の 現在の 状態」 とい う報告 が そ の 時期 に 出され た の

だ と考 え られ る 。

　本報 告 で は 、こ の よ うな 骨組み に 基 づ き、始 め に、当時 の ア メ リカ の 社会 情 勢 の 中 で 、

管理 に対 す る 労働者の 批判が 、 ど こ か ら出さ れ 、 ど の よ うな 内容 を も っ て い たか に つ い て

まとめ、次に 、最 初に 検討 し た労働組合 の 批判 と対置 さ せ る形で A．S．N．E．の 委員会 報告に

よ る管理 の 内容に つ い て の 主張 を整理 し、最後 に、こ の 労 働組合 側 の 主 張 と 管理 推 進 者 側

と の 主張 を対 比 させ る こ とに よ っ て 、 A．S。臨 E。によ る管理 技法 の 展 開 の 方 向 と、当時 そ れ

に 対 し て 起 こ っ た労働組 合に よ る 管理 へ の 批判 の 間 に は隔 た りが あ っ た と い う こ とに つ い

て 指 摘 し た い 。

1． 労 働組 合 に よ る 管理 へ の 反 対運動

　 1−1　ア メ リ カ に おけ る 社会不 安 と革新 主 義運 動 の 発 展

　 1912年 は 、ア メ リカ社会 に と っ て 革新主義 と呼 ばれ る 変 革 の 時 期 に当た っ て い た 。 こ の

年 にお こ な われ た 大統 領 選 挙 で は、W．膳 lsonが 「新 し い 自由 」 （New　Freedom）と い う政策 を

掲 げ、大 統領 に当選 し て い る 。 彼 は、当時 の 社 会 の 複雑な条件の 下 で 、 政府 に よ る積極 的

な活 動 ＝ 法律 の 制定 に よ っ て 、 トラ ス トの よ うな強 力 な組織 と の 関係 の 中 で 個人 が公 正 な

取 り扱 い を受 け る よ う に 彼 を助 け る 必 要 が あ る と主 張 し て い た
2

。 ま た 同 じ大統領 選 に お い

て 、 190ユ年 に 結成 され て い た 社会 党 （Socialist　Party ）が 、総得 票数 の 6％を獲 得 して い た 。

こ の よ うな 改革的 な運 動 の 背 景 には 、こ の 時期 、ア メ リ カ 独 占資本 の 内幕 が暴 露 され、独

占資本家 に よ る金権政治 へ の 批判 が高 ま り、社 会的 に不安定な 時期 に入 っ て い た こ とが あ

っ た 。

　さ ら に こ の 年 は 、サ ン デ ィ カ リズ ム の 傾 向を もつ 世界産業労働者組合（lndustrial　 Work
−ers 　of　 the　World：IWW）カsマ サ チ ュ

ーセ ヅ ッ 州 ロ ー レ ン ス の 繊維労働 者に よる ス トラ イ キ

を起 こ し、非熟練 労 働 者 を中 心 に賃 上 げ を獲得 し た 年で もあ っ た 。 上 記 の よ う に 、ア メ リ

カ社会 に と っ て 1912年は 、 トラ ス ト等 の 強力 な 組織 に 対 す る 個 入保護 を目的と した 法律の

制 定
3
、社会 党の 躍進、不熟 練労 働者 を中心 と した ス トラ イ キ の 成 功 に見 られ る よ うに 、社

会 的 不安定 な 時期 の 中 で 、 トラ ス ト等 の 強 力 な組織 に 対 し、労 働者等側 か らの 変革 が始 ま

っ た年で あ っ た とい え る 。

　 1−2　ウ ォ
ー

タ ータウ ン兵器廠事件 と議会特別 委員会 に よ る公 聴会

　同時 に こ の 時期 は 、 科学的管理 を含む様々 な刺激賃金制の 導入 に 対す る労働 組合の 反 対

が 政 治 的 問題 にま で 発展 し た 時期で あ っ た 。
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　アメ リカ労 働総同 盟（American　Federation　Labor ：以下 A．F．L．と略す ｝は 、 茎911年 2月の機

関 誌 『ア メ リカ ン ・フ ェ デレイ シ ョ ニ ス トdi（dneriean　Federationist＞に 、
　 Samuel

Gompers委員長の 論 説を掲 載 した 。 そ の 申で 彼 は 、 科学的管理 グル ープ の 「專 門的な 観察者

達 J や 「知 識 人達 」 を危険な存在で ある と し、動作研究 と労働者 を機械化 する試 み を非難

し た 。 更に そ の 年 の 年 次大会に おい て 、 彼は 「組 織労 働 者 は、熟 練労 働 者 に対 し て 不熟練

労働者を代替 せ し め る こ とに よ っ て 、 労働者の健康 をそ こ なわせ 、賃金 を低 くす る制度 に

反 対 して きた 」 と主 張 し た  

　他 方 、こ れ らの 管理技 法に 対す る 反 対 を積極 的 に 表 明 し た の は 国際鋳物 工 組 合 と国際機

械 工 組合 で あっ た 。 そ して 1912年 の 公聴会 開催の 直接的契機 は 、 こ の ような管 理 が 導入 さ

れ つ つ あ っ た 兵器廠 工 場 の 労働 者達に よ る批 判 で あ っ た 。

　1911年 、 国際鋳物工 は 、機関 誌 『イ ン ターナ シ ョ ナ ル ・モ ル ダー
ス ・ジ ャ

ーナ ル S に 、

そ の 機関 誌 の 編 集者 で あ る John　P．Freyの 論文を掲載 した 。 彼 は 、こ の よ うな 管理 制度 の 欠

点 は 、 労 働者 が支払わ れ る条件 を 決定 す る こ とに参画 す る 権利 を否定 する こ とか ら生 じて

い る と猪摘 した 。 つ ま り彼は 、管 理 制度 に おけ る 団体交渉の 不在 は 、労働組合 の 不在 を意

味す る と指摘 したの で あ る
S
。

　同年（1911年 ＞4月 、ロ ッ ク ・ア イ ラ ン ド兵器 廠 の 機械 工 達 が こ の 管理 方式 に 対 す る反 姆 を

表 明 した
゜

の に続 き、同年 8月 11日、ウ ォ
ー

タータ ウ ン 兵 器 廠 にお い て 鋳物 工 達 に よ る テ イ ラ

ー
主義下 の 最初の ス トラ イキ が 発 生 した

7
。 こ の ス トラ イ キ の 直接 の 原 因 は、そ の 鋳 物 工 場

で行われ た時 間研 究が 、 労鋤者 達に と っ て 不 正 な も の で あ る と確 信 され たか らで あ っ た 。

　こ の 一連 の運動が直接 的き っ か け とな り、 つ い に ig12年 に議会 にお いて そ の 問題を調査

す る ため の 特別委員会（Special　Committee　of　the　House　of　Representatives　to　Inves
−tigate　 the　Taylorand　 ether　 Systems　of 　 Shop　Management ＞が 設置 され 、公 聴会が 開催さ

れ た の で あ る 。

　以上 の よ う に 、 ！912年 と い う年 は 、労働組合 に よ る 管理 へ の 批判 、 特 に現場の 労働者 に

よ る反 対 声 明 が 直擾 の き っ か け とな っ て 、管 理 の 問題 が 政 治 的 ・社 会 的問題 と して 取 りあ

げ られる よ うにな っ た時期で あ っ た 。 管理 問題 が こ の よ うな段 階に至 っ た が故 に、もは や

管 理 導入 推進者個 々 の 意見では な く、彼 ら の 統
一

的 見 解 と して 、 A．S．N．E．が管理 の 意義に

つ い て公表す る必 要に迫 られ た の だ と考え られる 。

2．A．S．M．E．委員会に よる多数派報 告

　こ こ で は 管理 技法の 展開に つ い て 、 A．S．M．E．委員会 の多数派報告の 内容 を労働組合 に よ

る批判 と対置 し な が ら ま と め て い きた い 。

　 2−1．時間研究 に つ い て

　 まず委員会 は 、 労働組 合が 直接批 判の 対象 に した 時 間研 究に つ い て 、 次 の よ うに 報 告 し

て い る 。
「作業 を 分析 し 、 記録す る手法は早 くか ら発達 して い た 。

・tCharles 　 Babbageは 、

1760年の フ ラ ン ス にお け る 一人の フ ラ ン ス 人調査者 に よる 表を提供 して い る 。 そ こ には作

業 の 総数、各 作業 の 時間 、 費用 、 および ビ ン を作 る ため に要 した工 具 と材料の 費用 が 示 さ
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れて い る 。
… ・さ らに 彼は 、作業 の時間を測 る こ とを 目的 と した時計の 利用 に つ い て解 説

して い る 。 」 と して 、労働者の 作業の 時 間を計測 す る場合 、 労働 者に気付か れる と、労 働

者は 確 実に 自分 の ス ピ ー
ドを速 め るか ら、気付か れ ない よ うに計測 す る べ き で ある と い う

Babbageの 注 意 を 紹介 し て い る 。

　2−2．管理 の 技 法（the　art　of　Industrial適anagernent ）に つ い て

　次 に 、管 理 の 技法 の 定 義 に つ い て は 、 A。S。H．E．は 、次の 五 つ の 要 素 を管理 の 技 法 と し て

選び 出 し て い る
ee

　　　　　 〈 A．S．臨 E，に よ る管理 技法 の 定 義〉

（1）管理 技法 ＝ 徹底 した分析 的処置を必要 とする 労働の 管理 。

　　　　　　 経験則 とは 反 対の 科 学を含むプ ロ セ ス

（2）管理 技法 ＝ 繰 り返 し発 生 す る 産業お よび 事業 の 現象す べ て に 開 す る 批判的 観 察 、

　　　　　　 正 確 な 記述 、 分析 、 分類 の こ と 。

（3）管 理 技法 ＝   仕事 が な され る 以 前 に 、 そ の 各 部 分が分析 され 、 研 究され る 。

　　　　　　   最 小 の 動 作 と エ ネ ル ギ ーで そ れ が な され うる方 法 を決定 す る 。

　　　　　　   労 働者が 選ば れ た最 も 能 率的 な 方 法 で 仕 事 が で き る よ う労働 者 を指 導 す る 。

（4）管 理 技法 ＝ あ らゆ る部門 の絶 対 的統制へ の 到達 。

　　　　　　 個 入 の 意 見 → 作表 され た 疑 う余 地 の な い 事実 を置 こ う とす る努 力 。

（5｝管理技 法 ＝ 成功 した経営者の 実 践に 内在 して い る法則 及 び
一

般 の 科学法 則 の 意識的

　 　　　　　 適用 。

　こ の 管 理 技法 の 五 つ の 要索 を要 約するな らば 、 A．S．M．E．の 主張 する管理 技 法 とは 、 経営

者 側が 、 ま ず初 め に 1産 業 と事業 の あ らゆ る循 環 的 な 現 象 に対 して ［（2）の 管理 技法］、批

判的観 察 、正 確 な 記述 、分類 を行 う こ とで あ り ［（1）の 管理 技法］、次 に、そ の 記録の 中で、

無 駄な 動作 とエ ネ ル ギ ーが 最小 限 で あ っ た仕事 の や り方 の 記 録 を選 び だ し、 こ の 記 録 に あ

る 方法通 りに 、そ れ以 降 の 生産 が行 われ る よ う労 働 者 を 指導 す る ［（3）の 管理 技法 ］と い う

こ とにな る 。そ し て こ の 産業管理 に よ っ て 将来 の 現 象が規制 され る こ と にな り、 あ らゆ る

部 門に おけ る絶 対 的統 制が 確立 さ れる ［（4）の 管 理 技法コ こ と に な る の で あ る 。

　 2−3．経営者の 意識改 革 に つ い て

　最後 に 、産 業 管 理 の 技 法 の 導入 を否定 した労働組合側 の 主張 に 対 し、A．S．M．E．は 、こ の

よ うな 内容 をも つ 産業簪理 を 、産 業に お け る あ らゆ る生 産部 門 へ 拡大す る 時期 に 入 っ て い

る と 主 張 し て い る 。 彼等は 、 1750年か ら王800年の 間に 、 動力 織機 と蒸 気機 関 の 誕 生 に よ り

始 ま っ た 現 代産 業 は 、19世紀 後 半 の 主 と して設計 部 門 に お け る 機械の 設計技法等の 発 展 を

経 て、生産部 門 にお け る 産業管理 の 発展 に到 達 し た と考 えて い た 。

　つ ま り19世紀後半にお い て 、機械 と 工 具 の 設 計 に お け る 実験 、 調査、研 究の 方法 が高度

に発展 され 、 組織化され、こ れ を行 な う仕事が 高度 に 専 門化 され 、そ れ に従事 す る 人々 に

高 い給料が 支払われる よ うにな っ た よ う に 、 今度 は 、生産部門に お い て、特 に労働者に多

く の 注 意が 払われ るよ うにな り、生 産 の 問題 に 対 し て 、問題 を定義 し 、 調査 し 、 注意深 い
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研究を行 い 、正確な知識 を探 し求 め 、発 見 さ れ た事実に 基 づ い て 行動 を決 定 す る時期に あ

る と した の で ある  

　こ の よ うに A．S．M．E．は 、 「技能 をあ らゆ る産 業 へ 移転 す る こ と 」 と表現 す る こ とに よ っ

て 、産業管理 を生藤 の あ らゆ る 部 門 、 特 に 労働者 へ 適 用す る こ と へ 向けた経営者の 意識 の

改革を説 い て い る 。 つ ま り彼 らは 、 こ の よ うな 産業管 理 を、機 械 だ け で な く 、 労 働 者、さ

ら に は産業 の あ らゆ る 生 産都門 の 統 制 へ と拡大 し よ うと し 、 そ の 方向へ 向か う経営者側 の

意識的改 革 を主張 したの で ある
le

。

　3．A．S．M．E．委員会に よる少数派報告

　少数派 報告 にお い て は 、 管理 の 手 法に近年大 きな変化が起 こ っ て い る こ とを認め、そ の

変 化 とは 、時 間 研 究 、 動作 研究 、 賃 金 支 払 制度、機能的管理 の 発明 の よ うに 、 管理 の 手法

が 科学 へ と発 展 した と して い る
U

。

おわ りに

　以上、1912eeと い う年 を中心 に して 、 ア メ リカ におけ る 当時 の 政治的 ・
社 会 的状 況の 考

察 し 、 管理 技法導入に対 する労働組含の批 判 とそ の 政 治的問 題へ の 拡大 、 そ れ に 対す る 管

理推進論者 に よ る管理 技法の 展 開 に つ い て の 考察 を行 っ た 。 1912年は 、 ア メ リカ社会に お

い て 独占資本 へ の 批判 の 高揚 、 それ を受 け た社会 党の 結成、不熟練労 働者 に よ る ス トラ イ

キ 等、社 会 的 変革が行われ つ つ ある 時期で あ っ た 。

　また こ の 年 は 、当時工 場 に導入 され つ つ あ っ た 新 しい 管理 に対 し、従来の 労働組合の 執

行部 レ ベ ル の 反 対に 加 えて 、 鋳物工 、 機械 工 と言 っ た現場 レ ベ ル の労 働 者 達 か ら の 反対 も

起 こ っ た年で もあ る 。直接 的に は こ れ らの 現場 レ ベ ル で の反 対 に よ っ て 、 そ の 問題 を調 査

す るた め の 議会 に よ る特別 委員 会 の 任 命、公聽 会 の 開催 が行わ れ る こ ととな っ た の で あ る 。

　こ れ ら の 反 対運動 、 お よび公聴 会 で の 労 働組合側 の 主張は 、 主 として 、
「一日の 正 当な

仕事 」 は 、 熟練 した労働者 と職長の 指 導に よ っ て 決定 され る の で あ っ て 、 経営者側が勝 手

に決 定 す る こ とは で きな い こ と 、 時間研究 は 非人 間的 で あ り 、 ま た そ の 決 定方 法も不公正

で ある こ と 、 賃率の 決定 はあ くまで 団体 交 渉に よ っ て決定 され る ぺ き事柄で あ り、経営者

側 が
一

方的 に決定す る権利 はな い とい う点 を強調 した も の で あ っ た 。

　こ の よ うな 労働組合の 管理 に対す る批判 ・法的規制 へ 向け て の 運動 に対 し、管理 推進 論

者 の 統
一

的見解を表 明せ ざる を得な くな っ た A．S．H．E．委 員会 は 、 1912年の 報告書にお い て 、

管理 技法 の 導 入 、 特 に時間研 究の 導入 を否定す る 労働縊合に 対 して 、時間研究は すでに Ba

bbageに よ っ て提唱 され て い る こ とで あ り、それ は製 造 の 発展 に伴 う も の で ある こ とを主張

し、労働組 合 に よ る導入 へ の 反対 とは逆 に 、 む しろこ の よ うな管理 技法を、経営者側が 積

極的に 、 産榮 の あ らゆ る部 門に取 り入 れて い くこ とを提 唱 して い る の で ある 。

　また労 働組 合側 が主 張 した支払条件 の 決定 へ の 労働者側の 参画権利 に つ い て は 、 A．S．M．
E．はまっ た く触 れ て お らず、そ れ に つ い て は 「刺 激 とな る報酬 」 を労働者 に支払 うこ とに

よ っ て 「人的有効性 」 を増進 させ る こ と が 産業管理 に は 必要で あ る と述 べ て い るに過 きな
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い
1！

。 しかも組合側が 指摘 した 産業管理 技法 に よ る労 働者の 機械的 ・非人間的取 り扱 い の 問

題 に つ い て も、 A ．S．M．E．が 主張 した管 理 技法にお い て は ほ とん ど考慮 に 入 れ られて い なか

っ た と言 っ て 良い と思わ れ る 。更に A．S．M．E．が 管 理 に つ い て の 統一的見解 をだ さ ざる を得

な くな っ た 事態（公聴会 の 開催 に よ る 政治的問 題 へ の 発 展 ）を招 く直接 の き っ か け とな っ た 、

時間研 究 に よ る
・一

日 の 仕 事に 必 要 と さ れ る 時 間の 決 定 が 不公 正 で ある との 労働 組合側 の 主

張に対 して も、何 ら の 言及 もし て い な い e

　 以 上 の よ うな A．S．M．E，委 員会 に よ る 管理 技法に 関す る 統
一

的見解 は、労 働組合 によ る批

判 と全 く正 反 対 の も の で あ り、彼 ら の 主 張 す る管 理 技法は 、 労 働組合 に よ る 反 対 を免 れ得

ず、両者の 主張 に は、かな りの 隔 た りが 存在 して い た と い え るの で あ る 。

1
この 委 賑 報告
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イ ギ リ ス に お け る 労 働 者 協 同 組 合 の 発 展 と

衰 退 、 新 し い 展 開

The　Growth，　Decline 　and 　Recent　 Development 　 of 　 Worker　 Co・
operatives 　 in　 the　 UK

　　佐 賀大学 　　　　塚本一郎

Saga　 University　 Ichiro　 Tsukamoto

1．課題 の 設定

　本報告 の 課題 は、常に 発 展可能性 が 問題 と な るイ ギ リ ス の 労働者協 同組今 の 発展 と衰退 、

そ し て 近 年の 新 し い 展開を 概観 し 、 労働者協 同組 合 の 発展 可能性 を考察 す る うえ で 有 効 と

思 わ れ る視 点 を提 起 す る とこ ろ に あ る 。

2。初期労働者協同組 合 とウ ェ ッ ブの 生産者協同組合批判

　1850年 代 に な っ て 社会主義 の キ リ ス ト教化 を 唱 え るキ リ ス ト教社 会主 義者に よ っ て 、 生

産者協嗣組 合 （association 　of 　pr（｝ducers ：worker 　co −operative の 当時 の 呼 称 ）の 設 立 が推

進 さ れ る 。 しか し、 185e年か ら 52年 の 間 に 彼 らに よ っ て 12組合が 設立 さ れた が 、い ず れ も

景気 の 下 降 と と もに短期間で 倒産す る 。 1862年 か ら1880年の 間 で もわ ずか に 209組 合 ほ ど

が 設立 さ れ た に 過 ぎない 。 こ の 衰退 の 後 、 ギ ル ド社会 主義者 の 運動 と結び つ い た 一時期 、

1920年か ら 1921年 に か け て の わ ずか の 期 間 、 全 国建築 ギ ル ドの 創設 と結 び 付 い て 運 動が復

興す る 。 しか し、こ れ も結局 は政 府 の 補 助金 削減等 で 失敗 に終わ り 、 1970年 代 の 「新 しい

波」 と呼 ば れ る復 興期が 訪れ る まで 長期に わ た っ て 衰 退す る こ とに な る e こ う した 嚢退 の

背景 と し て 、 主 に   明確 な組織 原則 の 欠 如、   資金調達 お よ び経 営 ・ 管理 能力 の 欠如 、  

適切な支援環境 の 欠如 を指擯 で き る 。

　ウ ェ ッ ブ夫妻の 著作を検討す る とそ の 批判の 論 点 は以下 の 2点 に整理 す る こ とが で きる 。

　第 1 に 、 労働者 が 管理過程 の 統制権 を有す る と い う 、 そ の 管理 形態 の 有効 性 は 、内部組

織に おけ る労働者の 心理か ら生 じる内的圧力 と 、 不断 に管理技術 の 革新を要講す る資本主

義 シ ス テ ム か ら生 じる外的圧 力 に よ っ て 掘 り崩さ れ る 。 す な わ ち労働 者 に よ っ て 管理者が

選 鐵され 、 解任 され う る と い う管理形 態の も とで は 、 自 らが 選 ん だ 者か ら管理 され る こ と

を嫌悪 す る労働者 の 心理か ら して 、 管理 者が 効率的な管理 、 職場規律 を 継続 的 に 確保 して

い くこ とが 困難 に な る。また 、資本主 義 シ ス テ ム が 要請す る高度な専門知識 、 管理 方法や

技術 の 革新の 必要 に対 し て 、 そ う した 管理 の 形態 で は 有効 に 対 応 しえ ない
。 した が っ て 資

本主 義の 競争的市場経済に お い て は 産業組織の 管理 形態 は 、必然 的に 熟達 した 専門経 営者

が専 ら経営 ・管理 職 能を担 う資本主 義的経営 ・管理の 手法を と ら ざ るをえず 、生産 者協同

組 合の よ うに 労働者 が管理 過程 を統制す る管理形 態 は 失 敗す る か
、 また は 資本主義的経営
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に 変質す る こ とに よ っ て しか 生 き残 りえ な い
。

こ れ に対 し消費者協同組合 の 管理者 は 、 直

接組織内の 労働者 に よ っ て 統制 され るの で はな く、消費者に よ っ て 統制 され る の で 労働者

の 心理 や能 力 に 左右 され る こ とな く 、 効率的な 管理 を 確保 す る こ とが 可能 と な る 。

　第 2 に 、生 産者協 同組 合に お ける管理 の 形態 は 、 共同社会の 民主 制 と対立 す る 。 す な わ

ち生 産者協 同総 合は そ こ で 働 く 「少数 」 の 労働者の 個別的 ・排他的 利益を代 表 す る者 に よ っ

て管理 され るが 故に 、 共 同社 会 の 普遍 的利益を代表 しえ ず企 業主義 的傾 向が 強 く現 れ 、利

己 的非民 主 的 とな る。対照 的 に 消費者 協同組合 は 、社会 の 厂多数」 で あ る消費者 の 代表 に

よ っ て 管理 され る が 故 に
、 よ り普 遍的 な 利益を代表す る もの と して 民 主的 で あ る 。 また 産

業民主 制 の 構成要素 で ある労 働組 合 との 関係 に お い て も、生産者協同組合は 個別利 害で 動

くた め に
、 労 働組 合が 獲得 して きた 既 得権 さ え も脅 か しか ね な い 傾 向が あ る e した が っ て 、

産業 の 管理 は 個 々 の 企 業単 位 の 労 働者 に よ る の で は な く 、 彼 らと利害関係 の 薄 い 外的権 威

に よ っ て 統 制 さ れな け れ ばな らな い 。

　以上 の よ うに 、 ウ ェ ッ ブの 批 判の 核 心 は、ま さ に 生産者協同組 合の 組織 の 本 質で あ る労

働者統制そ の も の に あ っ た 。 ウ ェ ッ ブは 、一般 の 人 々 が 指導層 を統制す る と い う政 治的 な

民 主主義原 理 、 す な わ ち民主 的 統 制 （democratic 　controD を産 業組織 に 適 用す る こ と の

限界を指摘 した とい え る 。

3．現代 の 労働者 協同組合の 発展と衰退

　長 い衰退 の 後 、労働者協同組合は 1970年代以降 、 特 に ヨ
ーm ッ パ を 中心 と し た 世界的 な

「新 しい 波」 と呼ば れ る高揚 期 を迎 え る 。 最 も急増 した の が イ ギ リ ス で 、そ の 数 は 1970年

代初期 の 35か ら1985年 に は 1，000を超 え る よ うに な る 。 こ の イギ リ ス に お け る労働者協同

組 合の 勃興 は 、 石 抽危機 に よ る 経 済環境の 変化 に よ る 失業の 増大 、 労働党政権 に よ る支援 、

1971年 の 産 業協 同所有運動 （ICOM ＞の 設立 と正976年の 産業協 同所有法 、 1978年 の 協同

組 合振興機 関法 の 成立 を通 じ た 協同組 合支援組織 の 設立等 の 一連 の 支援機構 の 整備 が大 き

な 引 き金 に な っ た と考 え られ る 。

　
．
le年代 と80年代の 労働者協同組合は 、

　 I　C　OM と コ
ー

ン フ ォ
ー

ス らの 調査 （Cornforth

and 　Th。 mas ，1994）に よれ ば 、 1976年 の lO5組合 か ら1980年 に は 355組合 へ
、 そ し て 1984年 に

は 915組合 、 1988年 に は 1，403組 合 と一貫 して 発展傾 向に あ る よ う に み え る 。 しか し 、 80年

代 に 入 っ て そ の 増加率 は鈍化 し て い る 。 1992年 の 統 計で は 1，rl5組合で あ るか ら、 1988年

と比 較 して 約 290組合滅少 し て い る 。 統計上 の 数字 か ら も80年代後半か ら 90年代初期に か

けて の 労働者 協 同組 合 は 、全体 と して み れ ば 衰退傾 向に あ る と い え る 。 新 た な組織 の 設立

も1980半 ばに 年間300件だ っ た の が 、 1990年初頭 で は年 間 200件以 下 と減少 して い る。組 織

の 規模に つ い て は 、
コ

ー
ン フ ォ

ース らの 調 査結 果 に よれ ば フ ル タイ ム メ ン バ ー
が 5 人以下

の 組織 が 大 半を 占め て お り、1986年 ・87年の 調査結果で は 1 人か ら 4 人 が 59％ 、 50人以上
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が わ ずか に 1 ％ 、 92年 ・ 93年 の 調査 で は 、 1人 か ら4 人が 6盈％で 50人以上 は 2 ％ で あ る 。

圧 倒的 に 小規模 な組 織が 多い と い う点 で は余 り変化 は み られ な い と い え る 。

4 ．現代の 労 働者協同組合 の 新 し い 展 開

　イ ギ リ ス の 労 働者協同組合 は 全体 と して みれ ば 衰退傾 向で 推移 し て い るよ うに み え る。

しか し 、 そ の 傾向は 不均等 で あ り、 コ
ー

ン フ ォ
ー

ス らに よ れ ば 対照 的に 増加傾向 に あ る の

が バ ス 、タク シ ーな ど の 運輸 産業部門 と コ ミ ュ ニ テ ィ
・サ

ー
ビ ス 〈介 護 サ ー ビ ス 、 職業 訓

練サ ービ ス 等）部門で あ る。 運輸部門の 労働者協 同組 合が 全労働者協同組合 に 占め る比率

は、 1986年 の 2 ％ か ら92年 に は 4 ％ に 増加 して 47組 合が 活動 し て い る 。
コ ミ ュ ニ テ ィ

・サ

ービ ス 部門 は 、 1992年 の 統計で は 97組 合が 活動 して い るが 、 過去 の 統 計 で は こ の 部 門が 分

類 され て い な い た め 、そ の 増加 率を正 確 に 検証 す る こ と は で きな い （Comforth 　and

Thomas
． 1994）。 しか し、 ロ ジ ャ

ー ・ス ピ ア らに よれ ば 、 な か で も介護協 同組合 （care 　co −

operatives ）の 発 展が 顕著 で 、30以 上 の 保育 協同組合が 活 動 し 、 特 に 在 宅介護 サ ー ビ ス 分

野 の 協同組 合が 急速 に 発展 して い る 。 また 施設 サ ービ ス の 介護協尉組合 も多 く存在 する と

い う こ とで あ る （Spear，　Leonetti　and 　Thomas，19，　94．　p．6 ；Slean．1996）。

5．結論

　労働者協嗣組合 の 発展 は 、 ウ ェ ッ ブ が 指摘 した よ う に 依 然 と して 内的外的圧 力に よ っ て

制約 され て い る 。 しか し 、 ウ ェ ッ ブ以降の イギ リス 労働者 協同組 合の 歴 史は 、そ れ が 必 ず

し も死滅 や変質を 宿命 づ け られ た組 織で な い こ とを 示 し て い る 。 1980年 代後半か ら90無代

は 全体 と し て み れ ば 衰退傾向に あ る と は い え 、 そ の 傾 向は 急激な もの で は な く組合数 、 労

働者 数 と も一定 の 水準 を維 持 し て い る 。他方 で 新 し い 分野 で の 労働者協 同組 合 の 発展 もみ

られ る
。

そ う した 背景 に は 、 労働者協同組合や そ の 支援者 に よ っ て 、全 国的 ま た地域 レ ベ

ル で の 支援機構 の 整備 、 中央 。 地方 政府 との 一定 の 協力 関係 の 構築 、 内部組 織 に適 切な構

造 を与 え る努力等が 長期 に わ た っ て な され て きた とい う事実が あ る 。 こ れ が ウ ェ ッ ブ の 時

代 の 生産者協 同組合 とは大 き く異 な る点 で あ る 。 ま た 最近 で は 、労働者協同組合の 発展 を

促進 す る有利 な条件 も現れ 始め て い る 。 例 え ば 、 ESOP を 通 じた 既存 企業 の 転換 とい う

選択肢 、 社会 サ ー ビ ス 市場の よ う な有利 な市場 の 出現 、労 働組合運 動 の 態 度 の 変 化 な ど で

ある 。特 に 地 域社 会を基盤 に した発 展 と い う方向が 、 労働者 協 同組 合 に と っ て は 有効 で あ

る と考え られ る 。 すな わ ち地域経済の 発展 や コ ミ ュ
ニ テ ィ の ニ ーズ （福祉 や雇馬 ）の 充足

に 、労働 者 協同組合とい う企業形態 が 有効で あ る とま す ます認識 さ れ る よ う に なれ ば、発

展 の 可能性は よ り高まる と考え られ る 。

　最後に こ れ まで の 検討を踏 まえ なが ら 、 労働者協同組合 の 発 展を展望 す る う え で 有効と

思 われ る い くつ か の 視 点 を提 起 した い
。
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　第 1に 民主 的統 制 と効率的管 理 の ジ レ ン マ に 注 目す る視点で あ る 。 こ れ は ウ ェ ッ ブ以来 、

労働者協同組 合 の 弱点 と して指摘 され続 け て い る 。 確か に こ れ以 外の 問題 、 例え ば 出資者

を そ こ で 働 く労働 者 に 限定す る こ と に よ る 資金 調達面 で の 制約 、 専門的 な 経営技衛 能力等

の 不足の 問題 等 も、 労働者協同組 合 の 発展 を制約 す る深 刻な 問題 で あ る 。 しか し 、そ れ ら

の 問題は 適切な条件を整備す る こ とに よ っ て 、一
定 の 克服 が 可能 とな ろ う 。 しか し、組 織

の 民主的 な構造や 文化 を犠 牲 に せ ずに 事業の 成功 と効率的 管理 を 実現 す る こ と は 、 よ り厄

介な 問題 で あ る 。 それ は顕在化 し に くい 、組織 内で働 く心 理 （態度や 価 値観 ） の 力学や イ

ン フ ォ
ー

マ ル な権 力 の 問題 と関連 し て い る
。 民主的統制 と効率的 管理 の ジ レ ン マ が組織 の

破壊に っ な が らな い た め に も、 ジ レ ン マ の 存在 を否定 した り隠蔽 す る の で は な く、そ れ を

認 め た うえ で 、民 主的統 制 と効率的管理 が 相互 に 共 存 し発 展 し うる よ うな条 件 の 整備が 必

要 と な ろ う 。 例え ば 、 組織 特盤 に 適 合 し た 管理 の 方 法 や リ ーダ ーシ ッ プ の あ り か た の 摸索

等で ある 。 ま た民 主的統 制 と効 率的 管理 の ジ レ ン マ に 影響 を与 え る組 織 内外 の 力学に 注 意

を 払 う必 要が あ る 。

　第 2 に 労働者 協同組合と外部環境 と の 適 切 な共 生 の あ りか たに 注目す る視点で あ る 。 労

働者協同 組合 の 発展 に 影 響を与 え る外部環壤 に は 、 市 場 、 国家 、 コ ミ ュ
ニ テ ィ 、 社会運動

等が 含ま れ よ う 。 こ こ で い う市場 とは 、 「市場一般」 で は な く、そ の 組織 が活動 する特定

の 市場 で あ る 。 労 働者 協同組 合 は 、市場 の な か で 括動 せ ざ る を え な い 以上 、 市場 と適切 に

共生 す る 必要 が あ る 。 そ の た め に は そ の 特 定 の 市場 に 対 す る 知識 を高 め て い く必要が あ る 。

ま た 、国家 と の 関 係 に お い て も 、 国家 が労 働者協同組 合の 発展に有利 な法 的枠組 み を形成

す るカ を 持 っ て い る こ とか らす れ ば 一定の 共生 が 必要 と な る 。 そ う した法 的枠 組 み は発展

の た め の 普遍 的条件を用 意 す る こ とを 意味 す る か らで あ る。地 域社会 と の 関係 も同様 で あ

る 。 地 域社 会、特 に 地 方 自治体 に そ の 意義 が 認 知 さ れ る こ と に よ っ て 発展 に 有 利 な条件 を

引 き出 しう る 。 ま た 、 労働者協同組 合 と価 値を 共 有 す る社会運 動 との 協力 関係 の 構築 も 、

労働者協同組合の 支援環境 と し て 重要 で あ る 。 な か で も労慟運 動 との 関係は 発 展の 鍵 を握

る と考え られ る 。 ま た 消費者 協同組 合 と の 協力 関係 も、そ れ が 労働者協同組 合 に 販路 を提

供 しうる こ とか らすれば 、や は り発展 の 鍵を握 る と考え られ る
。

　第 3 に 支援機構 と労 働者協 同組 合の 発展 との 関連に 注 目す る視 点で あ る 。 ICOM や C

DA 等 の 支援組織 が労 働者協 同組 合 の 発展 に 寄 与 し て き た こ と は 、 す で に み た と お りで あ

る 。 公的 な 資金 の 供給 を受 け る CDA の よ うな 支援組織 も重 要で あ るが 、 労 働者協同組 合

が国 家の 支援 に 過度 に 依存 す る こ と は 、組 織 の 変質に つ なが る お そ れ が あ る 。 す な わ ち国

や地方 自治体の 一定の 支援を 受け な が も 、 自治 的民 主主 義的 内容 を維 持 して い くた め に 自

治的 な支 援組 織 の 役割 が 重要 とな る 。 例え ば ICOM は 非営利の 自治的 な全国組織で あ り 、

労働者協同組 合 の 支援の 法的枠組 み の 形 成 に 寄 与 した の み な らず 、 組織 に民 主的な構造 を

与 え る こ とに も寄与 して い る。 こ う した 自治的 な支援組 織 の 強化 も今後 の 課題 と な ろ う 。
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　第4 に 労働者協同組合の 組織特性 とその 成功を評価する基準との 関連 に注 目す る視点で

ある 。 民主的統 制 を本質 とす る そ の組織特 性か らす れば 、 そ の 成功 の 基準 を既存 の 営利企

業 と同 じよ うに事業の 成功の み に 求め る こ とは で きな い 。 市場が 押 し付け る 価値基 準 に 一

元化 され事業志向の み が 高ま っ て い けば 、労働者協同組合 の 組合 員は 、 組織 と個人 に おけ

る民主 主義的要素の 発展 に 無 関心 とな り 、 ますま すそ の 民主 的構造 を事業 の 発展 の た め に

犠牲 に す るよ う に な る だ ろ う。 労働者協同組 合 の 業續 評価 、す なわ ち そ の 組 織 が 成功 して

い るか 否か を評 価 す る に あた っ て は 、事業 の 成長の み な らず、組 織 内部 の 民主 主義の 発展

を評価 しう る よ うな基 準の 設 定 が求め られ る 。 す な わ ち 、 組 合員が組織に お け る経 験を通

じて民主 主義 的 な意識 を 形成す る方 向で 成長 した か 否か が検証 さ れ る必要が あろ う 。
こ う

した評 価基準の 設定 は 組織の 民圭 的構造 の 変質 を防止 す る うえ で 有効 で あ る と考え られ る 。

〈本報告 は加筆 修正 の 上 、 　r佐 賀大学経済論集 』第 31巻第 2 号，98年 7 月 に 掲 載 した 。 ）
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は じめに

　労使間の パ ワ
ー

の 配 分構 造が労使 関係の 性格 を決定す る革新的 要素 で あ る とい うこ とか

ら労働組 合及び労使 関係 の 構造 と性格が生産シ ス テ ム 、特 に作業組織の あ り方 に 最も重要

な要 因で あ ると考え られ る 。

　こ こ で は 、 労働組合が組織され て い る企 業 （また は工 場〉の 中で ア メ リカ式 チ
ー

ム 生産

方式 を導入 した 事例 を取 り上げて 、 雇 用保 障 と労働の人 聞化な どの 従業員の 欲求充足 と生

産性 向上 ・ コ ス ト削減な どの 企業 の 付加価値 とい う労使の 相互利益を実現す る場 と して の

作業現場に 焦点を当て て 、実際に企業が 労働組 合 との 協力 を基に経営革新 を推進す る過程

の 中で 労働組 合の 役割 を中心に 、 労使関係 の 重要性 を考察す るこ とを 目的 とす る 。

1　 事例研 究対象お よび調査方法

　調 査対象は 、 GM が 100％ 出資 した 完全子会社で あるサ ター
ン とク ライ ス ラ

ー一一
　ltの ジ ェ

フ ァ
ー ソ ン きた工 場の 二 つ で ある

1 ｝。GM とクライ ス ラ
ー

社 とい う自動車製造会社は そ の

売上高か らみ て もア メ リカ の 企業は もちろ ん世界的に も大企業で あり、 労使関係 にお い て

も他の 企業の 先導的な役割 を果た して い る と思 われ るか ら で あ る 。 また 、
二 つ の 工 場 を め

ぐる労使 関係 にお い て は 、 ク ライ ス ラ
ー

杜で は 労働組合が よ り伝 統的 な役割 を果た して い

るが 、サ ターン の 労働組合は生産 シ ス テ ム の 中に 統合され て い る とい う対照的な性格 で あ

る こ とか らも二 つ の 工 場の 分析は ア メ リカ企業が経 営革新を推進す る過程の 多様 性を理解

す る こ とに大 い に役 立 つ と思 われ る。

　調査は 両工場の 車体工 場 と最終組立 ライ ン で働 い てい る労働者 を中心に 行なわれた。車

体工 場は 自動 化 されて い る資本集約的な労働領域で ある こ とか ら労働者の数が 少 ない こ と

に比 べ て 、 最終組立 ライ ン は まだまだ労働集約 的な労働領域で あ る。労働者 の イ ン タ ビ ュ

ー
は 無作為抽出で あ り 、 参加 は 自発的に行なわれた。イ ン タ ビ ュ

ー
方法 としては 、労働者

の 労働経験を推量で きる五 段階の ラン ク方式 と主要課題に 関 して は労働者
一

人一人 の よ り

微細な見解を引き出せ る 自由回答 式 とい う二 つ の 質問方式の 組み合わせ に よっ て 行わ れた 。

2　 理論的背 景

ハ イ マ ン とス トリッ クは最近の 経済環境の 変化 に対す る各 国の 労使関係シ ス テ ム の 反応

を次の三 つ に類型化 した
2 ）

。 第 1類型 とは 、 外部労働市場を通 して柔軟性 を追求する こ と

で 対 立的 な労使 関係 を維持 しよ うとす る薪 自由モ デル で あ り 、 サ ッ チ ャ
ー政権下の イ ギ リ
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ス が そ の 代表的な例で あ る 。 第 2類型 とは 、中核労働者に 対 して は 内的柔軟 性 を持た せ る

方法 を、限界的な労働者に 対 して は外 的柔軟性を持た せ る とい う二 元 主義モ デル で あ り、

日本が その 代表的 な例 と して 挙げられ る 。 第 3類型 とは 、脱 フ ォ
ー

ド主義的 な作業現 場革

萩 を通 じて 内的柔 軟性を も っ て 対応す る疑似協調 モ デル であ り、 ドイツ とス ウェ
ーデ ン が

その 代表 的 な例 で あ る 。 また 、労使関係 の 世界的 な ト レ ン ドを み て も、労使関係 が対 立 中

心か ら参加 中心 に 変化 し て い る こ とと労使関係 の イ ッ シ ュ
ーが 産業あ る い は 国家 レ ベ ル か

ら企 業あ る い は作 業現場 レ ベ ル へ 変 化 して い る こ とが 指摘 され る 。

　ア メ リカ 労使関係 に限定 して み て み る と、 コ
ー

ハ ン とオ ス タ
ーマ ン は 今 日 の ア メ リカ の

労使 閧係 が iow　roa δと呼 ばれ る低 賃金一
低生産性体制 と high　road と呼ばれ る高賃金一高

生産 性体 制 との 間 の 多様な 可能性 を前に して 変化 の 真 っ 只 中に ある と主張 し て い る
3 ）

。 こ

の 両極の 中で 今の ア メ リカ 労使 関係 を考える とそ の 模様 を次の 三 つ に パ ターン 化す る こ と

が で きる。
・一

番 目 の は伝 統的 な 対立 的 労使 関係 を固 執す る パ タ
ー

ン で あ る。 こ の パ タ
ー

ン

は い わ ゆ る 「ニ ュ
ーデ ィ ル 型労使関係」 を踏襲す る もの で あ り、こ の よ うな極端 な労使対

立に 至 っ た原 因 として は 、一方 に お け る経営側 が労働組 合の 立場 を港えた トレ ー ド e オ フ

的 な圜体 交渉で は な くて 労使関係 の 構造 の 中で
一方的 に 賃金 を含む諸労働 条件 を悪化 させ

よ うと した 交渉 を強要 した 結果 で あ り、他方 で は 、既 存の 職 務 編成 と作 業規 律 の 権限を そ

の ま ま維持 しよ うと した 労働組 合に あ る と考え られ る。二 番 目は労使 共 同で 参加 的な革新

モ デ ル を創 出 して い くパ ター ン で あ る。 こ の パ ターン は ， 労使間の譲歩を 前提 に した妥協

を基 に作業組織の 柔軟な編成 と運 営、労働組合の 作業現 場を超 えた レ ベ ル にお ける諸意思

決 定 へ の 参加、拡大 され た教育訓練 とキ ャ リアー
の 開 発な どを通 じて 労働組合の 役割 を積

極的 に拡大 しよ うとす る もの で あ る。三 番 目は低 賃金 労働力 の 浩用 を 目的に 労働組合排除

戦略 を取 るパ タ
ー

ン
「
が それ で ある 。 こ の パ ターン は 労働組 合 を 回避 し て ア メ リカ の 南部 ・

西 南部地域 あ る い は 海外 に 工 場 を移転す る か また は 賃金 の 安い 臼用 労働 者 を積 極的 に活 用

する 、い わ ゆ る搾 取 工場 （ス ウェ トシ ョ ッ プ ・ フ ァ ク トリ ：　sweatShop 　factory）がそ の
一

例で ある。 しか し
、

こ れ らの 三 つ の パ タ
ー

ン が明確 な形で 定着 した とい うよ りは それ ぞれ

の パ タ
ー

ン が 相当流動的で あ り、それ ぞれの 相互 作 用 に よ っ て 再編 され る 可能 性 を 常 に持

っ て い る し、またそ うな りつ つ ある の も現状で ある と思 われ る 。

　また コ ハ
ー

ン 、カ ッ ツ 、 そ して マ ッ カ
ー

シ ーは、1980 年代を 中心 に ア メ リカ の 労使関係

が この よ うな変容を もた ら した原因 と して 労働組合組織率 の 低 下 、労使 共通理 念の 必 要性

の 台頭、経営者 主導 へ の 変化 の 三 つ に 要約 して い る 。 こ こ で 彼 らは 戦略 ・政策 、 団体交渉、

作業現場 とい う三 つ の 意 思決定 レ ベ ル と労働者 ・労働組 合 、 使用者 、 政府の 三 当事者に 区

分 して表 1 の よ うな マ トリッ ク ス を提案 して 、 それ ぞれ の レ ベ ル はその レ ベ ル だけで は な

くて 他の レ ベ ル に も影響を及 ぼす と主張 した 。

　 　 　 　 　 　 　 　 表 1　 ： KK 贓 に よ る 三 つ の レ ペ ル に お け る 労使関係 の 活 動

レ ベ ル 使用者 労働組 合 珊

長期 戦略 と政策決定 経営 戦略、政 策決 定入 的 資源 戦略 政治的戦略代褒 権戦路 マ ク ロ 経済及 び社会 政策

団 体 交渉及 び人事政策 人事政策協商戦略 団体 交渉戦 略 労馳 法 と労働行 政

作業 現場 及び

勘 労基瑾

管理 監督方 式、勤 労者参加

職務設計及 び作業組織

団体 協約 管 理、労働 者 参

加、職 務設 計及 び 作業組 織

働労基準、勤労者参加

匍人 の 権利 保障

出所 lKO σHAN ，　T　A，，KATZ，　H ，　C、＆ MCKER31E ，　R，　B ．，1986 ．（p．17 よ り）
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　表 1で 分か るよ うに 、生産 シ ス テ ム の あ り方 も三 つ の 意思決定レ ベ ル にお ける戦略的選

択の 相互作用 に強 く影響され る と思 われ る 。 彼 らは 団体交渉とは 三 つ の 意思決定 レ ベ ル の

一
っ で あ り、 制限的な行為で あ る こ とを強調 しな が ら 、団体交渉期 間以外に も労使関係 は

そ の 重要 性をもつ こ とで 長期戦略 ・政策 レベ ル と作業現場お よび個人 ・組織閼係 レ ベ ル に

注 目したの で ある 。 生 産段階に お ける労使の関 心事 とは 労使の 協力 と労働者 参加 な どに よ

る労働者欲求満足 と企 業の 付加衝値 を高 める こ とに ある と思われる 。 優良企業の 経 営革甎

に関す る多 くの 事実 か らも労働組 合お よび労使関係 の 構造 と性格は 生産 シ ス テ ム 、特 に 、

作業組織 の あ り方 を決定す るも っ とも重要な要因で ある こ とが 分か る 。

　特に、作業現場 レ ベ ル に お け る ア ペ ル ボ ム とバ ー
トの 主張

4 〕
に よる と、ア メ リカで は 二

つ の 高能率生 産方 式モ デル が あ り 、 ア メ リカ 式 リーン 生産方 式 とア メ リカ式 チ ーム 生産方

式が それ で あ る 。 ア メ リカ式 リ
ー

ン 生 産方 式 とは トヨ タの がん ばん方式 に代表 され る 日本

型生産方 式 を応用 した もの で あ り 、 最高経 営者の 主導で 行 われ る品質志 向の 経営方式 をそ

の 土台に した生産方式で あ る 。 これ に対 して 、ア メ リカ 式チーム生産方式 は ス ゥェ
ーデ ン

の 祉会＝ 技衞シ ス テ ム 論的ア プ ロ ・一一チを応用 した もの で あ り、 生 産現場の 自律的なチ ーム

作業を通 じて 意思決 定とパ ワ
ー

の 配分をめ ぐる分権化 と民主化 を相対的に強 調 した 生産方

式で ある 。 こ の 二 つ の 生 産方 式 の 相違点は 生産製 晶の 市場構造、技術 、そ し て 組織戦略の

側面よ りは人的資本管理 およ び 労使関係 の 側面の 方で もっ と著 しく現れ る と考え られ る 。

　また 、ア メ リカ 式 リ
ー

ン 生産 方式 は 主 に労働組合が組 織 されて い な い 企 業 あ る い は 工 場

で 採択 され て い る こ とに対 して ア メ リカ 式チ ーム 生産方式 は 労働組合が 組織 され てい る企

業あるい は工 場で 多 く採択 され て い る傾 向があ るこ とか ら、以下で はア メ リカ 式チーム 生

産方式 に限定 して 、実際の 経営革新の 過程で 労使関係 が どの よ うな関連性 を持 つ か を考察

する こ とにす る 。

3　 調査の 内容

　サ ター
ン と JNP の 概 要 を見て み る と 、 テ ネシ

ー
州の ナ ッ シ リ市 の 郊外で あ るス プ リン

グ ・ ヒール に飯在す るサ ターン は GM の 100％ 出資で 設立 され 、 セ ダン 、ワ ゴ ン とい っ た

小型車を生 産す る会社で ある 。 サ ター ン の 最 も特徴的 な技術の 変化 は 自動 車 を組み立て す

る方法で あ り 、 木製台車を コ ン ベ ア
ーの 代わ りに使 うこ とで ある。労働者 の 構成は 27％ 弱

が黒人で あるい は ラテ ン 系で あ り 、 22％ が 女性で あ る 。

　ミシ ガン 州デ トロ イ ト市の 東地 区に位地す るジ ェ フ ァ
ー

ソ ン 北工場 は閉鎖 され た 旧 ジ ェ

フ ァ
ー

ソン 工場の 跡地 に設立 され たク ライ ス ラ
・− trの一

工揚 で あ る。 労働者の 構成は ？0％

強が少数民族 （大概は黒人）であ り、8％ が女性で構成 されて い る。 両工 場は 1990年 に操

業開始 し、品質と生産性 ともに高い と評価されて い る 。 生 産性に関 して は サター
ンの ほ う

にも っ と複雑な もの が あるけれ ど 、 それは 生産プ ロ セ ス 自体の 効率性 よ りデザイ ン な どの

要因に よる もの とされて い る。

　チーム の 運用 が生産シ ス テ ム の効率性 と労働者の 反応 を決め る 中心的な要素 で あ る とい

う認識 の 下で 、 両工 場の チーム の 運用 を見 てみ る と 、 両工 場で は技能に基 づ い た柔軟性 と
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い うア ブ m 一チ に 依存 して い る。 こ れ は 労働 者 に 自分 の 経験 、 選 択 、 そ して 基本的な 手続

に 関す る 理解 に 基づ い て 、 非公 式的な判 断 を下す 許容範囲 を与 える とい うア プ ロ
ー

チ で あ

る 。 従 っ て 、ア メ リカ式 り一ン 生産方式 の 核心で あ る と主 張されて い る公 式 で プ ua グラム

化 され て い る作業表 に は あま り依存 しなくなる 。 表 2 の チ ーム の 職能 か ら共通点 と相違点

をみ て み る と、共 通点 と して は、表 2・　 ，サ タ
ー

ン と JNPに お ける チ｝ム の 職能

第 1 に 、 リ
ー

ダ
ー

は選 挙 に よ っ

て 選 ばれ る。 こ れ は チ
ーム の 自

律性 を強 調す るた め で あ る と思

わ れ る 。 第 2 に 、従来 の フ ォ ア

マ ン が 担 っ て い た 管理 者的な職

務 を チ
ーム が 遂行 し て い る こ と 。 出 所 ：　Harl。r　Shaikee，，St。 ven 　L。pez，　and 　lsssc　Mankita （1gg4）よ り

ど ち らか とい え ば 、サ タ
ー

ン の 方 に 責任 あ る い は 意思決 定の 範囲 が広 い
。 第 3 に、従来 の

フ ォ ア マ ン が な い
。 しか し 、 JNP で は 、従 来の ジ ェ ネ ラル ・ フ ォ ア v ン に相 当す るが 、 管

理 上 の 権 限 は持た されて い ない フ ァ シ リテ
ー

タ
ー

と い うの が 設 け られ て い る 。 こ れ とは対

照的に 、 ア メ リカ に進 出して い る 日系企業で は 、第
一

線監督者の 役割 が 非常に強調 され て

い る 。 た とえ ば 、日産 は 20 人 当た り
一

人 、NUMMI で は 18 人 当た り
一

入 の 監督者が設 け

られ て い る 。

　相 違点 と し て は 、ま ず、 n 一
テ

ー
シ ョ ン の 頻度 と意思決 定の 範 囲で あ る。また 、 サ ター

ン の チーム ・リーダ
ー

には追加給が支給 され て い ない が 、 JNP の チーム ・リ
ー

ダ
ー

に は 支

給 されて い る こ とか ら考え られ る の は 、JNP の チ
ーム ・リーダ

ー−ASよ り監督者的な性格 を

も っ て い る し 、 チーム が うま く機能 しな い 場合に は 、力関係の 真空が 生 じ、本来なら管理

上 の 権限がない フ ァ シ リテ ーターが 監督者 にな りが ちで あ り、チーム ・リーダーが チーム

構成 員の 不 満 を 買 う要 素 を含ん で い る と考え られ る 。

　こ の よ うなチ ーム の 評価をみ て み る と、チーム に負われ て い る責任が適当で あ るか ど う

か と い う質問 に対す る結果は 図 1 の通 り

で あ る。 サターン 労働 者 が JNP の 労働

者 よ りチーム の 責任量 が不十分で あ る と

考え て い る こ とが 分か る 。 表 2 の JNP

の チーム よ りサ ターン の チーム の意思決

定範 囲が 広 い とい うこ とか ら推 量で きるの は、労働者 は責任が大 き くな るに つ れて もっ と

多 くの 責任 を望む よ うに な る とい うこ とで ある 。 こ こ で 、 サ タ
ー

ン の チ
ーム を基本単位 と

す る組織構造の 変遷をみ て み る と表 3 の 通 りで ある 。
こ こ で 分か るこ とは 、労働組合に よ

り多 くの 意思決定へ の 参加 と作業チ ーム の 自律性 を高め るため の 労使両方の 努力が 伺 え ら

チーム の 職能 サ ターン JNP
メ ン バ ー構成 6唖 5人 20 −25人

リーダーの 遡 出 行 う 行 う

り
一ダー

の 任期 3 年 1年
従 来の フ ォ ア マ ン の 存在 無 い F＆ c録 itatorと して

り一ダーに対する 追加給 無い

呷
時間當 50セ ン ト

チ
ー

ム の 職 能 「30 の 作業 単位職能 」 「20の チーム 義務 」

ミ
ー

テ ィ ン グ時 間 週 欝 群 分 週 當 15分
ロ
ー

テ
ー

シ ョ ン 頻 繁に 希に

れ る。

　図 2 をみて み る と、全体的に 労働者は

自分 の 工 場 あ る い は会社 を高 く評価 して

い るこ とが 分 か ります。 こ の よ うな労働

者 の 評価 を具体的に理 解す るた め に は 、

　 　 d 　 鮒 ‘エ 1齢に 坩
．
る”軌 1 の B備

1巳f脚 」51 凰』贋 い レから 聖「旺 し駟 い ，虞 群 σ掲 謬脅■ の ，ン 刎 口僑 1

ノ謎
　‘

工田

イ

亀”駆
「，

畷
」へ磆

口

　　
喧　　
聖　　
O

弼

田

訟

1甲 三
一・ 邑 珊

A 胆 鯤

脅 の 14
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表 3　サ ターン 紐 織構造 の 変遷

購 辮 籔羅鸚瓣鰍 逡，

プ ラン ト・
マ ネ ジャ

ー

（P1眠 露an 晒ger江 場長 》

製 造部長

（pr （蜘 cti ｛翔 鮎 unager ）

融 括 部 長

（gen 曲 I　 super 正晦te鵬 ε耻亀｝

製遭 謀長 （pmduct 圭  SUPqtil 鼕しender の

（シ フ ト当 た り5 人）

主｛…i監督 ｛gener 巴1 ε叩 er蠣 sor ｝

（シ フ ト幽た り15 人）

監督 1 ε”per 帆 30r ）／7 オ ア マ ン

〔foτe翻 躋｝ （シ フ ト当た り 90 人）

従 業員の 入 社分布 をみ る の が 役 に 立 つ と思われ る 。 サ ター
ン の 場合に は、1990 年 の 10 月

を境に 二 つ の グル ープに分 け られ る 。 前者の グル ープの 人 は 自分で 選択 した 人 たちで あ り 、

後者の グル ープ は レ イオ フ され たか 閉鎖され る予定の 工場 で 働い て い た元 GM 労働者 であ

る 。 しか し、こ の 二 つ の グル
ープ間の 相違点 は 見 られなか っ た 。

　JNP で は 、 旧 ジ ェ フ ァ
ー

ソ ン 労働者、失 業中 で新 しく採 用 され た労働者 、 そ して 元 ク ラ

イス ラ
ー

労働者 の 三 つ の グル
ー

プ に分 け られ る。 旧 ジ ェ フ ァ
ー ソン 労働者が 平均 3，61、元

クライ ス ラー労働者 は平均 3．67 、 そ して新 し く採用 された 労働者は 4．47 と JNP を評価 し

た 。 新 しく採用 され た労働者の 評価が 特 に高い の は 、彼 らが JNP に くる前に 低賃金で 何

の 保障 も機会 もない とこ ろで働 い て い た経験か らの 結果で あるよ うに思われ る の で 、 注 目

に 値する e

　また 、 チ
ーム は 作業現場に存在す る仲間意識 を最大 限に利用 し 、 労働者が も っ と素早 く

お互 い に助 け合 え るよ うなフ レ ーム ワ
ー

ク を提供す る役劉 を果た して い る
一

方 に 、グル ー

プの 結束 と同僚の プ レ ッ シ ャ
ー

の 間に は緊張が 常に チ
ーム の 中で 存在す る側 面 もあ る。

　コ ン フ リク トとその 解決 を見て み る と 、 自動車会社の ほ とん どがそ うで あ る よ うに 、 労

働強化をめ ぐる議論が両工場で 絶えず葛藤を引き謹 こ して い る。図 3 を見て 分か る通 り両

工 場の 多く、
の 労働者が 前 に働い て い た工場よ り現在の 工 場の 作業速度が速い と感 じて い る。

しか し、JNP で 新規に採用され た 労働者

サ ンプル 数は 20 人の 14人、つ ま り 70％

が JNP の 作業速度は 適当で ある と瞥 えた

事実は注 目に値す る 。 他に 、
コ ン フ リク ト

の 原因と して は 、 サタ ーン の 複雑 なシ フ ト

交代シ ス テム の こ とと JNP の 残業の こ とを挙げられ る 。 サ タ
ー

ン の シ フ ト交代 シ ス テ ム

の メ リッ トは 生産時間 を最大限 に して 労働者 が昼 と夜の 交代 に こ だわ らなくなるこ とでは

あ るが 、 常 に行なわ れ るシ フ トの 交代変化 と毎週 ご とに休み が異 なるの が 弱点 で あ る 。

JNP で は
一

日十時間勤務 と週六 日勤務が事実上 操業開始以来続けて きた 。

4　労働組合の 役割
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　参加 と労働 の人間化に もとつ い た組織モ デル を可能にす るため に は 、それ を推進で き る

強 力 な労働組 合運 動 の 理念 と組織 を必 要 とす る。職 場 にお け る自律 と労働組 合の 中心的な

役割 へ の 強調 は ア メ リカ 式チーム 生産方式 の 基礎 を成すもの で ある 。

　サ ター
ン は 全 米 自動 車産業労働組合 との 協定書 の 中に 労働組合 の 役割を再 定義 し、労働

者 の 人間 的 ・技術的要求が 作業過程 の 中で 結合で き る よ うに機械 の 選択 と作業体系の デザ

イ ン 過程 に 労働者 を 参加 させ る とい う、技術 と作 業組 織 に 対す る社 会 ＝ 技術 シ ス テ ム 論 的

ア ブ m 一
チ を取 っ て い る 。 JNP が 1980 年 にデ トロ イ トで の親 工 場建 設 を保障する 代わ り

に 受 け入 れ た 協定書の 前文 には 、労働 組合 の 協調 を協調 しなが らも伝統的な経営権を明示

して い る ． しか し 、 図 4 を見て 分 か る通 り、サ ターン で は 先任権 と労働組合 の 代表権が、

JNP で は 労働 組合 の 独立 性 が 閣題 に

な っ て 労働組 合の 役 割 の 環状に 不満

を持 っ て い る こ とが 分か る 。

お わ り に

は 結果的 に既 存の 組織 も出 る に対す る根本的な反省 の 契機を提供 して 號存の 思考方式を超

え る革新的 な経営体制の 導入 に まで 結び つ い た と考 え られ る 。

　両 工 場 にお ける 労働者 の 参加 の 質は雇用保 障 と広 範囲にわ た る生産経験 と教育訓練に依

存す る。 労働者 に とっ て 自律性 とは 、職 場の 意 思決定 に お ける よ り広範に 参加す る こ と と

職場にお ける 日常の 活 動に管理 者の 干渉を無 くす こ ととい う二 重の 意味 をもっ て い る。

　JNP で 新規 に採 用 され た 労働 者が 見 せ た
一

連 の 態度 と他 の 元 自動 車 工場 労働者の 間に

見せ た態度 の 相違点か らは 、ア メ リカ 日系企 業が採 用 の 際 に他 の 自動車 工場で の キ ャ リア

ーを持 つ 人 を無視あ るい は 忌避 す るか ， または素 人 を好む とい う傾向に ある こ とに
一定の

根 拠 を持 たせ る こ とに なる で あ ろ う。
しか し 、 ア メ リカ式 チ

ーム 生 産方式 に おい て も日本

型生産方式の 技法が 多く見 られ る こ とは 見逃す こ とはで きない
。

　こ の 事例 を考察す る こ とで 、MIT の ウt マ ッ ク らが主張 した よ うに リーン 生産方式 の み

が 唯
一

最善の 方式で はな く、その 国の 労働市場環境 、企業の 経 営理念 、労使 関係 の構造 ・

正確などに よ っ て 、労働者 の 欲 求満足 と生産性 向上 を同時に達成で きる高能率生産 シ ス テ

ム を実現で き る方 向性が確 認 された と思われ る。

注 D 　 llBrley　S｝taiken ，　 Steven　Lepez，　and 　Isaac　Mankitガ
‘
Ttre　Routes　to　Te鋤 Production： S飢 跏 置 end 　Chrysler

　 　 Co 阿pared
”
　，　fndus‘r ゴ召ノ　Re／8　tio〃 3，　Volr36 ．　No．1，　Ja陬uary 　置977，　PP。圭7−45．

注 2＞　HytsanrR．　＆　Streek ，野．　ed ．，　ノVθPt　rech／iol σgr 　8／7d ∫ndustritt ／　Re／n　tions」　Blackwe11 ，　工988，

注3＞　　Kochan，　Tho国 6s 　A・，　llεLrry 　C＆民obert 　B．　腿cKersie 　，　rhe　Transforaation　o ！
「

！fnen
’
cen 　industria2 　Rels 亡ゴons ，

　 　 Basic　Books，19S6．　；P．7一疋1，

注 4） Eile帥 Appeibatmm　end 　Rosemarv　Bett，1994，　 Tffff，VEM 　A”ERJCAN　MORA
’
PLnCE ，朴濬 植 訳，『ア メ リカ 企 業 の 作

　 　 業現 場 革新 』　，韓 国 労働 研 究 院，1995．
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　　歪業経営の発屐と人闔モデ儿の変容
　　　

一 リー
ダーシップ理論の発霞過程を察材にして一

（Devetiopment　of　Business　imgement 　and 　Changes　ofHuman 　Model）

　　　　　　　　　　　　　　　　立命館大学大学院 藤原隆信
G アaduate 　S（inoo1　of 　RitSuineikan　UniversitZSr　 Thka囗obu 　F司iwa盤

は じめに

　近年 、 企業経営における国際化 ・情報化が急激に進展するなか、労働の現場では今まで

にない 「新 しい 働き方］ が模索され 、 労働者に は 「自立 した個人」 として の意職や行動の

ス タイル が求め られて い る
1
。 経営学の 分野、なかで も特に経営管理 ・労務管理の 分野で

も 、 古 くか ら 「職務にお ける個人の 自律性や主体性亅 の 重要性 が論 じられ 、
い わゆ る 噛

立した個人」 が労働現場で 必要 なこ とはか なり以前か ら主張 され続けて い た。 しか し、 現

在の企業経営の 現場で求められてい る 「自立 した個人」 の あ り方は 、 従来 の 経営学が 論 じ

て きた 「自立 した個人」 の 姿とは具体的内容の面で 大きな隔た りが あるよ うに思われる。

　報告者の 関心 は、企業の 経営現場 における 「自立 した儷人亅 の 現代的な意味を明らか に

するこ と、お よび この 「自立 した個人 j が企業経営の発展 、 特に技術 ・ 労働 ・ 組織 ・管理

の 変化の なかで必然的に生み出されて きた歴史的プ ロ セ ス を明 らか にす るこ とで ある。

1　 企業経営の発展に伴う労働過程の社会化と 「自立 した駟

　技術変化が もた らす労働の 変化に つ い ては、「労働過程論」 の分野で活発な議鑰が なさ

れて お り、さま ざまな見解が見 られ るもの で ある 。 しか し、い ずれの 見解にせ よ 「『技銜

革新』の 展開は、生産過程における労働の 社会的つ なが りを強化 し、労働者個人個人 の勤

労意欲 （モ ラール ）が 、 全体の 生産性に大きく影響
2
」 するようになっ たこ とに つ い て は

大方の意見が一
致するところで ある。 その意味で は 、 技術革新の 影響で 労働過程が大規模

に社会化する なか 、「こ の 協力 ・共 同の 大規模で複雑な社会的諸関係を維持 ・存続するに

は 、 意識的 ・自覚的に調整されシ ス テ ム化 され た組織の 確立 とともに、個 々 人が 自立した

責任感溢れ る 自己実現人で なければな らない
3
」 こ とも事実 で あろ う。 すなわ ち、技術革

新が幗別的な労働の 質を向上させ るか否かの 問題は別 として、結果的に生じる大規模に社

会化された労働過程は 、 絶え間ない 分業 ・協業の 再編成を通 じた労働移動を媒介に して
4
、

自立的 ・主体的な労働者を要求するよ うに なる
E

。 そ して 、 この新たな分業 ・協業の シ ヌ

テム がい っ たん機能 しは じめると、 そ こで は労働者の 自立性や主体性 は前提 とされ、それ

へ の 依存な しには シ ス テ ム 自体の 全体性を維持するこ とがで きなくなるの で ある
6

。 この
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こ とが労働者の 「堪え難い 心労」 を伴い なが らも現実の もの とな っ て い る事実は、資本主

義企業社会の 発展の 歴史を見れば明 らかで ある。

ll 企業経営の発展がもた 5す 「自立した個人」に関す る諭輪

　渡辺峻氏は 『コ ・・一ス 別雇用管理 と女性 労働』 （中央経済社 ，
1995 年〉におい て 、「企業

の 経営活動」 の 分析に必要 な三 側面 と して、  「経済活動の側 面 」、   「法律 お よび 政治

の 側面」、  「組織 行動 お よび理念の 側面」 を指摘する 。 そ して同氏は 、 近年 の 日本にお

ける 「コ
ー

ス 別雇用管理」 の 実態に焦点を当て 、 企業経営の 碗在たおみる発震葮階が 、 複

線型の雇用管理糊度を媒介に して 「自立 した 飼人」 を客観的に生み出 して い る現実 とその

必然性を上記三 つ の 側 面か ら分析 して い る。 遠藤雄二 氏が指摘す るよ うに 、 これは 『資本

論』第 1巻 13章 （「機械 と大工 業」）に基礎を置 い たもの で あ り
7

、 大工 業が必 然化 させ る

「個人の 全面的発達」の 実態を多面的に分析 した もの と言え よう。 また川 口和子氏は、「渡

辺 氏の 指摘す る 『自立 した個人』『社会化 した個入』の 育成 ・成長 の 進歩の 側 面 も 『
一

元

的管理の 矛盾 として 内包 して い る』 と言 える。 だか らその側面も 『社会発 展の 歴史的必然

の 到達点と し て 重視すべ きで あ ろ う』」 とし、そ の 実態解明の 重要性 を指摘 してお られ る
8
。

一
方 、坂本清氏 は 、「情報化 ・国際化の 進展 とい う現代的社会 ・経済段階を基 礎に、能力

主義 ・競争主義に基づ く格差構造によっ て 必然的に生み出された 『自立 させ られた個人』

が 『自立 した個人』に転化 し、 それが新 しい 社会の 担い 手に なるとい う理論的フ レーム ワ

ークは確か に重要な視点で ある」 と しなが らも、 「しか しなが ら、 ザイ ン と して の 『自立

させ られ た個人』が ゾレ ン として の 『自立 した個人』に転化する 『必然性』は あるの で あ

ろ うか」 と、従来か らの 渡辺氏の 見解に対 して新たな課題 を提起 して お られる
9

。

　
一
般的に 、 事物に存在す る 「必然性」 の解明に は 、その 「内的」 な要因とともに 「外的」

な要因の 分析 も必要で ある。
「必然性」 とはあ くまで も可能性であ り、それが 実現するに

は
一

定の 条件が 必要 だか らで あ る 。
つ ま り、その もの 自体が潜在的に持っ て い る 「内的必

然性」 は 、 環境等の 「外的な要 因」 の 影響を受けて は じめて 顕在化するの であ る。

　坂本清氏 が指摘する 「ザイン として の 『自立 させ られた個人』が ゾ レ ン として の 『自立

した個人』に転化する 『必 然性 』」、す なわち 「『自立 した個人』形成の 内的必然性」 に っ

い て は 、井上宏氏の 提唱する 「労働の 自然法則
10
」 の よ うなカが 考えられ る。 井上宏氏が

「人間労働の 特性」 の
一

つ として指摘 して い るよ うに、人間は労働を媒介に して 自らを変

化 ・成長 させ る もの で ある。
マ ル クス も次の よ うに述べ 、入 間が労働を通 じて 自らを発達

させ 、その 力を我が もの として 行 くこ とを指摘 して い る 。

　 「労働は 、まず第一に人間 と自然 との あい だの
一

過程で ある 。

……人 間は 、 こ の運動

によっ て 自分の外の 自然に働きかけて それを変化 させ 、 そ うするこ とによっ て 同時 に自分

自身の 自然｛天性］を変化 させ る 。 彼は 、彼 自身の 自然の うちに 眠 っ て い る潜勢力を発現 さ

せ 、その 諸 力の 営み を彼自身の 統御に従わせ る」
11

　マ ル ク ス が指摘するこ の ような能力、また井上宏氏 の 提唱す る 「労働の 自然法則」 の も

っ カに よっ て げ イ ン として の 『自立 させ られ た個人』がゾ レ ン として の 『自立 した個人』
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に転化す る」 もので あると報告者は考える。

　しか し
一

方で、この ような能力が顕在化するためには、それ な りの 環境 ・条件が整備 さ
れねばな らない 。 っ ま り 「『自立 した個人』形成の 内的必然性」 は 、

一
定の 外的な環境要

因があ っ て始めて顕在化 し、 現実の もの となるの で あ る 。
「自立 した個人」 形成の 必然性

を解明するには 、 それを 「必然性」 た らしめてい る要因 、 すなわち歴吏的に 「自立 した鯉

人」 が形成 され る背景 （外的な必然性）の側面を明 らかにす る必要があるの で ある。

皿　リーダーシツフ論史Bみる r新しい働かせ万」と人間モデルの変容

　渡辺 峻氏 の提唱する新たな人間モ デル
、 すなわち 「新 しい 型の 『自立 した個人』亅 に関

する議論が活発化するなか、報告者は 、 企業経営の 歴史的発展過程が 噛 立 した個人」 を

客観的 に生み出して きた プ ロ セ ス 、すなわち 「自立 した個人」 形成の歴史的背景 （外的な

必 然性）を 「労働過程変化の側面」 に求めて考察す るこ とにする。 同時に報告者は、経営
管理 における リー

ダ
ー

シ ッ プ理 論の発農吏を素材に し 、 しだい に 自立化 して ゆく労働者の

姿が 「経営者の 労働者観」 を媒介に して 、 リー
ダ
ー

シ ッ プ論史の なか で 「人間モ デル の変
遷」 と して描か れて い る こ とを明 らか にする。

　
一般的に 、 労働過程が変化すれば労働者の 側には 噺 しい 働き方」 が求め られる もの で

あるが、同時に 管理の側に も 噺 しい働かせ 方」 が 求め られ るもの で ある 。 経営管理 にお
ける リーダー

シ ップ理論は 、 こ の 「新 しい 働かせ方 」 に関す るリーダー
の 役割 につ い て 論

じたもの と言える。 当然 「新 しい働かせ 方」 はその 時代 の 労働者を対象に して 形成され

るもの で あ り、その 「働かせ方 1 に つ い て論 じる リ
ー

ダーシ ッ プ理論には一
定の 「人間モ

デル 」が措定 されて い るもの で ある。 報告者は各時代の リ
ー

ダ
ー

シ ッ プ理論が措定 して い

た 「人 聞モ デル 」 を析出 し 、 その歴史的変遜の プ ロ セ ス を明らかにするの で あ る 。 すなわ

ち、「自立 した個人」が生み出される外的な必然性 を技衛変化に伴う労働過程 変化に求 め

ると同時に 、 その影響を受けて変容 して ゆく労働者の 姿が
、 リー

ダーシ ッ プ理論で措定さ

れて い る 「人間モ デル 」 の変遷プ ロ セ ス に反映 され てい る事を明 らか にす るの で ある 。

　報告 者は 、 リ
ー

ダーシ ッ プ理論で 措定されてい る 「人間モ デル 」 の 変遷過程は 、 より

「他律的」 なもの か ら、 より 「自立的」 なもの へ と変化 して きた と考える。報告者は こ の

変化の流れを、  「他律人モ デル （he七eronomy 　man 　model ）」⇒   「自律人モ デル （autOnomy

man 　mod1el）1 ⇒   「独立人モ デル （independence　man 　mode1 ）」 の 三 つ の 段階で捉えてい

る 。   「他律人亅 とは 、
「リーダーに情報 ・命令を与え られ 、 直接的にその行動を統制さ

れなが ら職務を遂行する個人」 の こ とで ある 。   「自律人」 とは 「リー
ダーに情報 ・命

令を与えられれ ば、 その 達成 目指 して 自ら自己を統制 しなが ら職務を遂行する個人」 の こ

とであ る。   「独立人」 とは 、
「（情報 ・命令を与 え られ なくとも）自ら椿報を収集 して、

自ら分析 ・
判断した上 で 、自己統制に よっ て職務を遂行する個入」 の こ とで ある。

　私見によれ ば、 経営管理における リ
ー

ダー
シ ッ プ理 論の 発 展過程と各理論が措定 して

い る 「人間モデル 」 の 変遷は時系列的に次の ように分類で きる。
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グータ」
シ y 一フ理歸の讎 と鯉 嬲 搬 すξ以 儼ぞデ 7b

先述の よ うに 、
こ の ような人間モ デル の 変容は、技術変化に起 因す る労働過程変化によ

っ て生 じる と報告者は考える 。 すなわち、労働過 程が 「他律的な労働者」 を必要 とす るも

の か ら 「自律的な労働者」 を必要 とす るもの へ 、さらに 「独立的な労働者」 を必要 とする

もの へ と変化す る こ とに よっ て、環場で働 く労働者の 意識や行動 の ス タイル もその よ うに

変化 し、その 現実を反映す る形 で リーダー
シ ッ プ理論が形成 されて 行 くと考える の で ある。

　近年 、 企業の経営環境が急速に 国際化 ・情報化す る なか 、 現場で働 く労働者は、ただ

情報 ・命令を与え られ るの を待 っ て い る の で は なく、自ら情報通信機器 を駆使 して 惰報に

ア クセ ス し 、 自ら考えて職務を遂行 して行 くこ とが求め られ てい る 。 その よ うな現実の な

か で彼 らは、従来的な意 味で の 「自立 した個人」 すなわち 「自律人」か ら、 新たな意味で

の 「自立 した個人 j すなわ ち 「独立人」 へ と生 まれ変わる こ とが求め られてい るの で ある。

IV　企業経営の発展と人間モデルの変窖

　こ こで は　企業が経済的合理 性の 追求の た めに導入する新技術が、資本主義的な労働過

程や組織 ・管理 を媒介に して 、 労働者をよ り自立化 させ る環境条件を創出 して い る点 と、

その こ とが り　− mダー
シ ッ プ論の措定する 「人問モ デル 」 に影響を与えて い る点に つ い て 、

ごく簡単に ま とめ て お く （詳細 につ い て は紙面の都合上省略する）。

　 （1 ）テ イラ
ー ・シ ス テ ム に代表され る 20 世紀初頭の 労働者管理の特徴は、労働者を

強制的 ・ 他律的に統制する もの で あ り、
「他律的な労働者」 を前提 と した もの で あっ た。

何故ならそれは、当時の 単純な肉体労働の反復で ある労働過程を前提 とした管理 シ ス テ ム

で あっ たか らで あ る 。 その よ うな労働過程で は 、 管理 ・監督者の命令に従）1厦に従 う他律的

な労働者が求められ る と同時に、そこ に取 り込 まれるこ とで他律的な労働者が再生産され

る。その よ うな現実を前に、経営者 は次第に 「他律的な労働者観」 を抱 くよ うになる。 そ

の よ うな経営者意識を反映す る形で、20 世紀前半の り一ダー
シ ップ理論は他律的な人間

モ デノレを措定した 「特牲 理謝 として展開され た 。

　 （2 ）1920 年代か ら 1950 年代の 間における労働過程は、生産様式の 変化 ・技術革新

等の影響を受けて 大規模化 し、そ こでの 分業
・協業 の あ り方は再編成 された。大規模化 し

た物的財貨の生産過程におい て労働者の 自律性は必要不可欠な もの へ と変化する。 労働者

の 自律性 に依存せ ざるを得ない労働過程で は、それ までの 「他律的な労働者 」 を前提とし

た管理 に限界が 生 じて くる。か くして 、 その 限界を克服するもの として、労働者を意思決

定過程に参加 させ るなど、彼 らの 自律性 を活用す るための さまざまな管理手法が 考案 され、

実施 されるよ うに な っ た 。 限 られ た範囲で あ るにせ よ意思決定過 程に参加する こ とで 主体
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的に働 く労働者が 労働の 現場で増加するにつ れ 、 しだい に経営者は 「自律的 な労働者観」

を抱くよ うになる。 この よ うな経営者意織を反映す る形 で 、リーダー
シ ッ プ研究は 1950

年代以降 、 自律的な入間モ デル を措定 した 「行動科学理論」 として登揚す るの で ある。

　　（3 ）1960 年代か ら 1970年代には 、 1950 年代に始まっ たオー
トメ

ー
シ ョ ン化が本格

的な展開を見せ 、企業経営を大きく変化 させ る とともに 、 労働過程は以前に も増して大規

模に社会化 して ゆく。 また、労働の ホ ワイ トカ ラー
化の進展によ っ て 、 労働者の 判 断的 ・

裁量的業務の 量的な拡大が もたらされた 。 その よ うななか 、 分業 ・協業は再編成を余儀な

くされ 、 個別 の 労働は さらに多様なもの となっ て ゆく。 大規摸に社会化され た労働過程に

お ける個別労働の多様化とい う現実は、労働者の 職務遂行に よ り高度 な 自律性を求めるよ

うに なる 。 その よ うななカ＼ 企業経営の 現場で は労働者の多様性や 自律性を前提 とした管

理 手法が 普及 して ゆくとともに 、 高度な自律性を有 した多様 な労働者が再生産 され る よ う
になる 。 労働者が よ り自律化 ・多様化するなか 、経営者の労働者観も変化す る。 そこで、

経営者意識の 反映 として の り　一一ダーシ ッ プ研究は 、 1960 年 代後半以降、よ り自律的で 多
様な人間モ デル を措定した 「状況適合理論」 として 登場するの で ある。

　 （4 ）1980年代以降の情報通信技術の 目覚ましい 進歩は 、 企業の 経営環境を急激に変

化 させ 、従来的な労働の 在 り方を根底か ら揺るがすこ とになる 。
マ イク ロ プ ロ セ ッサ技術

の 導入 によ っ て 企業の情報シ ス テム は 、 汎用機による集中管理 シ ス テム か ら、 PC を利用
した分激シ ス テム へ と移行 して ゆく。また 、

コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン ツ
ー

ル の 発遠に よ っ て組

織内外 の意思伝達経路は効率化され 、 組織結合は大規模な ピラミ ッ ド型の もの か らより小

規模で フ ラ ッ トなもの へ と移行 してゆ く。 これ らの こ とは、責任の所在が不 明確な官僚的

企業シ ス テ ム か ら、 責任の 所在が明確なシ ス テ ム へ の 転換 を促進する要因 とな り、労働者
の 主体的判断能 力を組織業績向上に とっ て の重要な要素に してゆくので ある 。 賓任の 所在

が明確になれば労働者の仕事に対する 「所有意識」 は増大 し、職務に対する結果責任の意
識も拡大す るため、自己責任 を前提 と したマ ネジメン トの あ り方が模索され るよ うになる。

その よ うななか
、 労働者をピ ラミッ ド型の職務構造に他律的に当て はめるの で はな く、彼

らを個 々 別 々 の 能力 ・ス キル をもっ た 個人 として扱い
、 自律的なチーム を編成 して管理す

るとい う手法が企業経営の 現場に登場するようになる。 チーム 労働の採用 は独 自性の商い

ス キル をもっ た労働者を必要とする と同時に 、
こ の よ うな管理シ ス テ ム の なか で は独 自の

ス キル を活か して主体的 ・独立的に行動する労働者が再生産され るよ うになる。 こ の よ う

な状況は経営者の 労働者観に影響を与 え、その 反映 として の リ
ー

ダーシ ッ プ理論は 1980

年代以降 、 独立的な人間モデル を指向す る 「状況変革理論」 として登場するの で あ る 。

おわりに

　以上 、 技術変化に起因する労働 過程 の 変化が 噺 たな働き方」 を規定 し、結果として新

たな労働者の ス タイル を決定して きたプ ロ セ ス を見て きた 。 これはま さに 、
エ ン ゲル ス の

言 う 「労働が人 間その もの を創造 した 12
」 プ ロ セ ス と捉 えるこ とがで きよ う。

　 「高度情報化＄±会」 とも称 され る現代社会で は 、 労働者は会社や上 司の 情報 ・命令に依
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存するこ となく、自ら情報 にア クセ ス し、自ら考えて働 くこ とが 可能 となっ て い る。 こ の

よ うな背景の なか で 個々 人は、大規模 な協働の ネ ッ トワ ークを前提 と しっ っ も、
一

種 「独

立的」 に働 くこ とが可能 となっ て い るの である。 この よ うな現実は、「一つ の 会社に依存

す るこ とな く働 く個人」や 「積極的 ・自発 的に ス ピ ン ア ウ トし起業 ・ベ ン チ ャ
ー ビジネス

へ 挑戦する個人」、す なわち渡辺峻氏の 言 う 「画
一

的会社主義か ら解放 された 『自立 した

個人』
13
」 を生み出す

一
っ の 要因にな っ て い る もの と思われ る 。 しか し、こ の こ とは

一
方

で 、労働 者に対 し 「会社 に依存 した くともできない j とい う状況 を生み出 し、彼 らに 「堪

え難い 心労」 を強い るとい う側面を も有 して い るの で ある。

　その よ うななか 、 企 業で働 く労働者は、新たな意 味で の 「自立 した個人」 （報告者の 分

類では 「独立人（independence　man ）」） として働 くこ とが求め られて い る 。 こ の よ うな働

き方が普及すれ ば 、 個々 人の仕事に 関す る 「自由選択」 と 「自己責任」 の 重要性 はます ま

す拡大する こ とに なるで あろ う。 さらに こ の こ とは 、自らの ライ フ プ ラン に対 して よ り主

体的 ・積極的に関心を示 し、その 責任を各自が 自覚しなければならない 状況 をも生み 出す

で あろ う。 渡辺峻氏 の 提 唱する 「4L （仕事生活 ・家庭生活 ・社会生活 ・自分生活）の 充

実」 が必要 となるとともに 、栗生実氏の 提唱する 「ライフ ・
ア ン カー

」 の 概念
14
が 萩た な

企業社会にお ける個人の 働 き方に とっ て 重要な意味を持 つ よ うに なる もの と思 われ る 。

1
経済企画庁国民生活 局編『掴人 の生活 を重視する祉会 へ 』1992年 8月，経済同友会『2010年 に向けて これ か らの

労働の 在 り方』1992年 12月，連合総合生 活開発研究所『新しい 働き方の創造をめ ざして』1995年 9 月，等を参照。
2
島弘 「現 代の『合理 化』と労 務管理 丿（海道進・島弘 編穿現代労務管理概論』有斐閣 ，

1973年 ， p．165。

s
渡辺峻『コ

ー
ス 別雇用管理と女性労働』中央経済社，1995年，p．172

4 「機械 や 化学的 工 程やその 他の 方法に よっ て、近代工 業は、生 産 の 技術的基礎とともに 労働者 の 機能や労働過程の

社会的結合をも絶えず変革する。従っ て また、そ れ は、社 会 の なか での 分業をも絶えず変革し、大量の 資本と労働者
の 大群 とを一つ の 生 産部門から他の 生産 部門へと絶えまなく投げ出し投げ入 れ るe した がっ て、大 工 業の 本性は、労
働 の 転 換 機 能 の 流動、労働 者 の 全 面的 可動 性 を必 然的に する」（マ ル クス 『資本論』第1巻，『全集』第 23巻 a，p超 4）
5 「大工 業は、……一

つ の 社会的細部機能の 担い 手 で しかない 部分個人 の 代わりに、い ろい ろな社 会 的機 能 を 自分の

い ろい ろな生活 様式としてか わ るが わるお こなうような全 体的 に発達した幗人をもっ て くることを、一っ の 生死 の 問題に

する；（マ ル クス，前掲書，p．634）。
5 「個々 人が 自主的

・
自立的な存在で なければ、現代社会にお ける 大規模な協力

・共 同の 複雑な祉会的諸 関係を前提

にした生産・流通の 総話動お よびそ の 管理 は維持できない 段階に達してい る」渡辺 峻 「雇用管理の 多様化と『日本的経

営』の 行方」玉 村博 巳・今田治編『脱 日本的経営の 検討』法律 文化社 ，1996年 tp ．202。
T
遠藤雄 二 「日本の 人事労務管理 の 『革新』と革新

一一21世紀をめ ざして
一

」労務理論学会第 6 回 全国大会報告，
1996年 5 月，関西 学院大学にて 。

e
川 口 和子『労務理論学会研 究年 報』第 6 号，1997年 4 月号 。

e
坂本清 「『脱 日本的経営の 検討』につ い て」『立命館大学人 文科学研究所紀要』No．67，1997年 2月，pp．142−143。

：°
井上宏『現代企業の 労働と管理』ミネル ヴァ 書房 ， 1987年 、 pp ，24−28，を参照の こと。

1！

マ ル クス ，前掲書，p．234。傍点は 筆者。
］2

エ ンゲ ル ス 「猿が 人間化するにあたっ て の 労働 の 役割」『全集』第 20巻，p．491。
13

渡辺峻 「人材開発の 新動向」森本隆男編『現代の 人材開発』税務経理協会 ， 1998年 ， p．5。 同稿で 渡辺峻氏 は、企業

徃会の 発展そ の もの が生 み 出して きた 「個人の 自立 性」の 側 面を次の 三 つ に分 類 して い る。  自分 の 噫 欲 と能 力 」を

生か す 「自立性」、  わ が社主義か ら解放された 「自立性」、  企業別組合主義か ら解放され た政治的な 1自立性1。
Ll

栗生実 「社会入の キャリア開発と新しい 働き方
一一

社会人大学院の 実態調査を中心として一 」労務理論学会第7
回 全国大会報告，1997年 5 月，駒沢 大学に て。
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グ ル ー プ ウ エ ア と 労 働 の 変 化

　　　　Groupware　 and　Change　 of 　 the　 Work

京都経 済短 期大学　井 上秀 次郎

K罫》餌｝＿Collqgc　of   1醜 Hldejito　l［K）ua

1 ・ 研霧の澱覊　協働棺纂の瑞代的意驚と甎 しい 労鋤畢殿 と して の グル ープウニ 7 の盆 嚠

　今 目、 グル ープ ウエ ア は 、 情報 技徳 （rr）の 手 段 として 急激 に注 目され 、 企 業へ の 導入 も

急 速 に 進展 して い る 。 本報 告 で は 、 急激な環 境変化 の も とで 、資本が 、 なぜ グル ープ ゥェ

ア を導入 しよ うと し て い る の か 、 労 働者に 何 を求め 、雇 用 ・労働形 態を どの よ うに変化 さ

せ 、 どの よ うに活 用 しよ うと して い る の か に つ い て 検討 す る 。

　そ の 際 、本報 告で は 、今 日 、 資本 が 求 め て い る 雇用 ・人 事戦略 を 、 ロ経連の 『新 時代の

「日本 的経 営」』 （1995 年 5 月） （以 下 「日経連報告j）に 依拠 しなが ら 、 こ うした資本の

新 しい 雇 用 ・入事 戦略 に対 す る労働 手段 と し て 、グル ープ ウエ ア の 持 つ 技術 的特 性 ・機 能

が きわめ て 適合的で あ るこ とを 明 らか にす る 。 すなわ ち 、グル
ープ ウエ ア の 技 術的機能を、

「情報の 共有化 」 によ る作業 の 「集 中」 と 「分 散 」 の 統 合機能 （分業 の 働 き ）に あ る と特

徴づ け る。 グル
ープ ウエ ア の こ の よ うな機能 は 、 今 日 、 企業が求 め て い る 「ホ ワ イ トカ ラ

ーの 生産性 向上 1 や 、裁量 労働制 の 拡 大 ・導入 へ の 「有 効 i な手 段 と し て 機 能 す る 。 こ こ

に 、グル ープ ウエ ア の 急速な拡 が りの 社 会的 根拠 が あ る と考 え る 。

　しか し 、 グ ル ープ ウ エ ア の 技術 的機 能 と して の 「集中」 と 「分 散 」 の 「統 合］ と し て の

協働作業形 態は 、 資本の 機能 として 導入 され る限 り 、 そ こ には矛 盾 を恃 た ざ る を得 ない の

で あ る 。 資本 は、
一

方 で 、労働 生 産牲 の 向上 を 求 め て 「協働 化」 をせ ざ るを得 な い が 、そ

し て また 「佃別化 」 され た労働者 を 再び 統括 す る手 段 と して の グル
ープ ウエ ア の 導入 は 、

他方 で 「協働化」 を排除す る労働 者 の 「｛固別 管理 」 を徹底 し よ うとす る。あ る い は 、オ ー

プ ン 化 に よ る組 織 ・管理 の 「自由化」 を進 め よ うとするが 、他方 で 能 率 向k の た め に管理

の 強化 をせ ざる を得 ない こ とに な る 。 こ う し て 、グル ー プ ウエ ア の 導入 は
、 資本 目的に か

な う限 りに お い て 、萩た な労働 問題 を生起 させ る 。 したが っ て 、グ ル ープ ウエ ア の 導入 に

よ る労働者 ・労務管理 へ の 影響 や問 題点 を考察す る こ とも重 要な課題 となる 。

2 ．資零に よる雇屠 ・疉遇騨度のね らい ・ … グル ープウエ ア導λの胃景 ・ 条樽 … ・

　こ こ で は 、「日経連報告 」 に 依拠 し なが ら 、 現代 の 独 占資本は 、 労働者 に何 を求 めて い

る の か
、 そ の た めに 組織や雇用 シ ス テ ム を ど う変 え よ うとし て い る の か に つ い て 検討す る 。

資本 に と っ て の 雇用 ・人事管理 の 目的 は、　（i）総額人件費 コ ス トをい か に低 く押 さえ込 む

こ とが 出来 るか とい うこ と 、 お よび （2）労働生 産性 をい か に高 め る こ とが出 来るか
、 そ の

た め に は 、 どの よ うな働か せ 方を す れ ば 「効 率的 1 か 、あ る い は そ の 動機 づ けで あ る 。 さ

らに （3）こ れ らを実施す るため に は 、 どの よ うな企業組織 ・作業組織を構築すれ ば 「有効

的 」 か 、 とい うこ とが 基本的な 課題 とな る 。 な お 、 こ うし た雇 用 ・人事 制度 策定 の ね らい

の 背景 に は 、 （4）環境変化に ともな う企業経営 の 在 り方 ・理 念 ・方 針の 変化 が あ る 。

　 「日経連報 告」 で は、 「日本 的経営の 理 念を どの よ うに進 化、新展 開 させ るか とい う問
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題 」 に つ い て 「『人 間中心 （尊重）の 経 営』 と 『長 期 的視 野 に 立 っ た経営』 とい うこ の 理

念 が 、利 益 ・付 加 価値 を追求す る企 業活 動 を支 え 、長期的 な 企業発 展 と企 業行 動 の ダイ ナ

ミズ ム を生 ん で きた と考え る が
、 今後の 企業経営に お い て は、従 来 の 経営 の 長 所を生か し

っ つ
、 『変化 に 柔軟 に 対応 す るダイナ ミ ッ クで チ ャ レ ン ジ ン グな創 造性 豊 か な企 業経 営』

を 目指 さな けれ ばな らな い 」 （27 ベ 一ジ ）として い る 。

　そ し て 「人 問 中心 （尊 重）の 経 営」 に つ い て は 、
「従業員個 k 人 の 主体性 を尊 重 しっ っ 、

企業や職 場 全 体 とい っ た集 団を活 性 化 させ る運 営が 望まれ る 。 個性 を尊重す る姿勢か ら新

技術 の 可能性が 開 け る し、そ こ に創 造的 経営 の 土 壌 が 培 われ よ う1 （同）。

　 ま た 「集 団 と個 人 の 関係 」 に つ い て は 、
「従来 、 と もすれ ば集団 の 価値 ・意 思が優 先 さ

れ 、個 人 が集団 に 埋 没 して しま うと の 批 判が あ っ た が 、こ れ か らは 、多様 な個 性 を確 立 し

た 個 人 を凝 集力 の あ る 人間 集団 に 組織 す る とい う方向 に 、『人聞 中心 （尊重 ） の 経営 』の

理 念 を深化 させ る必 要が あ ろ う」 （同〉。

　 した が っ て 、 「入 事 管理 面 で は 従業 員 の 個 性 と創 造 的能 力 を引 き 出 す工 夫 と同時 に 、従

業員 の ニ ーズ に 即 し て 多様 な選 択肢 を用 意す る こ とが必 要 と な る 。 そ の た め に は 、能力 ・

成 果 重視 の 処 遇 を徹 底す る こ とが 必 須 で あ る し、仮 に 企業で の 能 力発 揮 が 満た され なか っ

た場 合 、働 く個 々 人 の 能力 を社 会全 体 で 活 用 す るた め に 、企 業を超 え た 横断 的 労働 市場 を

育成 し、人 材 の 流動 化 を 図 る こ とが 考え られ な けれ ば な らない 」 （同）。

　 さ らに 「女性 の
一

層 の 社 会進 出 の 促 進 に取 り組む こ とは 、 『人 間 中心 （尊重） の 経 営』

の 理 念の 深 化 、 拡大 の
一

環 と い え よ う。 能 力 ・業績評価 を適 正 に処遇 に リン ク させ 、 同時

に 、女 性 の 就 労 機 会 の 拡大 を 阻審 す る法律 の 全面 改 正 が必 要 で あ る 」 （27 〜 28 へ

’一
ジ ）と

も述 べ て い る 。 高年齢 者 に つ い て も 「多様 な就労形 態 と労働環境の 整備 に
一

層 の 努力 が望

まれ る 」 （28 へ
  ジ ）と して い る。

　 グル ープ ウエ ア の 基 本的な機能が 、 分業化 され た 個人 こ じん の 作業を 「情報 の 共有 化」

に よ っ て 、

一
つ の 協働作 業 と して 「組 織化」 「統合化 」 させ る とい うとこ ろに ある とい う

こ とを考 え る と、「日経 連 報告 」 で い う 「目本的 経営の 新た な課題 へ の 挑戦 と新展開」 （26

へ

t 一ジ ）に と っ て 、グル
ープ ウ エ ア の 果 た す現 代的 な役 割が

一
層 明確 に な る 。

3 ．現 代費 夲主 義 の生 竃繊 式に 繋め られ る労 蠻爭 靉 と して の グル ープウエ ア

3−1，経営情報 シ ス テ ム の 体 系 とグ ル ー プ ウエ ア

　 「日経連 報 告 」 で 見 られ る よ うな 資本 の 求 め て い る組 織や 雇用 シ ス テ ム を 実現す るた め

に、今 日急速に 導入 が進 め られ て い る新 しい 労働手 段 と して の グ ル
ープ ウエ ア の 機能 と役

割 に つ い て 述 べ る 。す なわ ち グル ープ ウエ ア は 、（D 先 ず第 1 に 、従 来 の 経営惰報 シ ス テ

ム として 活 用 され て き た戦略情報 シ ス テ ム （SIS ）や 意思決定支援 シ ス テ ム （DSS ）

な ど とは 機 能的 に 区別 され る の で あ る 。 第 2 に 、 グル ープ ウエ ア の 労働手 段 と して の 機能

は 協働 作 業支援 に あ る 。 現代的 協働 作業 は 、「個人 」 と 「組織」 と の 「統合 1 が 重 要な 企

業課題 とな っ て き て い る現代 資本 主義 に よ っ て 求 め られ る もの で あ り、 こ こ に グル
ープ ウ

エ ア が急速 に発 展 して きて い る根拠を 求め る こ とが で きる 。 第 3 に グル ープ ウエ ア は 、
こ

う した協働 作 業 支援 だ けで な く、 リ ス トラ 「合 理 化 」 手 段 と して の コ ス ト削減効果 の 機 能

　（ワ ー ク フ ロ ー管理 など） も有 して い るこ と、で あ る。
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3−2，経営戦略 とグル ープ ウエ ア

　資本 の 機能 と して は 、労働者 に対 して は 「個別管理 」 を強 め なが ら 、 も う一方 で 、労働

の 面で は、協 業 ・協働を求め る とい う相矛 盾す る こ とを求め て い る 。 この 労働 にお ける r個
別化」 と 「協働化」 とい う相矛 盾す る役割 を

一
つ に結合 し 、 統括す る機 能 を有 した 情報 技

術が グル ープ ウエ ア で あ り 、 今 日注 目され る所 以 で あ る 。 こ の 点 で 、最 近 は 「SIS は 死

す 」 と揶揄 され た戦賂 惰報 シ ス テ ム とは、資本 の 役 割に お い て 全 く異 な る と い える。 こ れ

は 、 戦略 情報 シ ス テ ム が企 業の 戦略 に 規 定 され ざる を 得な い とい うSIS そ の も の の 技 術

的制 約 か らく る もの で ある 。 企 業の 戦略 に よ っ て シ ス テ ム 構 築が異なる情報 シ ス テ ム と 、

「異種作業 の 分業 に基 づ く協業 j で あ る協働 作業 へ の 支援 と い う労働 手 段の 性 格 の 違い に

基づ くもの で あ る とい え る 。

3−3．協業 とグル ープ ウエ ア の 役割

　 「協業 は 、こ れ ま で に 考察 され た 単純 な姿態 に お い て は、比 較 的大 規模な 生産 と同時 に

現れ る が 、それ は 、資本 主義 的生 産様式の
一

つ の 特 殊 な発 展 段階 の 固 定的特徴的形 態 を形

成す る もの で は な い 亅 「協 業は
一一

そ の 単純 な姿態 そ の もの が 、い っ そ う発 展 した諸形 態

とな らぶ 特殊 な形態 と して 現れ は す るが一一資本 主義 的 生産 様 式 の 基 本形 態 で あ る 。 」 （マ

ル ク ス 『資本 論』上製版 、 Ib ．581−582 へ
  ジ ）。

　資本 は 、

一方 で は 、人事 管理 の 「個別 化」 を進 め なが ら 、 他方で 労 働 にお け 畜 「協働 」

を進 め よ うとす る。それ は 、 協業に よ っ て 新 し い 社会 的生産 力 を生み 出すか ら で あ る。 マ

ル ク ス は 、「よ り多数 の 労働者が 、同 時に 、 同 じ場所 で （同 じ作 業場 で と言 っ て もよい ）、

同 じ種類 の 商品 を生 産する た めに 同 じ資本家 の も とで 働 く とい うこ とが 、歴 史的 に も概念

的 に も資 本主義的生 産の 出発 点を な し て い る」 （同 『資本論』 559 へ   ジ ） と して 資本 主 義

の 下 に お け る協業 （集合労働 ） の 意 義 を強調 す る 。 す な わ ち 、分 業 と協 業 と の 機 械 （企 業

情報 シ ス テ ム ）に よ る統 合 で あ る 。

　た とえば 、 グル ープ ウエ ア に 絡 ませ て 述 べ る と、〈D 生産 手 段 （労 働 ＝ ： 作 業 、労働対象
一 「情報 」 「経 営諸資源」、 労働手 段 二 シ ス テ ム

、
ハ

ー ド、 ソ フ ト）の 「共 有化」 （共 同使

用 」 に よ る 「効果 」、 （2）協業 に よ る 集 団 力 の 創XX　 ＝ 「協業に よ る錮 別 的生 産 力 の 増大 だ

けで は な く て 、 そ れ 自体 として 集 団 力で あ る べ き生産力の 創 造で あ る 亅 （間 『資本 論』565
ペ ージ ）e （3） 「多 くの カ が一

つ の 総力 に 融合す る こ とか ら生 じ る 新 し い 力 能」 （同 『資本

論』 566 へ   ジ ）。（4） 「単なる社会的 接触 に よ っ て 、 生 気 （
”

動 物 精気
”

）の 独 自な興奮 と

競争心 とが 生 み出 され 、 それ らが個 々 人 の 翻別 的作業能力 を高め る」 （同 『資本論 』566 ペ

ージ ）。（5） 「労働 対象は 、同 じ空間 を よ り短 い 時間で 通 過す る亅 （同 『資本論 』 569 ペ ージ ）。

（6） 「多方 面 の 空間か ら労働対 象を と らえ 」 「よ り速 く総生 産 物 を仕 上 げる 。生 産 物 の さ

ま ざ まな 空間的諸部分が 同 じ ときにで き 上が る 」 （同 『資本論』568 ベ ・− y
“
）。

34 ，グル ープ ウエ ア の 定義

　グル ー プ ウエ ア は 、 比較的新 し い 分 野で あ る こ と 、 非常に 広範囲 な概念で あ るこ とか ら

グル ープ ウエ ア の 定義は 多様 的 で あ る 。 本報 告 で は 、以 上か ら明 らか な よ うに グル ープ ウ

エ ア の 中心的な機能 として 次の 4 点 を含んだ概念 と して 定義 した い 。

（1） 倆人 こ じん の 持 っ 労働 を
一

つ の ま とま りの あ る作業 体系 と して確 立 し 、 こ れ を支援す
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　 る機能を持つ こ と

（2）時間的 ・空闇 的な障壁 を乗 り越 え る機能 を有 して い る こ と

（3） バ ーチ ャ ル 化 した現 代的 労働 へ の 支援機 能 を 持 っ こ と

（4） 基幹系や情報系 など他 の 情報 シ ス テ ム と の 連携 機 能 を持 っ こ とに よ っ て 大 規模 な業務

　改 革 ・リ エ ン ジ ニ ア リ ン グ効果 を有 す る 支援 の た め の 情 報 シ ス テ ム で あ る こ と

3．5．グ ル
ープ ウエ ア の 導入 と労働 内 容 の 変化

　資 本 は 、

一
方 で 、 労働者 の 差別 ・分 断 を図 りな が ら （人 事 ・賃金 管理 の 「個別 化 D 、

他 方 で 、 「共有化 j に よ る協業 労働の 「効果 」 を求 め よ う とし て い る。

　企 業 に お け る グル
ープ ウエ ア の 導入 は 、 共 同作 業 ・分散 作業 の 変化 、雇用 形 態 の 変化 、

「年俸制 」 に よ る仕事 の 請負 、入 事 管理 上 の 問題 な ど、導入 企 業 に お い て 、人 事 ・賃金 管

理 上 も新た な課 題 を提 起 して き て い る 。 また グル ープ ウエ ア の も とで働 く労働 者 へ の 影響

も、従来 か ら指摘 され て きた 技 術革 薪 の も とで の 、い わ ゆ る 労 働 疎外 や 長時 間 ・過 密 労働

の 問 題 、失業や 不 安 定雇 用 の 増大 な ど の発 現 が 境 代的な形 を とっ て 問 題化 す る。

　例 え ば 、テ レ ワ
ー

ク の 増大 に お け る 労働 内 容 の 変化 は 、（D 労働 者 の 孤 立 化 を深 め る th

（2） バ ー
チ ャ ル 空間に お ける 労働が 中心 的 とな り、労働 内容 が ブ ラ ッ ク

・ボ ッ ク ス 化 され

る。（3）在 宅勤 務や サ テ ライ トオ フ ィ ス で の 就 労が可 能 とな り、労働時間概念が 喪失す る。

　 あ る い は 、こ こ で の 問題 点や 課題 とし て は 、（D 労働が 分離 され 、結 合に よ る作業 の 効

率化 が 達成 され得 ない 。 （2） 労働 の 「24 時間 化 」 に よ り、労働 者の 疲 労 ・労 働 強化 を招

くだ けで なく、生 活 の リ ズ ム を変則 にす る。 また労働 者 の 家庭 生 活 ・杜会 生活 に 甚大 な影

響 を与 え る。 （3） 共 同作業 の 拡 大 は 、 「情報 の 共有化 」 を進め 、
一

方で は 、作 業効 率 を高

め る作 用 困 とし て機 能す る。 しか し他 方 で 、健 人 の 「能 力」 をもオ ープ ン な もの に し 、 業

績評価の 査 定を め ぐ っ て 労働者間 に 差別や 分断 が 持 ち込 まれ る 可能性 を高 め る 。 （4） 作業

現場 に お け る 労働 者 相互 の 接触 、社 会的 交流 が 切 断 され 、 労働者 自身の 人 間的 成 長の 場 が

失 わ れ る 、な どで あ る 。

4 ， 協働作業の 瑪代的籔義
・モの 支擾 として の グル ープウニ ア・… 譏種作禦の鯉業に蓄 つ

　　 く協藁 ・…

　 こ こ で は、協働 作 業 の 持 つ 本 来 的意義 と環代 的意義 とに つ い て 検討 す る 。 前者の 本来 的

意 義 、資本 主義 的意義 に つ い て は 、
マ ル ク ス 『資本論』 に依拠 し なが ら検 討す る 。 こ れは

2 ． 資本 による雇題
・
廼遇鵠度の ね らい と対 比的 に 協働作業の 意義に つ い て 考 察 した もの

で あ る 。 ま た 協働作業の 現代的意義、特 徴に つ い て も こ こ で は触 れ るこ とにす る e

4−1．伝 統的 な協働 作業の 意義

（1）協働 に よる労働 生産性 の 向上

　・ マ ル ク ス 『資 本 論』第 1 巻 、第 4 編 、第 11章 f協業亅

　協業 は 、個 人 労働 の 場 合に は な か っ た 労働 生産 性 を 生み 出 し 、 増 大 させ る 。

（2）作業場内分業 に よ る 労働生 産性 の 向上

　
・ マ ル ク ス 『資 本論 』 第 1巻 、第 4 編 、第 12 章 「分業 とマニ ュ ファクチュア」

（1） 単純 な部分 労働 の み を行 う労働 者 に よ る労働 時 闇 の 節約

（2） 同
一

作業の 継続的遂 行 に よ る労働 の 中断 の 聞 隙の 減少
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　（3）部分 労働 の 排 他的専門化 によ る部 分労働者の 熟練の 増大

（4） 部分 労働 の 専門化 に伴 っ て 、 労働 手段 で あ る道具の 分化お よび 特殊化

（3） 機械 （情報技術）の 活用 に よ る 労働生産 性の 向 上

　・ マ ル クス 『資本論』第 1巻、第 4 編 、第 12章 「分業 とマニュ ファクチュア」

（1） 一
定労働時 間 に

一
定 の 部分生産物 を生 産す る こ とが 生 産過 程 の 技術的 法則 と な り 、

　 労働 の 連 続 性 ・秩序 お よ び 労働の 強度 が 強 め られ る

（2） 内容 を異 に す る 部分労働の 量 的編 成 の 組織 化

（3） 分業に よ る諸 部分 労働 の 等級 付 けが進み、 こ れ を基礎と して 下級 の 部分 労働 が創造

　 され る

（4） 経営 ・意思 決定 ・労働 の 「客観化」
・「科学化 j

　・ マ ル ク ス 『資本 論』 第 1 巻 、 第 4 編 、第 13 章 「機械 と大 工 業」

（1＞ 労働 手 段 で あ る機械その もの に よ っ て 規定 され た 技術的必然

（2） 主観的原理 に よ る の で は な く、機械体系そ の もの に よ っ て 客観的に 規 定 され た形 態 を

　 と る

（3）マニ ュファクチュ ア的熟 練を止 揚 、 部分機械 労働 者 、諸労働の 均等化

（4）機械 （コンピ ュ
ー
タ）を 活用 す る こ とに よ る 労働規律の 発 展 ・管理機 能 の 拡 充

4・2．協働作業 の 現 代 的状況 とグル ープ ウ＝ ア に よ る協働 作 業支援 の 現代的意義

（1＞ 労働 の ii謹洞 化 ない し バ ー
チ ャ ル 化 が 急速 に 進 行 して い る 。 例 えば工 場そ の もの が オ フ

　ィ ス 化 して きて 、 む し ろオ フ ィ ス と工 場 との 区 別 が出来ない 状況 に あ る 。 労働内容 も肉

　体 労働 と精神 労働 と の 区別が つ か ない 状況 も ある 。 雇 用 形態 も、正規 労働 者 は
一

部 の 「集

　合天 才 」 （伊藤利 朗氏 ）に よ り編成 し、圧 倒的多数 は非正 規労働 者 となる現 象が 進み っ つ

　あ る。労働 日 ・労働時間概念 の否 定や 形骸 化 の 進 行 。 賃金形 態に お け る 「能力 主義」 の

　 進行 。

（2）協働 作業に お け る 「個人 」 と 「組 織」 の 関係 に お け る 「オ ープ ン 化」 の 進行 。
「情 報

　の 共有化 」を進 める た め に は デー
タ ・ ベ ース の オー プ ン 化 に よ る 共 同利 用 が必要で あ る 。

　オ ープ ン ・シ ス テ ム とは
、 内外 か らの 環境に 反 応 して 、 環境 に影響 を与 え 、自己 改 革 し

て　い く組織の こ とで あ る 。 グル ープ ウエ ア 参加 者個 々 人の 「情報の 共 有化」 に 基づ く協

働　作業で あ る とい う点 で きわ めて 現 代的で あ る 。

（3）時間 と空問 にお けるバ リア ・フ リー （障害除去）な協調 作業で ある 。

（4） グル ープ ウエ ア に よ る協働作業支援 に よ り、集 団的 な合意形成 （意思決 定） の 迅 速化

　が 可能 とな り 、 戦賂 的競 争優位 が確 保で き る 。
こ れ は 従来の DSS で は不可 能で あ っ た 。

5 ． グル ーブウエ アの もとでの 労●の鵜徴 と縢題

　 グル ー プ ウエ ア の 実態調 査の 多 くは、活用方法や 「効果」 の 測定を調査 した もの で あ る。

労働の 実態に つ い て は ほ とん ど見 られ ない
。 こ こ で は 要 点を述べ るに とどめ る 。

5−1．労働 内容の 変化

（1） 労働者 の 孤立 化 を深 め る 。

（2） バ ーチ ャ ル 空 間に お け る労働 が 中心的 とな り 、 労働内容が ブ ラ ッ ク ・ボ ッ ク ス 化 さ

　 れ る 。
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（3）在宅勤務 や サ テ ライ トオ フ ィ ス で の 就労 が 可 能 とな り、労働時 間概念が 喪失す る。

5−2．課題 や 問題 点

（1）労働が分離 され 、結合 に よ る作 業の 効率 化が 達成 され得 ない 。

（2） 労働 の 「24 時 間化 」 によ り、労働者 の 疲労 ・
労働強化 を招 くだ けで な く 、 生活 の

　 リズ ム を 変則 に する 。 ま た 労働者 の 家庭生 活 ・社会生活 に 甚大 な影 響 を与 える 。

（3） 共同 作業の 拡 大は 、情報 の 共有化 を進 め 、

一方 で は 、 作 業効 率を高 め る 作用 因 とし

　て 機 能す る 。
し か し 他方 で 、個人 の 能力 を もオ ープ ン な もの に し 、 業績 評価 の 査定を

　 「公 平 」 な もの に す る可能性 をも もた らす。

（4） 作業現場 に お け る労働 者穣 互 の 接触 、社 会的 交流 が 切 断 され 、 労 働 者 自身 の 人 閥 的

　 成 長の 場 が 失 わ れ る 。

（5） グ ル ープ ウエ ア を活用 し て の 協働 作業 の 労働 者派遣 の 活 用 な どに よ る ア ウ トソ ー
シ ン

　 グ化、非 正 規 雇 用化 が進行 す る 。

6 ， 　 研窕 課題 と屬望

　今後 の 研 究課 題 として は 以下 の 点が 重 要 と思 われ る 。
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